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研究要旨 

2000 年前後に 13 の室内空気汚染物質に対して室内濃度指針値が策定されて以降、新たな室

内空気汚染の問題が懸念されてきたことなどから、室内濃度指針値の見直し等の検討が進めら

れている。本研究では、第一に、諸外国における室内空気質の規制動向等の情報を収集し、日

本における取り組みの参考情報とすることを目的とした。第二に、厚生労働省シックハウス検

討会で初期曝露評価を実施した揮発性有機化合物について、健康リスク評価値および有害性等

の情報を網羅的に収集し、今後のリスク評価や既存の指針値の見直し等において鍵となる重要

なハザード情報をとりまとめた。ハザード情報としては、短時間曝露による急性影響と長期間

曝露による慢性影響（非発がん影響、発がん影響）の 2 項目を調査した。 

諸外国における取り組みは、室内濃度指針値の作成に重点が置かれている。目標となる気中

濃度を設定し、それを目指した発生源対策等を行うアプローチである。とりわけドイツ連邦環

境庁は、継続的に室内濃度指針値を設定しており、今年度は、メタノール、アセトフェノン、

1-プロパノールの指針値が新たに設定された。また、フランスの ANSES ではアンモニア、カナ

ダ保健省ではキシレンに対する室内空気質ガイドラインが新たに設定された。なお、発がん性

に関して世界保健機関（WHO）の国際がん研究機関（IARC）は、今年度において、コバルト、

アンチモン、兵器用タングステンの発がん性分類を公表した。なおWHO は、健康と環境に関す

る WHO およびその他の国連機関からこれまで公表されてきたガイダンスを体系的にまとめた

compendium（大綱）を公表した。WHOは、環境汚染やその他の環境リスクが全死亡の 24％（例

えば、心疾患、脳卒中、中毒、交通事故など）を引き起こしており、これらの死亡は、国、地域お

よびセクターのレベルにおいて、しっかりとした予防措置（preventive action）を講じることで大

幅に削減可能と述べており、環境要因に対する取り組みをより一層強化しようとしている。

ハザード情報に関しては、厚生労働省シックハウス検討会で初期曝露評価を実施した揮発性

有機化合物のうち、今年度は、メチルシクロヘキサン、プロピルシクロヘキサン、1-ブタノー

ル、ヘキサナール、デカナール、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、1,2-ジクロロエ

タン、アクロレインに関する急性影響と慢性影響のキー研究を調査した。メチルシクロヘキサ

ン、プロピルシクロヘキサン、1-ブタノール、デカナールについては、急性影響を評価可能な

キー研究が見つからなかった。プロピルシクロヘキサンについては、慢性影響でも評価可能な

キー研究が見つからなかった。その他の物質については、急性影響と慢性影響のキー研究をと

りまとめることができた。トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、1，2-ジクロロエタン

については、発がん影響のユニットリスクについて、最新の評価結果をとりまとめた。 

A. 研究目的

1997 年から 2002 年にかけて、13の室内空

気汚染物質に対して室内濃度指針値が策定さ

れた。その後、建材等に使用される化学物質

の代替や準揮発性有機化合物（SVOC）と呼ば

れる揮発性の低い物質による室内空気汚染が
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懸念されてきたことなどから、2012 年にシッ

クハウス（室内空気汚染）問題に関する検討

会（シックハウス検討会）が再開され、室内

濃度指針値の見直しあるいは対象物質の追加

に関する審議が進められている。このような

状況を踏まえ、シックハウス検討会における

審議に必要な情報を収集することにより、厚

生労働行政施策の円滑な進行に貢献すること

を主たる目的として、本研究課題が進められ

ている。 

本研究においては、第一に、室内空気汚染

問題に対する国際機関や諸外国における室内

濃度指針値作成や規制動向等の情報を収集し、

日本における取り組みの参考情報とする。ま

た第二に、厚生労働省シックハウス検討会で初

期曝露評価を実施した揮発性有機化合物につい

て、健康リスク評価値および有害性等の情報を

収集し、今後のリスク評価や指針値の設定等

において鍵となる重要なハザード情報をとり

まとめることを目的としている。ハザード情

報の収集においては、短時間曝露による急性

影響と長期間曝露による慢性影響の 2 項目を

調査する。 

 

B. 研究方法 

B.1 国際的な規制動向の調査 

国際機関や国内外の室内空気質規制に関す

る報告書、関連学会の資料、関連論文をイン

ターネットおよび文献データベースで調査し

た。近年、主だった活動が見受けられた世界

保健機関本部（WHO本部）、世界保健機関欧

州地域事務局（WHO 欧州）、ドイツ、フラン

ス、カナダを主な調査対象国とした。また、

諸外国の研究者と関連情報の情報交換を行っ

た。 

 

B.2 ハザード情報 

室内空気汚染化学物質に関して、刺激性や

感作性、一般毒性、神経毒性、免疫毒性、生

殖発生毒性、発がん性等に関する有害性情報

およびこれらの有害性に関する量反応関係に

関する科学的知見が記載された国際機関や諸

外国の評価文書等を網羅的に収集するととも

に、Pubmed や TOXLINE 等のデータベース検

索を行い、各物質の有害性情報をとりまとめ

た。特に、各物質の評価値の導出に必要なエ

ンドポイント及び NOEAL や LOAEL 等の情

報収集を行った。 

本分担研究では、厚生労働省シックハウス

検討会で初期曝露評価を実施した揮発性有機

化合物について、健康リスク評価値および有

害性等の情報を収集してとりまとめる。 

2022 年度は、メチルシクロヘキサン (CAS 

108-87-2)、プロピルシクロヘキサン (CAS 

1678-92-8)、1-ブタノール (CAS 71-36-3)、ヘ

キサナール (CAS 66-25-1)、デカナール (CAS 

112-31-2)、トリクロロエチレン (CAS 79-01-6)、

テトラクロロエチレン (CAS 127-18-4)、1,2-

ジクロロエタン (CAS 107-06-2)、アクロレイ

ン (CAS 107-02-8)を調査対象とした。 

得られた有害性情報から有害性評価を行い、

急性影響の健康リスク評価値（AcRfC: Acute 

Reference Concenration）と慢性影響の健康リ

ス ク 評 価 値 （ ChRfC: Chronic Reference 

Concenration）を導出した。これらの RfCは、

Critical effect level の影響濃度（NOEAL や

LOAEL）に対して、不確実係数の適用（種差

や個体差）や、慢性影響では反復曝露から連

続曝露への補正係数の適用を行って導出した。

不確実係数としては、初期リスク評価で用い

ることを想定し、LOAEL を用いた場合は 10、

曝露期間については動物種と平均寿命から算

出した値 1),2)、種差については 10、個体差 10

とした。これらの数値は、初期リスク評価と

して、リスクの取りこぼしがないように安全

側の不確実係数を用いている。また、閾値の

ない発がん物質については、各評価機関が導

出したユニットリスクをレビューし、10万分

の１の過剰発がんリスクの気中濃度を発がん

の健康リスク評価値（CarRfC: Carcinogenic 

Reference Concenration）とした。 

なお今後、詳細リスク評価や指針値の検討

を行う際には、LOAELに対する不確実係数、

種差、個体差に対する不確実係数について、

感受性、作用機序、体内動態等を詳細に評価

し、必要に応じて改めて検討を行い、室内濃

度指針値を設定することができる。本研究で

導出した AcRfC 及び ChRfC は、曝露評価で
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得られた室内濃度の知見に対して、迅速に健

康リスクの初期評価を実施するために用いる

ことができる。 

 

（倫理面での配慮） 

本研究は、公表されている既存資料を中心

とした情報収集を行った後、それらの整理を

客観的におこなうものであり、特定の個人の

プライバシーに係わるような情報を取り扱う

ものではない。資料の収集・整理にあたって

は、公平な立場をとり、事実のみにもとづい

て行う。本研究は、動物実験および個人情報

を扱うものではなく、研究倫理委員会などに

諮る必要のある案件ではないと判断している。 

 

C. 研究結果及び考察 

C.1 諸外国の室内空気質規制 

世界保健機関（WHO）、ドイツ連邦環境庁、

フランス環境労働衛生安全庁（ANSES）、カナ

ダ保健省の室内空気質ガイドライン等に関する

情報を収集した。 

WHO からは、新たな室内空気質ガイドライ

ンの公表はなかった。但し、健康と環境に関す

るWHOおよびその他の国連機関からこれまで

公表されてきたガイダンスを体系的にまとめた

compendium（大綱）を公表した（2022 年 4月

アップデート）。WHOは、環境汚染やその他の

環境リスクが全死亡の 24％（例えば、心疾患、

脳卒中、中毒、交通事故など）を引き起こして

おり、これらの死亡は、国、地域およびセクタ

ーのレベルにおいて、しっかりとした予防措置

（preventive action）を講じることで、大幅に

削減可能と述べており、環境要因に対する取り

組みをより一層強化しようとしている。 

令和 4年度以降に公表された室内空気質ガイ

ドラインでは、ドイツ連邦環境庁がメタノール

（指針値 II：40 mg/m3（60 分平均値）、指針値

I：13 mg/m3（60分平均値））、アセトフェノン

（指針値 II：220 μg/m3、指針値 I：66 μg/m3）、

1-プロパノール（指針値 II：46 mg/m3、指針値

I：14 mg/m3）の室内空気質ガイドラインを公

表した。 

ANSES では、アンモニア（24 時間値：5.9 

mg/m3、年間：0.5 mg/m3）の室内空気質ガイド

ラインが公表された。 

カナダ保健省では、キシレン（1時間値：7200 

μg/m3、24時間値：150 μg/m3）の室内空気質ガ

イドラインが公表された。 

WHOの国際がん研究機関（IARC）による発

がん性分類のアップデートのうち、2022年度以

降における室内環境汚染関連物質のアップデー

トをレビューした。室内ダスト中で検出される

コバルト金属が 2B（ヒトに対して発がん性があ

るかもしれない）から 2A（ヒトに対しておそら

く発がん性がある）に格上げとなっている。な

お、可溶性と不溶性のコバルト二価化合物では

発がん性が異なっており、可溶性のコバルト二

価化合物で 2A となっているが、不溶性の二酸

化コバルトは 2B で、その他のコバルト化合物

は 3（ヒトに対する発がん性を分類できない）

となっている。 

PET樹脂の触媒などに使用されており、室内

ダスト中からも検出されるいる三酸化アンチモ

ンが 2B（ヒトに対して発がん性があるかもしれ

ない）から 2A（ヒトに対しておそらく発がん性

がある）に格上げとなっている。また、次年度

以降のワーキンググループでは、室内ダストに

含まれる可能性のある物質（PFOA や PFOS）

の検討が予定されている。分担研究者の東は、

コバルト、アンチモン、兵器用タングステンの

ワーキンググループ（Vol. 131）に専門委員とし

て参加し、これらの物質の発がん性評価とモノ

グラフの作成作業に携わった。 

 

C.2 室内環境化学物質のハザード情報 

網羅的に収集した有害性情報をもとに、メ

チルシクロヘキサン (CAS 108-87-2)、プロピ

ルシクロヘキサン (CAS 1678-92-8)、1-ブタノ

ール (CAS 71-36-3)、ヘキサナール (CAS 66-

25-1)、デカナール (CAS 112-31-2)、トリクロ

ロエチレン (CAS 79-01-6)、テトラクロロエチ

レン  (CAS 127-18-4)、1,2-ジクロロエタン 

(CAS 107-06-2)、アクロレイン (CAS 107-02-8)

に関する急性影響と慢性影響のキー研究を選

定した。但し、メチルシクロヘキサン、プロ

ピルシクロヘキサン、1-ブタノール、デカナ

ールについては、急性影響を評価可能なキー

研究が見つからなかった。プロピルシクロヘ
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キサンについては、慢性影響でも評価可能な

キー研究が見つからなかった。その他の物質

については、それぞれのキー研究をもとに曝

露時間の補正（断続曝露から連続曝露）不確

実係数等の評価係数を適用して AcRfC およ

び ChRfC を導出した（表３２、表３３）。ま

た、各評価機関が導出したユニットリスクを

レビューしトリクロロエチレン、テトラクロ

ロエチレン、1，2-ジクロロエタンについては、

10 万分の１の過剰発がんリスクにおける

CarRfC を導出した（表３４）。 

 

D. 総括 

諸外国における取り組みは、室内濃度指針

値の作成に重点が置かれている。目標となる

気中濃度を設定し、それを目指した発生源対

策等を行うアプローチである。とりわけドイ

ツ連邦環境庁は、継続的に室内濃度指針値を

設定しており、今年度は、メタノール、アセ

トフェノン、1-プロパノールの指針値が新た

に設定された。また、フランスの ANSES で

はアンモニア、カナダ保健省ではキシレンに

対する室内空気質ガイドラインが新たに設定

された。なお、発がん性に関して IARC は、

今年度において、コバルト、アンチモン、兵

器用タングステンの発がん性分類を公表した。

なお、WHOは、健康と環境に関するWHOお

よびその他の国連機関からこれまで公表されて

き たガイ ダンス を体 系的に まとめ た

compendium（大綱）を公表した。WHOは、環

境汚染やその他の環境リスクが全死亡の 24％

（例えば、心疾患、脳卒中、中毒、交通事故な

ど）を引き起こしており、これらの死亡は、国、

地域およびセクターのレベルにおいて、しっか

りとした予防措置（preventive action）を講じ

ることで大幅に削減可能と述べており、環境要

因に対する取り組みをより一層強化しようとし

ている。 

ハザード情報に関しては、厚生労働省シッ

クハウス検討会で初期曝露評価を実施した揮

発性有機化合物のうち、今年度はメチルシク

ロヘキサン、プロピルシクロヘキサン、1-ブ

タノール、ヘキサナール、デカナール、トリ

クロロエチレン、テトラクロロエチレン、1,2-

ジクロロエタン、アクロレインに関する急性

影響と慢性影響のキー研究を調査した。メチ

ルシクロヘキサン、プロピルシクロヘキサン、

1-ブタノール、デカナールについては、急性

影響を評価可能なキー研究が見つからなかっ

た。プロピルシクロヘキサンについては、慢

性影響でも評価可能なキー研究が見つからな

かった。その他の物質については、急性影響

と慢性影響のキー研究をとりまとめることが

できた。トリクロロエチレン、テトラクロロ

エチレン、1，2-ジクロロエタンについては、

発がん影響のユニットリスクについて、最新

の評価結果をとりまとめた。 
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2023. 

2) Azuma K, Jinno H. Toxicity of SVOCs, 

Advances in the toxicity of construction and 

building materials. Elsevier, 2022. 

3) 東 賢一. 新版生活健康科学：第７章生活

環境と健康. 三共出版, 東京, 2022. 

4) 東 賢一. 今日の治療指針 2022 年版－

私はこう治療している：住宅の温熱環境

による障害. 医学書院, 東京, 2022. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

予定なし 
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調査結果（１） 国際的な規制動向の調査 

 

１．世界保健機関 

世界保健機関（WHO）は、WHO および国連機関による環境要因に起因する疾病低減のガイダ

ンス：compendium（2022 年 4 月 1 日アップデート版）を公表した（WHO, 2022）。 

これは、健康と環境に関する WHO およびその他の国連機関からこれまで公表されてきたガイ

ダンスを体系的にまとめた compendium（大綱）であり、政策と行動、意識向上、能力開発のため

の介入に関するガイダンスとなっている。また、都市、住宅、職場、医療施設などの行動に関す

る優先付けに関するガイダンスも含まれている。その他、利用可能な情報がある場合には、健康

と環境の全ての分野について、主な情報源、曝露評価、既存のガイドライン値に関する情報が含

まれている。これらのガイダンスは、新たなガイダンスが公表されると追記され、compendium が

更新されるように計画されている。 

WHO は、環境汚染やその他の環境リスクが全死亡の 24％（例えば、心疾患、脳卒中、中毒、

交通事故など）を引き起こしており、これらの死亡は、国、地域およびセクターのレベルにおい

て、しっかりとした予防措置（preventive action）を講じることで、大幅に削減可能と述べている。 

この compendium において、室内空気汚染（2.3 Indoor Air pollution）に関するガイダンスでは、

以下のツールが示されている。 

 

2.3 室内空気汚染: household air pollution, second-hand tobacco smoke, dampness and mould 

2.3.1 Particulate matter, carbon monoxide and other pollutants from incomplete combustion processes 

WHO 2021: WHO global air quality guidelines. Particulate matter (PM2.5 and PM10), ozone, nitrogen 

dioxide, sulfur dioxide and carbon monoxide 

WHO 2014: WHO Guidelines for indoor air quality: household fuel combustion 

WHO 2010: WHO Guidelines for indoor air quality: selected pollutants. 

WHO/CCAC/UNEP 2018: The BreatheLife Campaign 

WHO 2018: WHO Clean Household Energy Solutions Toolkit (CHEST) 

WHO 2020: Household Energy Assessment Rapid Tool (HEART) for Situational Assessment and 

Stakeholder Mapping 

WHO 2020: Household Multiple Emission Sources (HOMES) model 

WHO 2020: Performance Target (PT) model 

Clean Cooking Alliance 2020: Clean cooking catalogue 

WHO 2008: Evaluating household energy and health interventions: a catalogue of methods 

 

2.3.2 受動喫煙 

WHO 2020: Article 8: Protection from exposure to tobacco smoke. In: The WHO Framework Convention 

on Tobacco Control 

WHO 2020: STEPwise Approach to NCD Risk Factor Surveillance (STEPS) 

WHO 2018: Cigarette smoking: an assessment of tobacco’s global environmental footprint across its entire 

supply chain, and policy strategies to reduce it 

WHO/UNDP 2017: The WHO Framework Convention on Tobacco Control. An accelerator for sustainable 

development 

WHO 2014: Literature review on the health effects of smoke-free policies in light of the WHO FCTC 

WHO 2013: Best practices in implementation of Article 8 of the WHO FCTC. Case studies: Seychelles and 
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South Africa 

WHO/International Union Against Tuberculosis and Lung Disease 2011: Protect people from tobacco 

smoke: smoke-free environments. Building capacity for tobacco control: training package 

WHO 2010: A guide to tobacco-free mega-events 

WHO 2009: Guidelines for implementation of Article 8 of the WHO Framework Convention on Tobacco 

Control. Guidelines on protection from exposure to tobacco smoke 

WHO 2007: Policy recommendations on protection from exposure to second-hand tobacco smoke 

WHO 2007: World No Tobacco Day 2007 materials, such as Smoke-free inside 

 

2.3.3 湿気とカビ 

WHO Regional Office for Europe 2010: Technical and policy recommendations to reduce health risks due 

to dampness and mould 

WHO Regional Office for Europe/Health and Environment Alliance 2009: Damp and mould: health risks, 

prevention and remedial actions. Information brochure 

WHO Regional Office for Europe 2007: Guidelines for indoor air quality: dampness and mould 

 

２．ドイツ連邦環境庁の室内空気質ガイドライン 

今年度に新たに公表された室内空気質ガイドラインは、メタノール（IRK, 2022a）、アセトフェ

ノン（IRK, 2022b）、1-プロパノール（IRK, 2022c）であった。各物質の室内空気質ガイドラインの

キー研究とガイドラインを表１－１に示す。 

 

表１－１ ドイツ連邦環境庁の室内空気質ガイドライン（2022 年度以降） 

物質 アセスメントの概要 指針値 キー研究 

メタノール

(CAS no. 

67-56-1) 

ヒトのボランティアの急性吸入

試験から、数時間暴露後の 

NOAEL を 266 mg/m3としてい

る。指針値 II を導出するにあた

っては、NOAEL から LOAEL へ

の換算を係数 3 で乗じており、

その値に個体差 10、小児の係数

2 の合計 20 の係数を割り算して

40  mg/m3の指針値 II を導出。

指針値 I では、NOAEL の 266 

mg/m3を個体差 10、小児の係数

2 の合計 20 の係数で割り算して

13  mg/m3の指針値 I を導出。 

・指針値 II（NOAEL

から導出） 

 40 mg/m3（60 分平

均値） 

・指針値 I（NOAEL

から導出） 

 13 mg/m3（60 分平

均値） 

Cook et al. (1991), 

Chuwers et al. (1995), 

Mann et al. (2002), 

Muttray et al. (2001) 

アセトフェ

ノ ン (CAS 

no. 98-86-2) 

ラットの経口曝露による生殖発

生毒性試験から胎児死亡率を指

標 と し て 75 mg/kg/day の

LOAEL が判断され、ラットから

ヒトへの相対係数 4、体重 70kg

のヒトの呼吸量 20 m3、経口吸収

率 50%から、75 mg/kg/day × 

・指針値 II（LOAEL

から導出） 

 220 μg/m3 

・指針値 I（LOAEL

から導出） 

 66 μg/m3 

ECHA Registration 

Dossier, 14.09.2021 
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0.5/4/(20 m3/70 kg) = 32.8 

mg/m3 の吸入での LOAEL を導

出。試験期間 2、種差 2.5、個体

差 10 を適用し、評価値 II では

影響の深刻さから係数 3 を追加

して 220 μg/m3、評価値 I では

NOAELへの係数 10を適用して 

66 μg/m3を導出。 

1-プロパノ

ー ル (CAS 

no. 71-23-8) 

ラットの13週間吸入曝露におけ

る精巣重量の減少より、LOAEL

として13000 mg/m3、NOAELと

して 4000 mg/m3 を導出。週 5

日、1 日 6 時間を連続曝露に換

算し、それぞれ 2321 mg/m3、

714mg/m3を導出。試験期間 2、

種差 2.5、個体差 10 を適用し、

評価値 II として 46 mg/m3、評価

値 I として 14 mg/m3を導出。 

・指針値 II（LOAEL

から導出） 

 46 mg/m3 

・指針値 I（NOAEL

から導出） 

 14 mg/m3 

Kim et al. (2021) 

※指針値 II（RW II）は、既知の毒性および疫学的な科学的知見に基づき定められた値であり、不確実性が考慮さ

れている。RW II を越えていたならば、特に、長時間在住する感受性の高い居住者の健康に有害となる濃度とし

て、即座に濃度低減のための行動を起こすべきと定義されている。指針値 I（RW I）は、長期間曝露したとして

も健康影響を引き起こす十分な科学的根拠がない値である。従って、RW I を越えていると、健康上望ましくな

い平均的な曝露濃度よりも高くなるため、予防のために、RW I と RW II の間の濃度である場合には行動する

必要があると定義されている。RW I は、RW II に不確実係数 10 を除した値、つまり RW II の 10 分の 1 の値が

定められている。不確実係数 10 は慣例値を使用している。RW I は、改善の必要性を示す値としての役割を果

たすことができる。可能であれば、RW I の達成を目指すのではなく、それ以下の濃度に維持することを目指す

べきであるとされている。 

 

３．フランス環境労働衛生安全庁（ANSES） 

フランスでは室内空気指針値（VGAI）が定められている（ANSES, 2022）。2021 年 3 月にアン

モニア（ANSES, 2021）の室内空気質ガイドラインが公表されており、Web サイトでの公表が 2022

年度であったため、今年度の報告書に含めた。以下に室内空気指針値を表１－２に示す。 

 

表１－２ フランスにおける室内空気指針値のまとめ 

物質 キー研究 指針値 Ref. 

アンモニア

（2021） 

ヒトの 3 時間曝露での呼吸器へ

の刺激 

NOAEL 17.7 mg/m3 

不確実係数 3（個体差 3） 

VGAI（24 時間） 

5.9 mg/m3 (8.3 ppm) 

Sundblad et al. (2004) 

ヒトの肺機能の低下と呼吸器症

状の増加（咳、喘鳴、その他の喘

息関連症状）（平均曝露年数 12.2

年） 

VGAI（1 年以上曝露） 

0.5 mg/m3 (0.71 ppm) 

USEPA (2016) 

easimated from Holness 

et al. (1989) 
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NOAEL 13.6 mg/m3 

8 時間での呼吸量 10 m3 

24 時間での呼吸量 20 m3 

8 時間 5 日間労働を連続曝露へ 

13.6×10/20×5/7=4.9 mg/m3 

不確実係数 10（個体差 10） 

 

４．カナダ保健省 

カナダ保健省は、居住環境用の室内空気質ガイドラインを公表している（Health Canada, 2022a）。

2022 年度は、キシレン（Health Canada, 2021b）の室内空気質ガイドラインを公表した（表１－３）。 

 

表１－３ カナダ保健省の室内空気質ガイドライン（2022 年度以降） 

物質 キー研究 ガイドライン Ref. 

キシレン ヒトの 2 時間曝露での神経学的

症状（頭痛、疲労）、目、鼻、喉

の刺激; 呼吸への影響 

LOAEL 217 mg/m3 (50 ppm) 

不確実係数 30（LOAEL 3、個体

差 10） 

短時間（1 時間） 

7200 μg/m3 (1700 ppb) 

Ernstgård et al (2002) 

ラットの 3 か月間吸入曝露試験

における運動協調障害 

NOAEL 217 mg/m3 (50 ppm) 

時間補正 217*6*5/24/7=39 mg/m3 

不確実係数 250（試験期間 10、種

差 2.5、個体差 10） 

長時間（24 時間） 

150 μg/m3 (36 ppb) 

Korsak et al. (1994) 

 

５．WHO の国際がん研究機関（IARC）による発がん性分類のアップデート（2022 年度以降） 

室内空気汚染物質に関連する IARC による発がん性分類のアップデートを表１－４に示す。室

内ダスト中で検出されるコバルト金属が 2B（ヒトに対して発がん性があるかもしれない）から

2A（ヒトに対しておそらく発がん性がある）に格上げとなっている。なお、可溶性と不溶性のコ

バルト二価化合物では発がん性が異なっており、可溶性のコバルト二価化合物で 2A となってい

るが、不溶性の二酸化コバルトは 2B で、その他のコバルト化合物は 3（ヒトに対する発がん性を

分類できない）となっている。 

PET 樹脂の触媒などに使用されており、室内ダスト中からも検出されるいる三酸化アンチモン

が 2B（ヒトに対して発がん性があるかもしれない）から 2A（ヒトに対しておそらく発がん性が

ある）に格上げとなっている。また、次年度以降のワーキンググループでは、室内ダストに含ま

れる可能性のある物質（PFOA や PFOS）の検討が予定されている。 

 

表１－４ 室内空気汚染物質に関連する発がん性分類のアップデート（2022 年度以降） 

物質 改正前 改正または新設 発表時期 Monographs 

コバルトとその二価

物（タングステンカー

バイドを含まない） 

2B（1991 年、

2006 年） 

金属 Co：2A 

可溶性二価物：2A 

二酸化 Co：2B 

2022 年 4 月 Vol. 131 
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二三酸化 Co：3 

二硫化 Co：3 

他の 2 価物：3 

三価および五価アン

チモン 

三酸化アンチモ

ン 2B （ 1989

年）、三硫化アン

チモン 3（1989

年） 

三酸化 Sb：2A 

五酸化 Sb：3 

2022 年 4 月 Vol. 131 

兵器級タングステン － 2B 2022 年 4 月 Vol. 131 

アントラセン 

(CAS 120-12-7) 

3（2010 年） 検討中 2023 年 4 月 Vol. 133 

2-ブロモプロパン 

(CAS 75-26-3) 

－ 検討中 2023 年 4 月 Vol. 133 

メタクリル酸ブチル 

(CAS 97-88-1) 

－ 検討中 2023 年 4 月 Vol. 133 

亜リン酸ジメチル 

(CAS 868-85-9) 

3（1999 年） 検討中 2023 年 4 月 Vol. 133 

アステルパーム 

(CAS 22839-47-0) 

－ 検討予定 2023 年 7 月 Vol. 134 

メチルオイゲノール 

(CAS 93-15-2) 

2B（2013 年） 検討予定 2023 年 7 月 Vol. 134 

イソオイゲノール 

(CAS 97-54-1) 

－ 検討予定 2023 年 7 月 Vol. 134 

ペルフルオロオクタ

ン酸（PFOA） 

(CAS 335-67-1) 

2B（2017 年） 検討予定 2023 年 12 月 Vol. 135 

ペルフルオロオクタ

ン ス ル ホ ン 酸

（PFOS） 

(CAS 1763-23-1) 

－ 検討予定 2023 年 12 月 Vol. 135 

グループ 1：ヒトに対して発がん性がある 

グループ 2A：ヒトに対しておそらく発がん性がある 

グループ 2B：ヒトに対して発がん性があるかもしれない 

グループ 3：ヒトに対する発がん性を分類できない 

グループ 4：ヒトに対しておそらく発がん性がない 
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調査結果（２）室内環境化学物質の有害性評価 

 

下記に示した 9 物質について、有害性評価を行った国際機関や国内外の関連機関等の評価文

書や規制情報等を収集し、有害性評価に関する書誌情報等の整理を行った。 

＜調査対象物質＞ 

 メチルシクロヘキサン (CAS 108-87-2) 

 プロピルシクロヘキサン (CAS 1678-92-8) 

 1-ブタノール (CAS 71-36-3) 

 ヘキサナール (CAS 66-25-1) 

 デカナール (CAS 112-31-2) 

 トリクロロエチレン (CAS 79-01-6) 

 テトラクロロエチレン (CAS 127-18-4) 

 1,2-ジクロロエタン (CAS 107-06-2) 

 アクロレイン (CAS 107-02-8) 

 

国内外の評価機関等による評価文書類の公表状況を次ページに示す。 
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表１ 対象 9 物質に関する既存評価文書類の有無（遡及期間限定せず） 
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１－１ メチルシクロヘキサン (CAS 108-87-2) 

 急性毒性、反復曝露の一般毒性について知見が得られているものの、情報は限定的である。

経皮投与による生殖発生毒性、遺伝子傷害性の情報は ECHA の Registered substances factsheets

に記載があったが、出典の明記はなかった。発がん性については知見が得られていない。 

 国内外の評価機関において設定されたMethylcyclohexaneの慢性曝露に対するリスク評価値

の概要を表２に、急性曝露に対するリスク評価値の概要を表３に示す。 

 キー研究についてみると、慢性のリスク評価値ではアメリカの Aerospace Medical Research 

Laboratory で実施された本物質曝露の一連の毒性試験結果から、独・DFG (MAK)とオランダ

が 1 年間の吸入曝露試験の結果を基にリスク評価値を設定していた。また、出典の明記はな

かったが、NOAEL の数値から EU (DNEL)も同様と考えられた。その他の機関ではキー研究は

明記されておらず、類似物質の知見を基に設定されたものと考えられた。 

 急性のリスク評価値では、類似物質の知見に基づき設定されたものと思われた。 

 なお、日本の既存化学物質毒性データベース 1) に反復毒性・生殖発生毒性併合試験、復帰

突然変異試験、染色体異常試験の報告書が収録されており、化審法データベース 2) に 28 日

間反復経口投与毒性試験、復帰突然変異試験、染色体異常試験の結果が収録されていたこと

から、毒性試験結果のフォルダーを作成して収集した。 

主要な政府機関における労働現場での許容濃度の設定状況を表４に示す。 
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表２ 有害性評価結果（慢性曝露） Methylcyclohexane その１ 

 

ファイル番号 01 02 03 04 05 06 07 08 

評価機関等 テキサス州 EPA ACGIH EU LCI EU ECHA (DNEL) 独・AGÖF 独・DFG（MAK） 独・AGS (TRGS） 独・AgBB 

評価年 2015 1974 2013 － 2013 2000 2006 2021 

キー研究 NIOSH、OSHA の TLV － － － － AMRL (1984) DFG EU CLI 

動物種 － － － － － ラット － － 

曝露状況 － － － － － 
12 ヶ月間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ － 

エンドポイント － － － － － 
腎臓の髄質の石灰化と

腎乳頭の過形成 
－ － 

N(L)OAEL － － － NOAEL 400 mg/m3 － NOEL 400 ppm － － 

連続曝露補正 － － － － － － － － 

dosimetry 補正 － － － － － － － － 

POD － － － 400 mg/m3 － (400 ppm) － － 

不確実係数 － － － 25 (UFA 2.5, UFH 10) － (2) － － 

リスク評価値 
0.4 ppm 

(1.61 mg/m3) 

400 ppm 

(1,610 mg/m3) 
8.1 mg/m3 

16 mg/m3 

(400/25 = 16) 
0.004 mg/m3 

200 ppm 

(810 mg/m3) 
810 mg/m3 8.1 mg/m3 

備考 

 

暫定の年平均値。 

急性（1 時間平均値）

の×1/10 で設定。 

 

 

TLV として設定。 

ヘプタンの急性毒性と

同等と評価して設定。 

その際、370 ppm の本

物質の長時間曝露では

サルに影響なかったと

いう Teron ら(1943)の

結果も紹介。 

 

 

Agreed EC-LCI value

リストにあった値。 

ANSES と AgBB の

LCI 値をもとに設定。 

 

2008 年版の AgBB で

設定された本物質の

LCI 値が 8.1 mg/m3で

TRGS の×1/100 とし

て設定されていた。 

 

Endpoint summary に記

載されていた NOAEL

は Kinkead ら(1985)の

ラットに試験から得ら

れた 400 ppm (1,600 

mg/m3)で、エンドポイ

ントは雄ラットの進行

性腎症。 

 

DNEL の単位は ppm 

の間違いかも？ 

 

 

3,642 件の室内空気測

定値の 90 パーセンタ

イル値(Attention value 

P 90)が採用されてい

る。 

 

AMRL (1984)の報告は

Kinkead ら(1985)に含

まれる。 

POD、不確実係数の値

は推定値。エンドポイ

ントは 1 年の曝露期間

が終了し、さらに 1 年

の観察期間が終了した

時点の所見。 

 

2007 年の再評価では

α2u-グロブリンを介

したメカニズムが検討

されたが、未測定で、

根拠が乏しいことを理

由に却下された。 

 

 

労働者の許容濃度。 

 

ドイツの LCI 値。 

(ドイツ語では NIK)。 

 

当初は TRGS の 1/100

として設定されたが、

EU の LCI が AgBB の

値を採用したことか

ら、現在は Adoption 

EU-LCI value の表記と

なっている。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

AMRL (Aerospace Medical Research Laboratory) (1984) Toxic hazards research unit. Annual technical report. NTIS/OTS 0206798, 

Kinkead ER, Haun CC, Schneider MG, Vernot EH, Macewen JD. (1985): Chronic Inhalation Exposure of Experimental Animals to Methylcyclohexane. Air Force Aerospace Medical Research Laboratory report #TR-85-032. NTIS/ADA156053. 
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表２ 有害性評価結果（慢性曝露）    その２ 

 

ファイル番号 09 10 11 12 13 14 15 

評価機関等 オランダ 仏・ANSES(AFSSET) デンマーク オンタリオ州 日本産衛学会 THCWGTP FoBiG 社 

評価年 2005 2009 1990 2004 2018 1986 1997 2014 

キー研究 AMRL (1984) DFG (MAK) － － － ACGIH の TLV 

市販ヘキサン混合物 

Kelly ら(1994) 

Daughtrey ら(1994) 

－ 

動物種 ラット － － － － － ラット・マウス － 

曝露状況 
12 ヶ月間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ － － － － 

2 年間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ 

エンドポイント 腎臓への影響 － － － － － 
鼻甲介・喉頭の粘膜刺

激など 
－ 

N(L)OAEL 
NOAEL 1,636 mg/m3 

(400 ppm) 
－ － LOEL 10,054 ppm － － 

3,000 ppm 

(10,307 mg/m3) 
－ 

連続曝露補正 － － － － － － ×6/4×5/7 － 

dosimetry 補正 － － － － － － － － 

POD 
1,636 mg/m3 

(400 ppm) 
8,100 mg/m3 － 10,054 ppm － － 

1,840mg/m3 

(= 10,307×6/24×5/7) 
－ 

不確実係数 9 (UFH×UFDB) 100 － 
1,000 (UFH 10,  

UFC 10, UFDB 10) 
－ － 100 (UFA 10, UFH 10) － 

リスク評価値 
200 mg/m3 (48 ppm) 

(1,636/9 = 181.8≒ 200) 
8.1 mg/m3 1 mg/m3 10 ppm (2.5 mg/m3) 8.05 mg/m3 

400 ppm 

(1,600 mg/m3) 
18.4 mg/m3 － 

備考 

 

労働者の許容濃度。 

試験に用いた 4 種類の

動物のうち最も感受性

の高かったラットの試

験結果を採用したので

種差の UF は不要とし

ている。 

 

LCI 値として設定。 

2006 年版ではフラン

スの職業曝露限界値 

(VME France) の 1,600 

mg/m3を安全率 100 で

除した 16 mg/m3を設

定していた。 

 

設定文書は入手できな

かった。 

寄与値（B 値）であ

り、バックグラウンレ

ベルを考慮していな

い。土壌汚染による室

内空気質基準としても

使用される。 

 

 

LCI として設定。 

 

急性毒性の項で、

RTECS ではウサギの

吸入 TCLo は 10,054 

ppm であったとする

記載があり、LOEL は

この値であったと思わ

れる。 

 

 

スクリーニング値で、

24 時間平均値。 

2016 年の 6.44 mg/m3

から増加。 

 

 

 

THCWGTP (Total 

Petroleum Hydrocarbon 

Criteria Working Group) 

 

C5～C8 分画の RfC と

して設定されている。 

しかし、ヘキサン中の

本物質は 1％未満であ

ったと思われる。 

また、本物質の有害性

情報の記載はあった

が、NOAEL 等の評価

はされていなかった。 

 

 

リスク評価値は設定し

ていないが、炭素数分

画で分けたレビューと

C6～C8 分画のグルー

プガイダンスレベルを

設定することを提案す

る記載あり。 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Kelly DW, Duffy JS, Haddock LS, Daughtrey WD, Keenan TH, Newton PE, Rhoden RA. (1994): Chronic inhalation study of commercial hexane in rats. Toxicologist 14: 317 (Abstract #1233). 

Daughtrey WC, Duffy JS, Haddock LS, Kelly DW, Keenan TH, Richter WR, Rhoden RA. (1994b): Chronic inhalation study of commercial hexane in mice. Toxicologist 14: 317 (Abstract #1234). 
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表２ 有害性評価結果（慢性曝露）    その３ 

 

ファイル番号 16 

評価機関等 
Pacific Northwest  

National Laboratory 

評価年 2004 

キー研究 － 

動物種 － 

曝露状況 － 

エンドポイント － 

N(L)OAEL － 

連続曝露補正 － 

dosimetry 補正 － 

POD － 

不確実係数 － 

リスク評価値 300 ppm 

備考 

 

8 時間 TWA の PEL として設定。 

PEL: Permissible exposure limit 

 

タンクのヘッドスペースに存在す

る、または存在すると予測される

化学物質の毒性学的評価として実

施されたもので、職業曝露の既存

の評価値の中から最小のものを選

択したとされていたが、何から引

用したかの記載はなかった。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、

UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿

の補正 
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表３ 有害性評価結果（急性曝露） 

 

ファイル番号 01 04 07 11 

評価機関等 テキサス州 EPA EU ECHA (DNEL) 独・AGS (TRGS） オンタリオ州 

評価年 2015 － 2006 2018 

キー研究 NIOSH、OSHA の TLV － DFG － 

動物種 － － － － 

曝露状況 － － － － 

エンドポイント － － － － 

N(L)OAEL － NOAEC 25,398.4 mg/m3 － － 

連続曝露補正 － － － － 

dosimetry 補正 － － － － 

POD － － － － 

不確実係数 － 25 (UFA 2.5, UFH 10) － － 

リスク評価値 16.1 mg/m3 
1,016 mg/m3 

(25,398.4/25 = 1,015.9) 
1,620 mg/m3 24.15 mg/m3 

備考 

 

暫定の 1 時間平均

値。 

類似物質の急性毒性

を考慮して設定され

た ACGIH の値を

OSHA、NIOSH が採

用。 

 

NOAEC の出典は

Endpoint summary に

も記載がなかった。 

 

長期の許容濃度 

(810 mg/m3) に超過

係数の 2 を乗じた

値。 

 

スクリーニング値

で、30 分平均値。 

2016 年の 19.32 

mg/m3から増加。 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 

影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 
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表４ Methylcyclohexane の許容濃度 

 

 
 

 

文献番号 

01 TECQ (2016) Interoffice Memorandom. Effects Screening Levels. 

02 ACGIH (2022) Guide to Occupational Exposure Values, METHYLCYCLOHEXANE. American 

Conference of Governmental Industrial Hygienists, Cincinnati 

03 EU LCI (2021) Agreed EU-LCI values. 

04 ECHA の登録物質データベース: Methylcyclohexane. https://echa.europa.eu/fr/information-on-

chemicals/registered-substances 

05 AGÖF (2013) AGÖF Guidance Values for Volatile Organic Compounds in Indoor Air. 

06 DFG (2000) Methylcyclohexane. Lieferung: MAK. 

07 TRGS (2006) Arbeitsplatzgrenzwerte, TRGS 900. Ausschuss für Gefahrstoffe. 

174

https://echa.europa.eu/fr/information-on-chemicals/registered-substances
https://echa.europa.eu/fr/information-on-chemicals/registered-substances


 

08 AgBB (2021) Requirements for the Indoor Air Quality in Buildings: Health-related Evaluation 

Procedure for Emissions of Volatile Organic Compounds (VVOC, VOC and SVOC) from Building 

Products. Ausschuss zur gesundheitlichen Bewertung von Bauprodukten. 

09 Committee of the Health Council of the Netherlands (2005) Health-based Reassessment of 

Administrative Occupational Exposure Limits, Methylcyclohexane. No. 2000/15OSH/154. 

10 AFSSET (2009) Composés organiques volatils et environnement intérieur. 

11 DEPA (2016) Vejledning om B-værdier. Vejledning nr. 20. 

12 Ontario (2018) Layout and Introduction of the "Air Contaminants Benchmarks (ACB) List: Standards, 

guidelines and screening levels for assessing point of impingement concentrations of air contaminants" 

13 日本産業衛生学会許容濃度等委員会 (1986) メチルシクロヘキサン. 産業医学 28:235–242. 

14 THCWGTP (Total Petroleum Hydrocarbon Criteria Working Group) (1997) Development of Fraction 

Specific Reference Doses (RfDs) and Reference Concentrations (RfCs) for Total Petroleum Hydrocarbons 

(TPH). Volume 4, Amherst Scientific Publishers, Amherst. 

15 FoBiG (2014) WEITERENTWICKLUNG DER RCP-METHODE ZUR BEWERTUNG VON 

LÖSEMITTELKOHLENWASSERSTOFF-GEMISCHEN AM ARBEITSPLATZ (VORHABEN 617.0-

FP372) 

16 Pacific Northwest National Laboratory (2004) Toxicological Assessment of Hanford Tank Headspace 

Chemicals - Determination of Chemicals of Potential Concern. PNNL-14949 
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１－２ プロピルシクロヘキサン（CAS 1678-92-8） 

 本物質の急性毒性、反復曝露の一般毒性、生殖発生毒性、遺伝子傷害性、発がん性に関する

情報を記載した文書類は得られなかった。 

 RTECS では本物質の登録がなく、ECHA のデータベースでも Pre-registered substances の位

置付けで、有害性情報の収録はなかった。SDS 文書でも有害性情報はすべて「情報なし」で

あった。また、有害性情報の検索対象の 1 つとして本物質の名前と CAS 番号を示していた報

告書もあったが、本物質の有害性情報については記載がなかった。 

 国内外の評価機関において設定された Propylcyclohexane の慢性曝露に対するリスク評価値

の概要を表５に、急性曝露に対するリスク評価値の概要を表６に示す。また、参考として C8

～C16の脂肪族飽和炭化水素類の慢性曝露の有害性情報を表７に示す。 

 キー研究についてみると、テキサス州がアルカンの C5～C16の知見をもとに設定したと明記

されていた以外は、リスク評価値のみの記載であり、類似物質の知見に基づいて設定された

値と考えられた。 

 主要な政府機関における労働現場での許容濃度の設定状況についても、本物質については

得られなかった。なお、参考として、表８に C9～C14の脂肪族飽和炭化水素の許容濃度を示す

が、ドイツの AGS の値が 1 件あるだけであった。 
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表５ 有害性評価結果（慢性曝露） Propylcyclohexane 

 

ファイル番号 01 02 03 04 

評価機関等 テキサス州 EPA オンタリオ州 
Pacific Northwest  

National Laboratory 
FoBiG 社 

評価年 2004 2018 2004 2014 

キー研究 アルカンの C5-C16 － － － 

動物種 － － － － 

曝露状況 － － － － 

エンドポイント － － － － 

N(L)OAEL － － － － 

連続曝露補正 － － － － 

dosimetry 補正 － － － － 

POD － － － － 

不確実係数 － － － － 

リスク評価値 0.35 mg/m3 0.175 mg/m3 2,600 mg/m3 － 

備考 

 

暫定の年平均値。 

急性（1 時間平均

値）の×1/10 で設

定されていた。 

 

 

スクリーニング値

で、24 時間平均

値。 

2016 年には未設定

であった。 

 

RAC 値として設

定。 

RAC: Reference 

allowable 

concentration 

 

タンクのヘッドス

ペースに存在す

る、または存在す

ると予測される化

学物質の毒性学的

評価として実施さ

れたもので、

InterTox によって

開発されたと記載

があったが、具体

的な記載はなかっ

た。 

 

 

C9の脂肪族炭化水

素溶媒のリスク評

価値を検討する中

で、本物質も検索

の対象とした旨の

記載があったが、

本物質のデータは

示されていなかっ

た。 
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表６ 有害性評価結果（急性曝露） Propylcyclohexane 

 

ファイル番号 01 02 

評価機関等 テキサス州 EPA オンタリオ州 

評価年 2004 2018 

キー研究 アルカンの C5-C16 － 

動物種 － － 

曝露状況 － － 

エンドポイント － － 

N(L)OAEL － － 

連続曝露補正 － － 

dosimetry 補正 － － 

POD － － 

不確実係数 － － 

リスク評価値 3.5 mg/m3 0.525 mg/m3 

備考 

 

暫定の 1 時間平均値。 

 

 

 

スクリーニング値で、

30 分間平均値。 

2016 年には未設定で

あった。 
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表７ 参考：有害性評価結果（慢性曝露） C8～C16の脂肪族飽和炭化水素類 

 

ファイル番号 10 11 12 13 14 

評価機関等 US EPA (PPRTVs) EU LCI 独・室内空気 
THCWGTP (Total Petroleum Hydrocarbon  

Criteria Working Group ) 
独・AgBB 

評価年 C9-C18: 2009 2013 2005 1997 2012 

キー研究 NTP (2004) － Hass ら(2001) Phillips ら(1984) Mattie ら(1991) － 

動物種 ラット － ラット ラット ラット・マウス － 

曝露状況 
104～105 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ 

妊娠 7～20 日 

(6 時間/日) 

12 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

90 日間連続曝露 

(24 時間/日、7 日/週) 
－ 

エンドポイント 鼻の杯細胞の肥大 副腎髄質の過形成 － 仔の学習・記憶障害 
重要な（significant）

有害所見なし 

重要な（significant）

有害所見なし 
－ 

N(L)OAEL BMCL10 410 mg/m3 BMCL10 144 mg/m3 － LOAEL 4,680 mg/m3 
NOAEL 900 ppm 以上 

(5,485 mg/m3) 
NOAEL 1,000 mg/m3以上 － 

連続曝露補正 ×6/24×5/7 ×6/24×5/7 － ×6/24 ×6/24×5/7 － － 

dosimetry 補正 ×0.16 (RGDR) 
×0.57 

(血液ガス分配係数比) 
－ 

×1/3  (1 段階の濃度 

段階を考慮した係数) 
－ － － 

POD 
12 mg/m3  (410×6/24 

×5/7×0.16 = 11.7) 

15 mg/m3  (144×6/24 

×5/7×0.57 = 14.7) 
－ 

400 mg/m3 

(4,680×6/24/3 = 390) 

979 mg/m3 

(5,485×6/24×5/7 = 979) 
1,000 mg/m3 － 

不確実係数 
100 (UFA 3,  

UFH 10, UFDB 3) 

100 (UFA 3,  

UFH 10, UFDB 3) 
－ 

200 (UFA 10, 

UFH10, UFC 2) 

1,000 (UHA 10,  

UFH 10, UFS 10) 

1,000 (UHA 10,  

UFH 10, UFS 10) 
－ 

リスク評価値 0.1 mg/m3 0.1 mg/m3 6.0 mg/m3 2 mg/m3  RWII 値 1.0 mg/m3 1.0 mg/m3 6 mg/m3 

備考 

 

亜慢性の RfC として

設定。 

 

 

 

 

慢性の RfC として設

定。 

 

ANSES 及び AgBB の

リストにある類似物質

の値から設定されたと

あったが、具体的には

どの物質かの記載はな

かった。 

 

※C6-C8として 1.4 

mg/m3の値が設定され

ていたが、C6 化合物

の類似物質とした値で

あった。 

 

 

RW I は UFL 10 を考

慮し×1/10 して 0.2 

mg/m3を設定。 

芳香族を除いた white 

spirit（CAS: 64742-48-

9）を曝露した実験結

果に基づく。 

 

※ Lund ら(1996)から

LOAEL を 4,680 mg/m3

とし、6/24×5/7 で連

続曝露へ補正して 836 

mg/m3とし、400 (HFA 

10, UFH 10, UHS 2, UFC 

2)で除すと 2 mg/m3と

なり、同じ値が得られ

るとしていた。 

 

 

芳香族を除いた white 

spirit (C7-C11) を曝露

した実験結果。 

 

JP-8 ジェット燃料(C9-

C16) を曝露した実験

結果。 

 

C9～C16を対象。 

NIK 値として設定。 

(ドイツの LCI 値に相

当する。) 

 

(C6～C8については 15 

mg/m3を設定。) 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

NTP (2004): Toxicology and carcinogenesis studies of Stoddard Solvent IIC (CAS No. 64742-88-7) in F344/N rats and B6C3F1 mice (inhalation studies). NTP TR 519. 

Hass U, Ladefoged O, Lam HR, Ostergaard G, Lund SP, Sinonsen L. (2001): Behavioural effects in rats after prenatal exposure to dearomatized white spirit. Pharmacol Toxicol. 89: 201-207. 

Phillips RD, Egan GF. (1984): Subchronic inhalation exposure of dearomatized white spirit and C10-C11 isoparaffinic hydrocarbon in Sprague-Dawley rats. Fundam Appl Toxicol.4: 808-818. 

Mattie DR, Alden CL, Newell TK, Gaworski CL, Flemming CD. (1991): A 90-day continuous vapor inhalation toxicity study of JP-8 jet fuel followed by 20 or 21 months of recovery in Fischer 344 rats and C57BL/6 mice. Toxicol Pathol. 19: 77-87. 

 

NTP (2004)の試験は Stoddard Solvent IIC 

(CAS No. 64742-88-7)を用いた試験である

が、US EPA (PPRTVs)は C9-C18の中鎖脂肪

族炭化水素の分画としてる。 

芳香族を除いた white spirit（C7-C11）をラ

ットに妊娠 6 日から妊娠 15 日まで吸入曝

露(6 時間/日)した実験 (Unpublished)では、

毒性所見がみられず、NOAEL は 900 ppm

以上であったが、RfC 設定に使用せず、上

記の設定を指示する知見として記載され

ていた。 
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表８ 参考：C9～14の脂肪族飽和炭化水素類の許容濃度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文献番号 

01 TECQ (2016) Interoffice Memorandom. Effects Screening Levels. 

02 Ontario (2018) Layout and Introduction of the "Air Contaminants Benchmarks (ACB) List: Standards, guidelines 

and screening levels for assessing point of impingement concentrations of air contaminants" 

03 Pacific Northwest National Laboratory (2004) Toxicological Assessment of Hanford Tank Headspace Chemicals 

- Determination of Chemicals of Potential Concern. PNNL-14949 

04 FoBiG (2014) WEITERENTWICKLUNG DER RCP-METHODE ZUR BEWERTUNG VON 

LÖSEMITTELKOHLENWASSERSTOFF-GEMISCHEN AM ARBEITSPLATZ (VORHABEN 617.0-FP372) 

10 USEPA (2009) Provisional Peer-Reviewed Toxicity Values for Complex Mixtures of Aliphatic and Aromatic 

Hydrocarbons. U.S. Environmental Protection Agency, Washington, DC. 

11 EU LCI (2020) Agreed EU-LCI values. 

12 Sagunski and Mangelsdorf (2005) Richtwerte für die Innenraumluft: Aromatenarme Kohlenwasserstoffgemische 

(C9–C14). Bundesgesundheitsbl 48:803–812. 

13 THCWGTP (Total Petroleum Hydrocarbon Criteria Working Group) (1997) Development of Fraction Specific 

Reference Doses (RfDs) and Reference Concentrations (RfCs) for Total Petroleum Hydrocarbons (TPH). 

Volume 4, Amherst Scientific Publishers, Amherst. 

14 AgBB (2012) Vorgehensweise bei der gesundheitlichen Bewertung der Emissionen von flüchtigen organischen 

Verbindungen (VOC und SVOC) aus Bauprodukten. Ausschuss zur gesundheitlichen Bewertung von 

Bauprodukten. 
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１－３ 1-ブタノール（CAS 71-36-3） 

 急性毒性、反復曝露の一般毒性、生殖発生毒性、遺伝子傷害性について知見が得られている

が、発がん性については知見が得られておらず、有害性情報としては全般的に少ない。 

 国内外の評価機関において設定された 1-ブタノールの慢性曝露に対するリスク評価値の概

要を表９に、急性曝露に対するリスク評価値の概要を表１０に示す。 

 キー研究についてみると、慢性のリスク評価値では US EPA (IRIS)のドラフトが Korsak ら

(1994)のラットに 3 ヶ月間吸入曝露させた試験結果を採用してリスク評価値を算出しており、

カナダも MOE での評価であったが、同じ知見を基に評価を実施していた。また、独・室内空

気では Sitarek ら(1994)のラットに 14 種間飲水投与して実施した生殖・発生毒性試験の結果か

ら US EPA (IRIS)がドラフトの中で算出していた BMDL を使用して吸入換算し、リスク評価値

を算出していた。なお、IRIS の評価はドラフトの提案までで止まっており、2018 年 12 月に

中止が決定していることから、RfC は確定していない。 

 急性のリスク評価値では、カナダが Sitarek ら(1994)の生殖・発生毒性試験の結果から急性

の MOE を算出して評価していた。また、オンタリオ州のように臭気をエンドポイントにした

リスク評価値の設定もあった。 

 主要な政府機関における労働現場での許容濃度の設定状況を表１１に示す。 
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表９ 有害性評価結果（慢性曝露） 1-ブタノール その１ 

 

ファイル番号 01 02 03 04 05 06 07 

評価機関等 US EPA (IRIS) テキサス州 ACGIH EU LCI EU ECHA (DNEL) 独・室内空気 独・AGÖF 

評価年 2011 (案) 2015 2000 2013 － 2014 2013 

キー研究 Korsak ら(1994) TLV Nelson ら(1943) － DFG の MAK 値 Sitarek ら(1994) － 

動物種 ラット － ヒト － ヒト ラット － 

曝露状況 
3 ヶ月間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ 3～5 分 － 職業曝露 

14 週間飲水投与 

(生殖・発生毒性試験) 
－ 

エンドポイント 
神経行動学的機能障害 

(回転棒試験の成績) 
－ 眼刺激 － 刺激（気道） 

脳の形態異常 

(胎仔の脳室拡張) 
－ 

N(L)OAEL NOAEL 154 mg/m3 － LOAEL 50 ppm － 310 mg/m3 BMDL10 26.1 mg/kg/day － 

連続曝露補正 － － － － (×8/24×5/7 = 1/4.2) － － － 

dosimetry 補正 PBPK モデルで調整 － － － － － － － 

POD 59 mg/m3 － － － 310 mg/m3 26.1 mg/kg/day － 

不確実係数 
1,000 (UFA 3, UFH 10, 

UFS 10, UFDB 3) 
－ － － 

5.6  

(UFH 1.34×4.2) 
2 (UFH 2) 

17.1 (UFRR 0.286×0.6, 

UFA 10, UFH 10) 
－ 

リスク評価値 0.06 mg/m3 0.061 mg/m3 
20 ppm 

(61 mg/m3) 
3.0 mg/m3 

55.537 mg/m3 

(310/5.6 = 55.357) 

155 mg/m3 

(310/2 = 155) 

2 mg/m3 

(26.1/17.1 = 1.52) 
0.035 mg/m3 

備考 

 

2011 年の Toxicological 

review (Draft) で提案

されていたが、2018

年 12 月に中止になっ

ており、RfC は確定し

ていない。 

 

 

暫定の年平均値。 

急性（1 時間平均値）

の×1/10 で設定。 

 

 

 

 

Agreed EC-LCI value

リストにあった値。 

ANSES と AgBB の

LCI 値をもとに設定。 

 

AgBB の 2003 年版で

設定された本物質の

LCI 値が 3.1 mg/m3で

TRGS の×1/100。 

 

全身影響の場合。 

 

局所影響の場合。 

 

RW II 値として設定。 

RW I は BMDL05 12.4 

mg/kg/day を UF で除

した 0.7 mg/m3を設定

している。 

 

経路間外挿の 0.286 は 

1/(70 kg×20 m3)、 

0.6 は吸収率を経口の

場合は 100％、吸入の

場合は 60％と仮定し

たもの。 

 

BMDL は US EPA の

Draft の中で算出され

ていた値を採用。 

 

 

3,556 件の室内空気測

定値の 90 パーセンタ

イル値(Attention value 

P 90)が採用されてい

る。 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Korsak Z, Wisniewska-Knypl J, Swiercz R. (1994): Toxic effects of subchronic combined exposure to n-butyl alcohol and m-xylene in rats. Int J Occup Med Environ Health. 7: 155-166. 

Nelson KW, Ege Jr JF, Ross M, et al. (1943): Sensory Response to Certain Industrial Solvent Vapors. J Ind Hyg Toxicol. 25: 282-285. 

Sitarek K, Berlińska B, Barański B. (1994): Assessment of the effect of n-butanol given to female rats in drinking water on fertility and prenatal development of their offspring. Int J Occup Med Environ Health. 7: 365-370. 
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表９ 有害性評価結果（慢性曝露） 1-ブタノール その２ 

 

ファイル番号 08 09 10 11 12 13 14 

評価機関等 独・DFG (MAK) 独・AGS (TRGS） 独・AgBB 仏・ANSES (AFSSET) デンマーク カナダ オンタリオ州 

評価年 1958 2006 2021 2009 1991 2004 2022 (案) 2016 

キー研究 Sterner ら(1949) DFG EU LCI USA OSHA － － Korsak ら(1994) － 

動物種 ヒト － － － － － ラット － 

曝露状況 職業曝露 － － － － － 
3 ヶ月間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ 

エンドポイント 眼刺激 － － － － － 
神経行動学的機能障害 

(回転棒試験の成績) 
－ 

N(L)OAEL NOAEL 100 ppm － － － － － LOAEL 308 mg/m3 － 

連続曝露補正 － － － － － － 
×6/24×5/7 

(308×6/24×5/7 =55) 
－ 

dosimetry 補正 － － － － － － － － 

POD － － － 300 mg/m3 － － 55 mg/m3 － 

不確実係数 － － － 100 － － － － 

リスク評価値 100 ppm (300 mg/m3) 100 ppm (310 mg/m3) 3 mg/m3 3.0 mg/m3 0.2 mg/m3 0.2 mg/m3 － 0.92 mg/m3 

備考 

 

 

 

労働者の許容濃度。 

 

 

ドイツの LCI 値。 

(ドイツ語では NIK)。 

 

当初は TRGS の 1/100

の 3.1 mg/m3として設

定されたが、EU の

LCI が AgBB の値を採

用して 3 mg/m3とした

ことから、2015 年版

から EU の LCI にあわ

せ、Adoption EU-LCI 

value の表記となって

いる。 

 

 

LCI 値として設定。 

2006 年版ではフラン

スの職業曝露限界値 

(VME France) の 150 

mg/m3を安全率 100 で

除した 1.5 mg/m3を設

定していた。 

 

 

設定文書は入手できな

かった。 

寄与値（B 値）であ

り、バックグラウンレ

ベルを考慮していな

い。土壌汚染による室

内空気質基準としても

使用される。 

 

 

LCI 値として設定。 

エンドポイントは眼刺

激とあったが、算出過

程等は不明。 

 

室内空気濃度の
Margin of exposure 

(MOE)を算出し評価し

ているが、比較対象と

なる不確実係数の積は

明記されていない。 

 

24 時間平均値。 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Sterner JH, Crouch HC, Brockmyre HF, Cusack M. (1949): A ten-year study of butyl alcohol exposure. Am Ind Hyg Assoc J. 10: 53-59. 

Cogan DG; Grant WM. (1945): An Unusual Type of Keratitis Associated with Exposure to n-Butyl Alcohol (Butanol). Arch Ophthalmol. 33: 106-108. 

Tabershaw IR; Fahy JP; Skinner JB. (1944): Industrial Exposure to Butanol. J Ind Hyg Toxicol. 26: 328-330. 
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表９ 有害性評価結果（慢性曝露） 1-ブタノール その３ 

 

ファイル番号 15 16 17 18 

評価機関等 日本産衛学会 環境省・初期評価 RIFM 
National Research 

Council 

評価年 1987 2005 2019 1996 

キー研究 
Cogan ら(1945) 

Tabershaw ら(1994) 
Korsak ら(1994) Korsak ら(1994) 

Toxicology Research 

Laboratories (1986) 

動物種 ヒト ラット ラット ラット 

曝露状況 職業曝露 
3 ヶ月間 

(6 時間/日、5 日/週) 

3 ヶ月間 

(6 時間/日、5 日/週) 

92 日間(7 日/週) 

経口投与 

エンドポイント 
粘膜刺激と眼の角膜障

害（聴力障害の恐れ） 
運動協調性障害 運動協調性障害 

最高用量群で影響なし 

(麻酔作用を除く) 

N(L)OAEL － NOAEL 150 mg/m3 NOAEL 154 mg/m3 NOAEL 500 mg/kg/day 

連続曝露補正 － 
×6/24×5/7 

(150×6/24×5/7 = 27) 
－ － 

dosimetry 補正 － － － (70 kg/0.33 kg)0.67 

POD － 27 mg/m3 41 mg/kg/day 750 mg/m3 

不確実係数 － － － 10 (UFA 10) 

リスク評価値 50 ppm (150 mg/m3) － － 75 mg/m3 (25 ppm) 

備考 

 

天井値（常時この濃度

以下に保つこと）とし

て設定されている。 

 

UFs 10 で除した 2.7 

mg/m3を無毒性量等に

設定して MOE で評価

している。 

 

 

NOAEL 154 mg/m3を

ラットの呼吸量と体重

で経口換算して 41 

mg/kg/day とし、総曝

露量 0.0013 mg/kg/day

から MOE を算出して

いる。不確実係数の積

は示されていないが、

MOE は明記がふよう

なほど大きな値。 

 

RIFM: 香粧品香料原

料安全性研究所 

 

 

宇宙船内の許容濃度。 

体重をラットで 0.33 

kg、ヒトで 70 kg と仮

定し、500 mg/kg/day×

0.33 kg×(70 kg/0.33 

kg)0.67 = 6,000 mg/day

とし、吸入による吸収

率を 40％、呼吸量を

20 m3/day と仮定して

POD を 6,000 mg/day÷

(20 m3/day×0.4) = 750 

mg/m3と算出。 

75 mg/m3を 90 日間の

許容濃度としており、

180 日間の許容濃度は

2 (180/90)で除した 40 

mg/m3 (12 ppm)だとし

ている。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Toxicology Research Laboratories (1986): Rat oral subchronic toxicity study of normal butanol. TRL Study No. 032-006. (Draft が NTIS/OTS0531032.) 
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表１０ 有害性評価結果（急性曝露） 1-ブタノール 

 

ファイル番号 02 09 12 13 

評価機関等 テキサス州 独・AGS (TRGS） カナダ オンタリオ州 

評価年 2015 2006 2022 2016 

キー研究 TLV DFG Sitarek ら(1994) － 

動物種 － － ラット － 

曝露状況 － － 
14 週間飲水投与 

(生殖・発生毒性試験) 
－ 

エンドポイント － － 
脳の形態異常 

(胎仔の脳室拡張) 
－ 

N(L)OAEL － － LOAEL 300 mg/kg/day － 

連続曝露補正 － － － － 

dosimetry 補正 － － － － 

POD － － 300 mg/kg/day － 

不確実係数 － － － － 

リスク評価値 0.61 mg/m3 310 mg/m3 － 2.1 mg/m3 

備考 

 

暫定の 1 時間平均値。 

どの機関の TLV かは

明記されていない。 

 

 

DFG の許容濃度のエ

ンドポイントが眼刺激

であるため、その値を

そのままピーク限界値

に採用している。 

 

 

室内での曝露濃度を呼

吸量 16.3 m3/day、体

重 70.9 kg を仮定して

0.17 mg/kg/day に換算

して MOE で評価。 

不確実係数の積は明記

されていない。 

 

 

10 分間平均値。 

エンドポイントは臭

気。 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 
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表１１ 1-ブタノールの許容濃度 
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01 USEPA (2011) Toxicological Review of n-Butanol. EPA/635/R-11/081C, U.S. Environmental Protection 

Agency, Washington, DC. 

02 TECQ (2016) Interoffice Memorandom. Effects Screening Levels. 

03 ACGIH (2022) Guide to Occupational Exposure Values, n-BUTANOL. American Conference of Governmental 

Industrial Hygienists, Cincinnati 

04 EU LCI (2021) Agreed EU-LCI values. 

05 ECHA の登録物質データベース: n-Butanol. https://echa.europa.eu/fr/information-on-chemicals/registered-

substances 

06 Umweltbundesamtes (2014) Richtwerte für 1-Butanol in der Innenraumluft. Bundesgesundheitsbl 57:733–743. 

07 AGÖF (2013) AGÖF Guidance Values for Volatile Organic Compounds in Indoor Air. 

08 DFG (2003) n-Butyl alcohol. Lieferung: MAK. 

09 TRGS (2006) Arbeitsplatzgrenzwerte, TRGS 900. Ausschuss für Gefahrstoffe. 

10 AgBB (2021) Requirements for the Indoor Air Quality in Buildings: Health-related Evaluation Procedure for 

Emissions of Volatile Organic Compounds (VVOC, VOC and SVOC) from Building Products. Ausschuss zur 

gesundheitlichen Bewertung von Bauprodukten. 

11 AFSSET (2009) Composés organiques volatils et environnement intérieur. 

12 DEPA (2016) Vejledning om B-værdier. Vejledning nr. 20. 

13 Health Canada (2022) Draft Screening Assessment Alcohols Group. Environment and Climate Change Canada 

Health Canada. 

14 Ontario (2016) Layout and Introduction of the "Air Contaminants Benchmarks (ACB) List: Standards, 

guidelines and screening levels for assessing point of impingement concentrations of air contaminants" 

15 日本産業衛生学会許容濃度等委員会 (1987) 1-ブタノール. 産業医学 29:426–427. 

16 環境省 (2005) 化学物質の環境リスク評価: 1-ブタノール. 第 4 巻 

17 Api et al. (2019) RIFM fragrance ingredient safety assessment, butyl alcohol, CAS Registry Number 71-36-3. 

Food and Chemical Toxicology;134 Suppl 2:111000. doi: 10.1016/j.fct.2019.111000. 

18 NRC (1996) Spacecraft Maximum Allowable Concentrations for Selected Airborne Contaminants: Volume 3. 

National Academy Press, Washiongton, D.C. https://doi.org/10.17226/5435. 
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１－４ ヘキサナール（CAS 66-25-1） 

 急性毒性、反復曝露の一般毒性、生殖発生毒性、遺伝子傷害性について知見が得られている

が、吸入曝露に限ってみると一般毒性、生殖発生毒性の知見はなかった。また、発がん性につ

いても知見が得られておらず、有害性情報としては全般的に少ない。 

 国内外の評価機関において設定されたヘキサナールの慢性曝露に対するリスク評価値の概

要を表１２に、急性曝露に対するリスク評価値の概要を表１３に示す。 

 キー研究についてみると、慢性のリスク評価値では EU ECHA (DNEL) が Szakonyiné (2019)

のラットに 51～57 日間強制経口投与した試験の結果から吸入換算してリスク評価値を設定

していたが、Szakonyiné (2019)の書誌情報の記載はなかった。おそれく、既存化学物質の有害

性情報として ECHA に報告された企業の試験結果であったと思われる。また、独・室内空気

では、ブタナールを 13 週間吸入曝露させたラットの試験結果から、本物質を含む C4～C11 の

非環状アルカンのリスク評価を設定していた。 

 急性のリスク評価値では、ヒトボランティアに対する 30 分間の曝露試験で粘膜刺激があっ

た濃度を基に宇宙船内での許容濃度を設定していた National Research Council (2000)、臭気を

エンドポイントにとったテキサス州の事例もみられた。 

 主要な政府機関における労働現場での許容濃度の設定状況を表１４に示す。 
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表１２ 有害性評価結果（慢性曝露） ヘキサナール その１ 

 

ファイル番号 01 02 03 04 05 06 07 08 

評価機関等 テキサス州 EU LCI EU ECHA (DNEL) 独・室内空気 独・AGÖF 独・AgBB 仏・ANSES (AFSSET) デンマーク 

評価年 2015 2013 － 2009 2013 2021 2006 2004 

キー研究 Cometto-Muniz 
ブタナールの 

EU-LCI 
Szakonyiné (2019) 

Union Carbide Corp. 

(1979) 
－ EU LCI 

独・AgBB 

(2005 年版) 
－ 

動物種 ヒト － ラット ラット、ビーグル犬 － －  － 

曝露状況 － － 
51～57 日間 (7 日/週) 

(強制経口投与) 

ブタナールをラットで

13 週間、ビーグル犬で

14 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

－ －  － 

エンドポイント 臭気 － 最高用量群で影響なし 
鼻腔上皮の過形成、 

異形成、炎症 
－ －  感覚刺激 

N(L)OAEL － － 
NOAEL  

1,000 mg/kg/day 以上 
LOAEL 363 mg/m3 － －  － 

連続曝露補正 － － － 
×6/24×5/7 

(360×6/24×5/7= 64) 
－ －  － 

dosimetry 補正 － － － － － －  － 

POD － 0.662 mg/m3 
434.78 mg/m3 

(1,000/1.15/2 = 434.78) 
64 mg/m3 － － 64 mg/m3 － 

不確実係数 － － 
150 (UFA 2.5,  

UFH 10, UFS 6) 

40 (UFA 1,  

UFH 10, UFS 4) 
－ － 100 － 

リスク評価値 0.818 mg/m3 0.9 mg/m3 
2.9 mg/m3 

(434.78/150 = 2.898) 

2 mg/m3 

(64/40 = 1.6) 
0.055 mg/m3 0.9 mg/m3 0.64 mg/m3 3.4 mg/m3 

備考 

 

年平均値。 

Status は Final。 

Cometto-Muniz は臭気

の研究者の名前と思わ

れ、hexanol の臭気閾

値を 0.33 ppb とした

2010 年の報告があっ

たが、リスク評価値の

設定根拠は不明。 

 

 

Agreed EC-LCI value

リストにあった値。 

EU-LCI のプロトコル

で導出された値。 

 

分子量はブタナールが

72、ヘキサナールが

100.16 であるため、モ

ル調整係数 1.39 (= 

100.16//72 を乗じた

値。 

0.662×1.39 = 0.920 

 

Read-across とあった。 

 

ラットの呼吸量を 1.15 

m3/kg/day、経口吸収

率は吸入による吸収率

の 1/2 であったと仮定

して経口 NOAEL を吸

入換算している。 

 

原著は未発表 (ECHA

に報告された試験結

果) 。 

 

本物質を含む C4～

C11 の非環状アルカン

の RW II として設定。 

 

RW I は×1/10 して 0.2 

mg/m3を設定。 

 

吸入の局所影響(鼻へ

の影響)については、

げっ歯類は鼻呼吸であ

ること、嗅上皮が大き

い(鼻の構造が複雑で

表面積が大きい)こと

からヒトよりも高感受

性であるとして、種差

UFAは 1 で良いとされ

ている。 

 

 

3,725 件の室内空気測

定値の 90 パーセンタ

イル値(Attention value 

P 90)が採用されてい

る。 

 

ドイツの LCI 値。 

(ドイツ語では NIK)。 

 

2004 年版はブタナー

ルと同じ 0.64 mg/m3

であったが、2005 年

版でモル調整して 0.89 

mg/m3になった。2015

年版から EU の LCI に

あわせて 0.9 mg/m3と

し、Adoption EU-LCI 

value の表記となって

いる。 

 

 

LCI 値として設定。 

 

TRGS のブタナールの

値をもとに AgBB が

2005 年版で設定して

いた値を採用。 

 

2009 年版では 0.65 

mg/m3に変更されてい

た。 

 

 

LCI 値として設定。 

RD50 × 0.03/40 で算

出とあり、RD50はマ

ウスの呼吸頻度を

50％減少させる値とあ

ったが、詳細不明。逆

算して RD50 を求める

と 4,533 mg/m3。 

 

2017 年の文書では

LCI は EU の値に置き

換わっており、デンマ

ーク独自の LCI は存

在しないと思われる。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Cometto-Muñiz JE, Abraham MH. (2010): Odor detection by humans of lineal aliphatic aldehydes and helional as gauged by dose-response functions. Chem Senses. 35: 289-299. 

Union Carbide Corporation (1979): Butyraldehyde vapor inhalation by dogs and rats for 14 and 13 weeks, respectively. Carnegie-Mellon Institute of Research Report 42-50. NTIS/OTS0000647. 
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表１２ 有害性評価結果（慢性曝露） ヘキサナール その２ 

 

ファイル番号 09 10 

評価機関等 オンタリオ州 
National Research 

Council 

評価年 2018 2000 

キー研究 － 
Gage 1970 

(プロパナール) 

動物種 － ラット 

曝露状況 － 20 日間(6 時間/日) 

エンドポイント － 
肝細胞空胞化 

(肝傷害) 

N(L)OAEL － NOAEL 90 ppm 

連続曝露補正 － 
×120/720  

(30 日間曝露を想定) 

dosimetry 補正 － － 

POD － 15 ppm 

不確実係数 － 10 (UHA 10) 

リスク評価値 0.010 mg/m3 
1.5 ppm 

(15×1/10 = 1.5) 

備考 

 

24 時間平均値のスク

リーニング値。 

 

2016 年の 0.002 mg/m3

から増加した。 

 

C3～C8 の脂肪族飽和

アルデヒド類の 30 日

間曝露を想定した宇宙

船内における許容濃度

として設定。 

 

アルデヒドの代謝産物

(有機酸)は、ある濃度

以下では蓄積したり有

害になったりしないと

考えられるため、180

日間曝露を想定した許

容濃度も同じ 1.5 ppm

に設定。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 

影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Gage JC. (1970): The subacute inhalation toxicity of 109 industrial chemicals. Br J Ind Med. 27: 1-18. 
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表１３ 有害性評価結果（急性曝露） ヘキサナール 

 

ファイル番号 01 08 10 

評価機関等 テキサス州 オンタリオ州 
National Research 

Council 

評価年 2015 2016 2000 

キー研究 Cometto-Muniz － Sim ら(1957) 

動物種 ヒト － ヒト 

曝露状況 － － 30 分間 

エンドポイント 臭気 － 
粘膜刺激 

(プロパナール) 

N(L)OAEL － － LOAEL 134 ppm 

連続曝露補正 － － － 

dosimetry 補正 － － － 

POD － － 134 ppm 

不確実係数 － － － 

リスク評価値 0.330 mg/m3 0.030 mg/m3 
50 ppm 

(205 mg/m3) 

備考 

 

1 時間平均値。 

Status は Final。 

Cometto-Muniz は臭気

の研究者の名前と思わ

れ、hexanol の臭気閾

値を 0.33 ppb とした

2010 年の報告があっ

たが、リスク評価値の

設定根拠は不明。 

 

 

30 分間平均値のスク

リーニング値。 

 

2016 年の 0.006 mg/m3

から増加した。 

 

C3～C8 の脂肪族飽和

アルデヒド類の宇宙船

内における許容濃度。 

 

134 ppm のプロパナー

ルの 30 分間曝露で軽

度の粘膜刺激があった

こと、他の脂肪族アル

デヒド類では 2～3 倍

強い刺激作用が示唆さ

れたことを考慮し、50 

ppm を 24 時間以内の

曝露に対する許容濃度

として設定。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 

影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Sim VM, Pattle RE. (1957): Effect of possible smog irritants on human subjects. J Am Med Assoc. 165: 1908-1913. 

 

  

191



 

 

表１４ ヘキサナールの許容濃度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文献番号 

01 TECQ Interoffice Memorandom. Effects Screening Levels. 2016. 

02 EU LCI (2013) n-Hexanal, EU-LCI values. 

03 ECHA の登録物質データベース: Hexanal. https://echa.europa.eu/fr/information-on-

chemicals/registered-substances 

04 Umweltbundesamtes (2009) Richtwerte für gesättigte azyklische aliphatische C4- bis C11-Aldehyde in der 

Innenraumluft. Bundesgesundheitsbl 52:650–659. 

05 AGÖF (2013) AGÖF Guidance Values for Volatile Organic Compounds in Indoor Air. 

06 AgBB (2021) Requirements for the Indoor Air Quality in Buildings: Health-related Evaluation Procedure 

for Emissions of Volatile Organic Compounds (VVOC, VOC and SVOC) from Building Products. 

Ausschuss zur gesundheitlichen Bewertung von Bauprodukten. 

07 AFSSET (2006) Risques sanitaires liés aux composes organiques volatils dans l’air intérieur. 

08 DEPA (2004) Mapping of Chemical Substances in Consumer Products, nr. 49. 

09 Ontario (2018) Layout and Introduction of the "Air Contaminants Benchmarks (ACB) List: Standards, 

guidelines and screening levels for assessing point of impingement concentrations of air contaminants" 

10 NRC (2000) Spacecraft Maximum Allowable Concentrations for Selected Airborne Contaminants: 

Volume 4. Washington, DC: National Academies Press. https://doi.org/10.17226/9786 
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１－５ デカナール（CAS 112-31-2） 

 本物質固有の有害性情報は非常に限られており、急性毒性の他に、遺伝子傷害性に関する

報告が 1 つある程度であった。それにもかかわらず、類似物質が多いことから、複数の機関

で吸入のリスク評価値が設定されていた。 

 国内外の評価機関において設定されたデカナールの慢性曝露に対するリスク評価値の概要

を表１５に、急性曝露に対するリスク評価値の概要を表１６に示す。 

 キー研究についてみると、慢性のリスク評価値ではブタナールやドデカナール、ペンタナ

ールの知見を基に設定されていた。このうち、EU ECHA (DNEL)はドデカナールの 90 日間混

餌投与の試験結果から吸入換算して設定していた。また、ヘキサナールで示した独・室内空気

の C4～C11 非環状アルカンのリスク評価値の対象物質の中には本物質も含まれる。 

 急性のリスク評価値は3機関で設定されていたが、いずれも類似物質の知見によるもので、

本物質固有の急性毒性に基づくものではなかった。 

 主要な政府機関における労働現場での許容濃度についても、国際的な許容濃度のデータベ

ース（GESTIS: https://limitvalue.ifa.dguv.de/）に収録されていなかった。 
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表１５ 有害性評価結果（慢性曝露） デカナール その１ 

 

ファイル番号 01 02 03 04 05 06 07 

評価機関等 テキサス州 EU LCI EU ECHA (DNEL) 独・室内空気 独・AGÖF 独・AgBB 仏・ANSES (AFSSET) 

評価年 2016 2013 － － 2009 2013 2021 2006 

キー研究 アルデヒド類として 
ブタナールの 

EU-LCI 

未公表のドデカナール 

の試験結果 
－ 

Union Carbide Corp. 

(1979) 
－ EU LCI 

独・AgBB 

(2005 年版) 

動物種 － － ラット － ラット、ビーグル犬 － －  

曝露状況 － － 90 日間混餌投与 － 

ブタナールをラットで

13 週間、ビーグル犬で

14 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

－ －  

エンドポイント － － 最高用量群で影響なし － 
鼻腔上皮の過形成、 

異形成、炎症 
－ －  

N(L)OAEL － － 
NOAEL 

1,409.7 mg/kg/day 

NOAEC 

612.91 mg/m3 
LOAEL 363 mg/m3 － －  

連続曝露補正 － － － － 
×6/24×5/7 

(360×6/24×5/7= 64) 
－ －  

dosimetry 補正 － － － － － － －  

POD － 0.662 mg/m3 
612.91 mg/m3 

(1,409.7/1.15/2 = 612.9) 
612.91 mg/m3 64 mg/m3 － － 64 mg/m3 

不確実係数 － － 
100 (UFA 2.5, UFH 10, 

UFS 2, UFDB 2) 

40 (UFA 1, UFH 10, 

UFS 2, UFDB 2) 

40 (UFA 1,  

UFH 10, UFS 4) 
－ － 100 

リスク評価値 0.18 mg/m3 0.9 mg/m3 6.13 mg/m3 
15.32 mg/m3 

(612.91/40 = 15.32) 

2 mg/m3 

(64/40 = 1.6) 
0.007 mg/m3 0.9 mg/m3 0.64 mg/m3 

備考 

 

暫定の年平均値。 

 

 

Agreed EC-LCI value

リストにあった値。 

EU-LCI のプロトコル

で導出された値。 

 

ブタナールとデカナー

ルの CH2基の差が 6

個で 2 個を超えるた

め、2 個の差のヘキサ

ノールで代用(→ ヘキ

サナールと同じ値) 。 

 

分子量はブタナールが

72、ヘキサナールが

100.16 であるため、モ

ル調整係数 1.39 (= 

100.16//72 を乗じた

値。 

0.662×1.39 = 0.920 

 

 

 

全身影響の評価値。 

ラットの呼吸量を 1.15 

m3/kg/day、経口吸収

率は吸入による吸収率

の 1/2 であったと仮定

して経口 NOAEL を吸

入換算している。 

 

 

局所影響の評価値。 

 

キー研究の情報は記載

されていなかったが、

ドデカナールの 90 日

間混餌投与試験(左記)

と考えられる。 

 

種差(UFA)が 1 の説明

はなかったが、右記の

ドイツのように、げっ

歯類の局所影響(鼻へ

の影響)をエンドポイ

ントに想定していたた

めと考えられる。 

 

本物質を含む C4～

C11 の非環状アルカン

の RW II として設定。 

 

RW I は×1/10 して 0.2 

mg/m3を設定。 

 

吸入の局所影響(鼻へ

の影響)については、

げっ歯類は鼻呼吸であ

ること、嗅上皮が大き

い(鼻の構造が複雑で

表面積が大きい)こと

からヒトよりも高感受

性であるとして、種差

UFAは 1 で良いとされ

ている。 

 

 

3,622 件の室内空気測

定値の 90 パーセンタ

イル値(Attention value 

P 90)が採用されてい

る。 

 

ドイツの LCI 値。 

(ドイツ語では NIK)。 

 

2004 年版はブタナー

ルと同じ 0.64 mg/m3

であったが、2005 年

版でモル調整して 1.4 

mg/m3になった。2015

年版から EU の LCI に

あわせて 0.9 mg/m3と

し、Adoption EU-LCI 

value の表記となって

いる。 

 

 

LCI 値として設定。 

 

TRGS のブタナールの

値をもとに AgBB が

2005 年版で設定して

いた値を採用。 

 

2009 年版では 0.65 

mg/m3に変更されてい

た。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Union Carbide Corporation (1979): Butyraldehyde vapor inhalation by dogs and rats for 14 and 13 weeks, respectively. Carnegie-Mellon Institute of Research Report 42-50. NTIS/OTS0000647. 
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表１５ 有害性評価結果（慢性曝露） デカナール その２ 

 

ファイル番号 08 09 

評価機関等 デンマーク オンタリオ州 

評価年 2004 2018 

キー研究 ペンタナールの LCI 値 － 

動物種 － － 

曝露状況 － － 

エンドポイント 感覚刺激 － 

N(L)OAEL － － 

連続曝露補正 － － 

dosimetry 補正 － － 

POD － － 

不確実係数 － － 

リスク評価値 3.1 mg/m3 0.002 mg/m3 

備考 

 

LCI 値として設定。 

 

感覚刺激を参照とし

たペンタナールの LCI

値 3.1 mg/m3を採用し

ていた。 

 

 

24 時間平均値のスク

リーニング値。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 

影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Gage JC. (1970): The subacute inhalation toxicity of 109 industrial chemicals. Br J Ind Med. 27: 1-18. 
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表１６ 有害性評価結果（急性曝露） デカナール 

 

ファイル番号 01 03 09 

評価機関等 テキサス州 EU ECHA (DNEL) オンタリオ州 

評価年 2016 － 2018 

キー研究 アルデヒド類として 
未公表のドデカナール 

の試験結果 
－ － 

動物種 － ラット － － 

曝露状況 － 90 日間混餌投与 － － 

エンドポイント － 最高用量群で影響なし － － 

N(L)OAEL － 
NOAEL 

1,409.7 mg/kg/day 

NOAEC 

612.91 mg/m3 
－ 

連続曝露補正 － － － － 

dosimetry 補正 － － － － 

POD － 
612.91 mg/m3 

(1,409.7/1.15/2 = 612.9) 
612.91 mg/m3 － 

不確実係数 － 
50 (UFA 2.5,  

UFH 10, UFDB 2) 

20 (UFA 1,  

UFH 10, UFDB 2) 
－ 

リスク評価値 1.8 mg/m3 
12.26 mg/m3 

(612.91/50 = 12.258) 

30.65 mg/m3 

(612.91/20 = 30.646) 
0.006 mg/m3 

備考 

 

暫定の 1 時間平均値。 

 

 

全身影響の評価値。 

ラットの呼吸量を 1.15 

m3/kg/day、経口吸収

率は吸入による吸収率

の 1/2 であったと仮定

して経口 NOAEL を吸

入換算している。 

 

慢性の評価値との相違

は不確実係数が 100 か

ら 50 になっただけ。 

 

 

局所影響の評価値。 

 

キー研究の情報は記載

されていなかったが、

ドデカナールの 90 日

間混餌投与試験(左記)

と考えられる。 

 

種差(UFA)が全身影響

では 2.5 であったが、

局所影響では 1 になっ

ている点に注意。 

 

慢性の評価値との相違

は不確実係数が 40 か

ら 20 になっただけ。 

 

 

 

30 分間平均値のスク

リーニング値。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

01 TECQ (2016) Interoffice Memorandom. Effects Screening Levels. 2016. 

02 EU LCI (2013) n-Decanal, EU-LCI values. 

03 ECHA の登録物質データベース: Methylcyclohexane. https://echa.europa.eu/fr/information-on-chemicals/registered-substances 

04 Umweltbundesamtes (2009) Richtwerte für gesättigte azyklische aliphatische C4- bis C11-Aldehyde in der Innenraumluft. Bundesgesundheitsbl 52:650–659. 

05 AGÖF (2013) AGÖF Guidance Values for Volatile Organic Compounds in Indoor Air. 

06 AgBB (2021) Requirements for the Indoor Air Quality in Buildings: Health-related Evaluation Procedure for Emissions of Volatile Organic Compounds (VVOC, VOC and SVOC) from Building Products. Ausschuss zur gesundheitlichen 
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Bewertung von Bauprodukten. 

07 AFSSET (2006) Risques sanitaires liés aux composes organiques volatils dans l’air intérieur. 

08 DEPA (2004) Mapping of Chemical Substances in Consumer Products, nr. 49. 

09 Ontario (2018) Layout and Introduction of the "Air Contaminants Benchmarks (ACB) List: Standards, guidelines and screening levels for assessing point of impingement concentrations of air contaminants" 
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１－６ トリクロロエチレン（CAS 79-01-6） 

 急性毒性、反復曝露の一般毒性、生殖発生毒性、遺伝子傷害性、発がん性に関する多くの知

見が得られており、IARC ではグループ１の発がん物質に分類している。 

 国内外の評価機関において設定されたトリクロロエチレンの慢性曝露に対するリスク評価

値の概要を表１７に、急性曝露に対するリスク評価値の概要を表１８に示す。 

 キー研究についてみると、慢性のリスク評価値では US EPA (IRIS)が Keil ら(2009)の経口投

与の試験結果から PBPK モデルを駆使し、Johnson ら(2003) の経口投与の試験結果から BMD

モデルと PBPK モデルを駆使して詳細な検討を行い、同程度のリスク評価値の候補が得られ

たことから平均値をとってリスク評価値（RfC）に設定している。ATSDR やカナダも IRIS の

モデル計算結果を採用して、同じリスク評価値を算出して設定しており、ミネソタ州のよう

にKeilら(2009)の計算結果のみを採用してリスク評価値を設定している機関もあった。一方、

仏・ANSES(TRVs)のように 2018 年と直近の評価であったが、Maltoni ら(1988)の試験結果から

IRIS に比べて 1,600 倍大きなリスク評価値を算出して設定している機関もあった。日本の環

境省の環境基準の評価では、1996 年の設定時、2018 年の再評価時とも POD は同じ値であっ

たが、不確実係数が 1.5 倍大きな値になったことから、その分、再評価時の環境基準値は小さ

くなっていたものの、IRIS に比べると 65 倍大きかった。 

 急性のリスク評価値については、US EPA (AEGLs)が 3 段階のリスク評価値を設定していた

が、いずれも ACGIH の STEL 値よりも大きな値であった。 

 なお、後述するように、11 機関でユニットリスクが算出（設定）されていた。 

 主要な政府機関における労働現場での許容濃度の設定状況を表１９に示す。 
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表１７ 有害性評価結果（慢性曝露） トリクロロエチレン その１ 

 

ファイル番号 04 06 07 08 09 10 

評価機関等 US EPA (IRIS) ATSDR CalEPA テキサス州 ミシガン州 ミネソタ州 

評価年 2011 2019 2000 2007 2017 2018 

キー研究 Keil ら(2009) Johnson ら(2003) Keil ら(2009) Johnson ら(2003) Vandervort ら(1973) TLV US EPA (IRIS) の RfC Keil ら(2009) 

動物種 マウス ラット マウス ラット ヒト － － マウス 

曝露状況 30 週間飲水投与 
妊娠 1 日から妊娠 22 日

までの飲水投与 
30 週間飲水投与 

妊娠 1 日から妊娠 22 日

までの飲水投与 

8 年間の職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 
－ － 30 週間飲水投与 

エンドポイント 胸腺重量の減少 胎仔の心臓奇形 胸腺重量の減少 胎仔の心臓奇形 
傾眠、疲労、 

頭痛、眼刺激 
－ － 胸腺重量の減少 

N(L)OAEL LOAEL 0.35 mg/kg/day 
BMDL01  

0.0207 mg/kg/day 
LOAEL 0.35 mg/kg/day 

BMDL01  

0.0207 mg/kg/day 

LOAEL 32 ppm 

(170 mg/m3) 
－ － LOAEL 0.35 mg/kg/day 

連続曝露補正 － － － － ×10/20×5/7 － － － 

dosimetry 補正 PBPK モデル PBPK モデル PBPK モデル PBPK モデル － － － PBPK モデル 

POD 
HEC99, LOAEL 0.033 ppm 

(0.19 mg/m3) 

HEC99, BMDL01 0.0037 ppm 

(0.021 mg/m3) 

HEC99, LOAEL 0.033 ppm 

(0.19 mg/m3) 

HEC99, BMDL01 0.0037 ppm 

(0.021 mg/m3) 

11.4 ppm 

(32×10/20×5/7 = 11.4) 
－ － HEC99 0.19 mg/m3 

不確実係数 
100 (UFA 3,  

UFH 3, UFL 10) 
10 (UFA 3, UFH 3) 

100 (UFA 3.16,  

UFH 3.16, UFL 10) 
10 (UFA 3.16, UFH 3.16) 100 (UFH 10, UFL 10) － － 

100 (UFA 3,  

UFH 3, UFL 10) 

リスク評価値 
0.002 mg/m3 (0.0004 ppm) 

( 0.0019 mg/m3      |       0.0021 mg/m3 ) 

0.002 mg/m3 (0.0004 ppm) 

( 0.0019 mg/m3      |       0.0021 mg/m3 ) 
0.1 ppm (0.6 mg/m3) 0.054 mg/m3 0.002 mg/m3 0.0019 mg/m3 

備考 

 

HEC99は PBPK モデルを用いて推定したヒト等

価濃度の 99 パーセンタイル値。 

 

 

IRIS のアプローチが合理的であることに同意

し、評価値の設定に採用している。 

中期曝露の評価値も同じ値を設定している。 

 

 

 

 

暫定の年平均値 

 

住宅の室内濃度の暫定

スクリーニングレベル

(RIASL)として設定。 

非住宅の室内濃度につ

いては 2 倍した 0.004 

mg/m3を設定。 

 

 

US EPA (IRIS)による

計算結果を採用。 

 

亜慢性の評価値は短期

間の値(0.002 mg/m3)を

使用。 

 
 
UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Keil DE, Peden-Adams MM, Wallace S, Ruiz P, Gilkeson GS. (2009): Assessment of trichloroethylene (TCE) exposure in murine strains genetically-prone and non-prone to develop autoimmune disease. J Environ Sci Health A Tox Hazard Subst 

Environ Eng. 44: 443-453. 

Johnson PD, Goldberg SJ, Mays MZ, Dawson BV. (2003): Threshold of trichloroethylene contamination in maternal drinking waters affecting fetal heart development in the rat. Environ Health Perspect. 111: 289-292. 

Vandervort R, Polnkoff P. (1973): NIOSH: Health hazard evaluation/toxicity determination. Dunham-Bush, Inc. Report 72-84-31. NTIS/PB229627. 
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表１７ 有害性評価結果（慢性曝露） トリクロロエチレン その２ 

 

ファイル番号 11 12 13 14 16 17 18 19 

評価機関等 ACGIH EU リスク評価書 EU ECHA (DNEL) EU SCOEL 独・AGÖF 独・DFG (MAK) 独・AGS (TRGS） オランダ 

評価年 2006 2004 － 2009 2013 2007 2019 2001 

キー研究 Ertle ら(1972) － SCOEL Green ら(2004) － － － Kjellstrand ら(1983) 

動物種 ヒト ヒト ヒト ヒト － － － マウス 

曝露状況 
職業曝露 

（8 時間/日、5 日/週） 

職業曝露 

（8 時間/日、5 日/週） 

職業曝露 

（8 時間/日、5 日/週） 

職業曝露 

（8 時間/日、5 日/週） 
－ － － 

30 日間 

(24 時間/日) 

エンドポイント 
疲労感や頭痛、 

めまい 
中枢神経系機能障害 － 腎機能指標の変化 － － － 肝臓重量の増加 

N(L)OAEL LOAEL 100 ppm 
予防的 NOAEL 

50 ppm 
54.7 mg/m3 LOAEL 32 ppm － － － LOAEL 200 mg/m3 

連続曝露補正 － － ×(10 m3) / (20 m3) － － － － － 

dosimetry 補正 － － － － － － － － 

POD 100 ppm － 
27.35 mg/m3 

(54.7/2 = 27.35) 
32 ppm － － － 200 mgm3 

不確実係数 － － 2 (UFH 2) － － － － 
1,000 (UFA 10,  

UFH 10, UFL 10) 

リスク評価値 
10 ppm 

(54 mg/m3) 
－ 

13.7 mg/m3 

(27.35/2 = 13.68) 
10 ppm (54.7 mg/m3) － － 6 ppm (33 mg/m3) 0.2 mg/m3 

備考 

 

100 ppm でみられた症

状として記載されてお

り、LOAEL と明記さ

れてはいなかった。 

 

 

予防的 NOAEL 50 ppm

は個別の報告に基づく

値ではなく、総合的な

評価に基づく値。 

 

MOS でリスクが評価

されている。 

 

 

SCOEL の許容濃度(8

時間加重平均)を公衆

の値に換算。 

 

8 時間 TWA。 

本物質の発がん性には

practical threshold (実用

的な閾値)があると評

価している。 

 

無症状の変化であり、

Seldén ら(1993)を引用

して NOAEL に近い限

界的な LOAEL と評価

している。 

 

 

2,501 件の室内濃度の

測定結果があり、90

パーセンタイル値は 1 

µg/m3未満でだった

が、WHO: “no safe 

level”としてリスク評

価値を設定していな

い。 

 

データが不適切なた

め、MAK 値を設定で

きないとしている。 

 

2008 年の AGS の文書

では、6 ppm は腎毒性

の閾値とされていた。 

 

 

 
UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Ertle T, Henschler D, Müller G, Spassowski M. (1972): Metabolism of trichloroethylene in man. I. The significance of trichloroethanol in long-term exposure conditions. Arch Toxikol. 29: 171-188. 

Green T, Dow J, Ong CN, Ng V, Ong HY, Zhuang ZX, Yang XF, Bloemen L. (2004): Biological monitoring of kidney function among workers occupationally exposed to trichloroethylene. Occup Environ Med. 61: 312-317. 

Seldén A, Hultberg B, Ulander A, Ahlborg G Jr. (1993): Trichloroethylene exposure in vapour degreasing and the urinary excretion of N-acetyl-beta-D-glucosaminidase. Arch Toxicol. 67: 224-226. 

Kjellstrand ら(1983): WHO Updating and Revision of the Air Quality Guidlines for Europe: Meeting of the Working Group on Volatile Organic Compounds, 2-6 October, 1995; Draft Summary Report and Background Document. 
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表１７ 有害性評価結果（慢性曝露） トリクロロエチレン その３ 

 

ファイル番号 20 21 22 23 24 25 

評価機関等 仏・ANSES (TRV) 仏・ANSES (室内空気) デンマーク オーストラリア カナダ オンタリオ州 日本産衛学会 

評価年 2018 2009 1997 2000 2021 2020 1997 

キー研究 Maltoni ら(1988) Arito ら(1994) － Maltoni ら(1988) Keil ら(2009) Johnson ら(2003) － － 

動物種 ラット ラット － ラット マウス ラット － ヒト 

曝露状況 
104 週間 

(7 時間/日、5 日/週) 

6 週間 

(8 時間/日、5 日/週) 
－ 

104 週間 

(7 時間/日、5 日/週) 
30 週間飲水投与 

妊娠 1 日から妊娠 22 日

までの飲水投与 
－ 

職業曝露 

（8 時間/日、5 日/週） 

エンドポイント 
尿細管細胞の 

巨細胞化、巨核化 
神経毒性 － 

尿細管細胞の 

巨細胞化、巨核化 
胸腺重量の減少 胎仔の心臓奇形 － 神経系への影響 

N(L)OAEL BMDL10 238 ppm LOAEL 50 ppm － 
NOAEL 100 ppm 

(546 mg/m3) 
LOAEL 0.35 mg/kg/day 

BMDL01  

0.0207 mg/kg/day 
－ － 

連続曝露補正 
×5/7×7/24 

(238×5/7×7/24 = 49.6) 

×5/7×7/24 

(50×5/7×8/24 = 11.91) 
－ － － － － － 

dosimetry 補正 PBPK モデル 
×(0.23/0.217)/(20/70) 

= 3.710 
－ 

ラットの体重 0.215kg、

呼吸量 0.16 m3/day 
PBPK モデル PBPK モデル － － 

POD 43.7 ppm 
44.2 ppm 

(11.91×3.710 =44.19) 
－ 

118.5 mg/kg/day 

(546×0.16×7/24/0.215) 

HEC99, LOAEL 0.033 ppm 

(0.19 mg/m3) 

HEC99, BMDL01 0.0037 ppm 

(0.021 mg/m3) 
－ － 

不確実係数 
75 (UFA 2.5,  

UFH 10, UFDB 3) 

300 (UFA 3, 

UFH 10, UFL 10) 
－ － 

100 (UFA 3,  

UFH 3, UFL 10) 
10 (UFA 3, UFH 3) － － 

リスク評価値 
0.58 ppm 

(3.2 mg/m3) 

0.8 mg/m3 

(0.1 ppm) 
0.04 mg/m3 － 

0.002 mg/m3 (0.0004 ppm) 

( 0.0019 mg/m3      |       0.0021 mg/m3 ) 
0.0023 mg/m3 

25 ppm 

(135 mg/m3) 

備考 

 

亜慢性のリスク評価値

も同じ値を設定してい

る。 

 

toxicity reference values 

(TRVs) 

 

 

1997 年の ATSDR の評

価を採用して設定。 

中期曝露の評価値。 

 

2018 年更新の ANSES

室内空気ガイドライン

値の一覧表に掲載され

ていたが、左記 TRVs

との関係は不明。 

 

 

設定文書は入手できな

かった。 

寄与値（B 値）であ

り、バックグラウンレ

ベルを考慮していな

い。土壌汚染による室

内空気質基準としても

使用される。 

 

 

吸収率を 100％と仮定

し、ラットの体重と呼

吸量から 1 日当たりの

吸収量を求め、これを

労働者の曝露量で除し

て MOE を算出してい

る。 

 

US EPA (IRIS)の評価を採用している。 

HEC99は PBPK モデルを用いて推定したヒト等

価濃度の 99 パーセンタイル値。 

 

年平均値として設定。 

この値をもとにして、

別途、24 時間の評価

ができるように 24 時

間平均値 0.012 mg/m3

も設定している。 

 

 

30～50 ppm で神経系

への影響を指摘した

Ahlmark ら(1951)、Liu

ら(1988)、Ruijten ら

(1991)の報告を重視

し、現行の 50 ppm で

は不十分であるとして

25 ppm に変更。 

 

 
UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Maltoni C, Lefemine G, Cotti G, Perino G. (1988): Long-term carcinogenicity bioassays on trichloroethylene administered by inhalation to Sprague-Dawley rats and Swiss and B6C3F1 mice. Ann N Y Acad Sci. 534: 316-342. 

Arito H, Takahashi M, Ishikawa T. (1994): Effect of subchronic inhalation exposure to low-level trichloroethylene on heart rate and wakefulness-sleep in freely moving rats. Sangyo Igaku. 36: 1-8. 

Ahlmark A, Forssman S. (1951): Evaluating trichloroethylene exposures by urinalyses for trichloroacetic acid. AMA Arch Ind Hyg Occup Med. 3: 386-398. 

Liu YT, Jin C, Chen Z, Cai SX, Yin SN, Li GL, Watanabe T, Nakatsuka H, Seiji K, Inoue O, et al. (1988): Increased subjective symptom prevalence among workers exposed to trichloroethylene at sub-OEL levels. Tohoku J Exp Med. 155: 183-195. 

Ruijten MW, Verberk MM, Sallé HJ. (1991): Nerve function in workers with long term exposure to trichloroethene. Br J Ind Med. 48: 87-92. 
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表１７ 有害性評価結果（慢性曝露） トリクロロエチレン その４ 

 

ファイル番号 26 27 28 

評価機関等 環境省・環境基準 厚労省・リスク評価 NITE・初期評価 

評価年 1996 2018 2018 (案) 2005 

キー研究 － － ACGIH Maltoni ら(1988) 

動物種 ヒト ヒト － ラット 

曝露状況 
職業曝露 

（8 時間/日、5 日/週） 

職業曝露 

（8 時間/日、5 日/週） 
－ 

104 週間 

(7 時間/日、5 日/週) 

エンドポイント 神経への影響 神経への影響 － 
尿細管細胞の 

巨細胞化、巨核化 

N(L)OAEL LOAEL 200 mg/m3前後 LOAEL 200 mg/m3前後 － 
NOAEL 100 ppm 

(546 mg/m3) 

連続曝露補正 － － － ×7/24×5/7 

dosimetry 補正 － － － 
ラットの体重 0.35 kg、

呼吸量 0.26 m3/day 

POD 200 mg/m3 200 mg/m3 － 

85 mg/kg/day 

(546×0.26×7/24×
5/7/0.35 = 84.5) 

不確実係数 1,000 1,500 － 100 (UFA 10, UFH 10) 

リスク評価値 0.2 mg/m3 
0.13 mg/m3 

(200/1500 = 0.133) 
10 ppm (54 mg/m3) － 

備考 

 

Ahlmark ら(1951)、Liu

ら(1988)、ACGIH、
WHO(Europe, Global)

の評価を総合的に判断

して LOAEL を設定。 

 

不確実係数は労働環境

から一般環境への外挿

や LOAEL を用いるこ

と等を考慮して、総合

的な係数として設定。 

 

 

発がん性について新た

な情報が得られたこ

と、過敏症症候群との

関連性があると考えら

れることを理由に、総

合的な係数を 1996 年

の評価よりも大きく設

定している。 

 

上記は二次評価値。 

一次評価値は、発がん

性が知られているが、

遺伝毒性が判断でき

ず、閾値の有無が判断

できないため、設定し

ていない。 

 

 

MOE による評価を行

っている。 

 
UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 
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表１８ 有害性評価結果（急性曝露） トリクロロエチレン その１ 

 

ファイル番号 05 08 09 10 11 12 

評価機関等 US EPA (AEGL) テキサス州 ミシガン州 ミネソタ州 ACGIH EU リスク評価書 

評価年 2008 2007 2017 2018 2006 2004 

キー研究 Vernon ら(1969) Frigerg ら(1953) TLV US EPA (IRIS) の RfC Johnson ら(2003) Boyes ら(2000) － 

動物種 ヒトボランティア ラット － － ラット ヒト ヒト 

曝露状況 2 時間 4 時間 － － 
妊娠 1 日から妊娠 22 日

までの飲水投与 
ピーク濃度の曝露 8 時間 

エンドポイント 
神経行動機能 

に影響なし 

頭痛や眩暈、神経行動学

的検査成績の低下など 
死亡 － － 胎仔の心臓奇形 中枢神経症状 中枢神経系の抑制 

N(L)OAEL NOAEL 300 ppm LOAEL 1,000 ppm NOEL 4,600 ppm － － 
BMDL01  

0.0207 mg/kg/day 
LOAEL 100 ppm NOAEL 300 ppm 

連続曝露補正 － － － － － － － － 

dosimetry 補正 PBPK モデル PBPK モデル － － － PBPK モデル － － 

POD 
血中の本物質濃度 

4.78 mg/L 

血中の本物質濃度 

18.3 mg/L 
4,600 ppm － － HEC99 0.021 mg/m3 － － 

不確実係数 3 (UFH 3) 3 (UFH 3) 3 (UFH 3) － － 10 （UFA 3, UFH 3） － － 

リスク評価値 
AEGL-1 260 ppm 

(10 分) 

AEGL-2 960 ppm 

(10 分) 

AEGL-3 1,500 ppm 

(4 時間) 
0.54 mg/m3 0.006 mg/m3 0.002 mg/m3 25 ppm (135 mg/m3) － 

備考 

 

300 ppm の 2 時間曝露

で血中の本物質濃度は

4.78 mg/L になると見

積もり、10、30 分、

1、4、8 時間の曝露で

4.78 mg/L に達する曝

露濃度を推定し、種差

の 3 で除して算出。 

30 分：180 ppm 

1 時間：130 ppm 

4 時間：84 ppm 

8 時間：77 ppm 

 

 

1,000 ppm の 2 時間曝

露で血中の本物質濃度

は 18.3 mg/L になると

見積もり、10、30

分、1、4、8 時間の曝

露で 18.3 mg/L に達す

る曝露濃度を推定し、

種差の 3 で除して算

出。 

30 分：620 ppm 

1 時間：450 ppm 

4 時間：270 ppm 

8 時間：240 ppm 

 

 

ヒトはラットに比べて

血中濃度が一定になる

までにより高い曝露濃

度が必要なため、種差

を 1 とした。 

 

C1.511×t = k の式から 

4 時間の曝露時は 

4,6001.511×4 

=1,369,264 ppm･h 

これを各曝露時間で除

して 1.511 乗根をと

り、UF で除して各時

間の値を算出。 

10 分：10,000 ppm 超に

なるので 30 分値を採用 

30 分：6,100 ppm 

1 時間：3,800 ppm 

8 時間：970 ppm 

 

 

暫定の 1 時間平均値 

 

急性との記載はなかっ

たが、住宅の室内濃度

が超過すると直ちに換

気等の対応が必要な暫

定スクリーニングレベ

ル(TS-RIASL)として

RIASL を 3 倍した値

が設定されていた。 

非住宅の室内濃度につ

いては 2 倍した 0.012 

mg/m3を設定。 

 

 

24 時間から 30 日間の

曝露に対する保護の値

として設定。 

 

US EPA (IRIS)による

計算結果を採用。 

 

STEL として設定。 

 

急性の中枢神経症状は

およそ 100 ppm で生

じると記載されてお

り、LOAEL と明記さ

れてはいなかった。 

 

 

NOAEL 300 ppm は個

別の報告に基づく値で

はなく、総合的な評価

に基づく値。 

 

MOS でリスクが評価

されている。 

 

 
UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Vernon RJ, Ferguson RK. (1969): Effects of trichloroethylene on visual-motor performance. Arch Environ Health. 18: 894-900. 

Friberg L, Kylin B, Nystrom A. (1953): Toxicities of trichlorethylene and tetrachloroethylene and Fujiwara's pyridine-alkali reaction. Acta Pharmacol Toxicol (Copenh). 9: 303-312. 

Boyes WK, Bushnell PJ, Crofton KM, Evans M, Simmons JE. (2000): Neurotoxic and pharmacokinetic responses to trichloroethylene as a function of exposure scenario. Environ Health Perspect. 108 (Suppl. 2): 317-322. 
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表１８ 有害性評価結果（急性曝露） トリクロロエチレン その２ 

 

ファイル番号 13 14 

評価機関等 EU ECHA (DNEL) EU SCOEL 

評価年 － 2009 

キー研究 SCOEL Green ら(2004) 

動物種 ヒト ヒト 

曝露状況 15 分 
職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 

エンドポイント － 腎機能指標の変化 

N(L)OAEL 164.1 mg/m3 LOAEL 32 ppm 

連続曝露補正 － － 

dosimetry 補正 － － 

POD 164.1 mg/m3 32 ppm 

不確実係数 2 (UFH 2) － 

リスク評価値 82 mg/m3 
30 ppm 

(164.1 mg/m3) 

備考 

 

SCOEL の STEL(15 分)

を公衆の値に換算。 

 

 

無症状の変化であり、

Seldén ら(1993)を引用

して NOAEL に近い限

界的な LOAEL と評価

している。 
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表１９ トリクロロエチレンの許容濃度 
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１－７ テトラクロロエチレン（CAS 127-18-4） 

 急性毒性、反復曝露の一般毒性、生殖発生毒性、遺伝子傷害性、発がん性に関する多くの知

見が得られており、IARC ではグループ 2A の発がん物質に分類している。 

 国内外の評価機関において設定されたテトラクロロエチレンの慢性曝露に対するリスク評

価値の概要を表２０に、急性曝露に対するリスク評価値の概要を表２１に示す。 

 キー研究についてみると、非発がんの慢性リスク評価値では疫学知見を採用している機関

が多く、Mutti ら(1992)、Cavalleri ら(1994)が比較的多くの機関で採用されていた。US EPA (IRIS)

も Cavalleri ら(1994)をキー研究の 1 つに採用していたが、データベース不足の不確実係数 10

が設定されていたことから、他機関の評価に比べて一桁低い傾向にあった。 

 非がんの急性リスク評価値については、US EPA (AEGLs)が 3 段階のリスク評価値を設定し

ていたが、AEGL-1 は眼刺激がエンドポイントであった。また、ATSDR は慢性のリスク評価

値を急性(14 日間以下)にも適用していた。 

 なお、後述するように、8 機関でユニットリスクが算出（設定）されていた。 

 主要な政府機関における労働現場での許容濃度の設定状況を表２２に示す。 
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表２０ 有害性評価結果（慢性曝露） テトラクロロエチレン その１ 

 

ファイル番号 01 02 03 04 05 07 

評価機関等 WHO (Europe) WHO (Global) WHO Indoor Air CICAD US EPA (IRIS) ATSDR 

評価年 2000 2000 2010 2006 2012 2019 

キー研究 Mutti ら(1992) WHO (Europe) Mutti ら(1992) Seeber (1989) Mutti ら(1992) Echeverria ら(1995) Cavalleri ら(1994) Cavalleri ら(1994) 

動物種 ヒト － ヒト ヒト ヒト ヒト ヒト ヒト 

曝露状況 
職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 
－ 

職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 

職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 

職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 

職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 

職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 

職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 

エンドポイント 腎臓への影響 
労働者の腎臓 

への影響 
腎臓への影響 神経系への影響 腎臓への影響 

神経毒性 (反応時間、

認知への影響) 
神経毒性 (色覚) 色覚の低下 

N(L)OAEL LOAEL 102 mg/m3 LOAEL 102 mg/m3 LOAEL 102 mg/m3 LOAEL 83 mg/m3 LOAEL 100 mg/m3 LOAEL 156 mg/m3 LOAEL 42 mg/m3 LOAEL 7.3 ppm 

連続曝露補正 
×8/24×5/7 

(102×8/24×5/7 = 24.3) 
－ 

×8/24×5/7 

(102×8/24×5/7 = 24.3) 

×8/24×5/7 

(83×8/24×5/7 = 19.8) 

×8/24×5/7 

(100×8/24×5/7 = 23.8) 

×5/7(d)×10/20(m3/d) 

(156×5/7×10/20 = 55.7) 

×5/7(d)×10/20(m3/d) 

(42×5/7×10/20 = 15.0) 

×8/24×5/7 

(7.3×8/24×5/7 = 1.74) 

dosimetry 補正 － － － － － － － － 

POD 24.3 mg/m3 － － 20 mg/m3 24 mg/m3 56 mg/m3 15 mg/m3 1.7 ppm 

不確実係数 100 (UFH 10, UFL 10) 400 100 (UFH 10, UFL 10) 100 (UFH 10, UFL 10) 100 (UFH 10, UFL 10) 
1,000 (HFH 10,  

UFL 10, UFDB 10) 

1,000 (HFH 10,  

UFL 10, UFDB 10) 

300 (UFH 10, 

UFL 10, UFDB 3) 

リスク評価値 0.25 mg/m3 0.25 mg/m3 0.25 mg/m3 0.2 mg/m3 0.24 mg/m3 
0.04 mg/m3 

(0.056 mg/m3     |   0.015 mg/m3) 

0.006 ppm 

(0.04 mg/m3) 

備考 

 

 

 

 

24 時間平均値として

設定。 

 

WHO (Europe) の 2000

年(第 2 版)の評価を採

用。 

 

 

WHO (Europe) の 2000

年(第 2 版)と同じ。 

 

 

 

 

 

公衆の 1 日の吸収量を

20 m3、労働時間内の

吸入量を 10 m3と仮定

して連続曝露に補正。 

 

公衆の 1 日の吸収量を

20 m3、労働時間内の

吸入量を 10 m3と仮定

して連続曝露に補正。 

 

全従業員(35 人)の平均

曝露濃度 6.23 pm 

(TWA)を使用。 

 

 

中期間曝露のリスク評

価値も同じ値を設定。 

 

ドライクリーニング工

程の従業員(22 人)の平

均曝露濃度 7.27 ppm 

(TWA)を使用。 

(アイロン工程の従業

員(13 人)では検査結果

に有意差はなかった) 

 
 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Mutti A, Alinovi R, Bergamaschi E, Biagini C, Cavazzini S, Franchini I, Lauwerys RR, Bernard AM, Roels H, Gelpi E, et al. (1992): Nephropathies and exposure to perchloroethylene in dry-cleaners. Lancet. 340: 189-93. 

Seeber A. (1989): Neurobehavioral toxicity of long-term exposure to tetrachloroethylene. Neurotoxicol Teratol. 11: 579-583. Abstract. 

Echeverria D, White RF, Sampaio C. (1995): A behavioral evaluation of PCE exposure in patients and dry cleaners: a possible relationship between clinical and preclinical effects. J Occup Environ Med. 37: 667-680. 

Cavalleri A, Gobba F, Paltrinieri M, Fantuzzi G, Righi E, Aggazzotti G. (1994): Perchloroethylene exposure can induce colour vision loss. Neurosci Lett. 179: 162-166. 
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表２０ 有害性評価結果（慢性曝露） テトラクロロエチレン その２ 

 

ファイル番号 08 09 10 11 12 13 14 15 

評価機関等 CalEPA テキサス州 ミシガン州 ミネソタ州 ACGIH EU LCI EU ECHA (DNEL) EU SCOEL 

評価年 1991 2008 2017 2014 1992 2018 － 2009 

キー研究 US EPA Ferroni ら(1992) 
ATSDR の MRL 

US EPA (IRIS)の RfC 
US EPA (IRIS) 

Rowe (1952) 

Stewart ら(1970) 

Hake ら(1977)、ATSDR 

Mutti ら(1992) Lauwerys ら(1983) NEG-DECOS (2003) 

動物種 － ヒト － － ヒト ヒト ヒト ヒト 

曝露状況 － 
職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 
－ － 

職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 

職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 

職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 

職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 

エンドポイント 
消化器系 (肝臓)、 

腎臓への影響 

行動への影響 

（反応時間の増加） 
－ － 

潜在的な不快感 

や自覚症状の訴え 
腎臓への影響 腎臓への影響 中枢神経系への影響 

N(L)OAEL － LOAEL 15 ppm － － 
(LOAEL) 

100～200 ppm 
LOAEL 15 ppm LOAEL 103 mg/m3 

NOAEL 20 ppm 

(138 mg/m3) 

連続曝露補正 － 
×10/20m3/d×5/7d 

(15×10/20×5/7 = 5.36) 
－ － － 

×8/24×5/7 

(15×8/24×5/7 = 3.57) 

×8/24×5/7 

(103×8/24×5/7 = 24.5) 
－ 

dosimetry 補正 － － － － － － － － 

POD － 5.36 ppm － － － 
3.57 ppm 

(24.3 mg/m3) 
24.5 mg/m3 － 

不確実係数 － 100 (UFH 10, UFL 10) － － － 
300 (UFH 10, UFL 3, 

UFSE 5, UFDB 2) 
100 (UFH10, UFL 10) － 

リスク評価値 0.035 mg/m3 
0.37 mg/m3 

(0.054 ppm) 
0.041 mg/m3 0.015 mg/m3 

25 ppm 

(170 mg/m3) 

0.08 mg/m3 

(24.3/300 = 0.081) 
0.25 mg/m3 

20 ppm 

(138 mg/m3) 

備考 

 

US EPA の RfD 1×10-2 

mg/kg/day に相当する

大気中濃度とした情報

があったが、文書がリ

ンク切れのため設定の

具体的過程は不明。 

 

 

 

0.3 倍した 0.11 mg/m3

をスクリーニング値に

設定している。 

 

住宅の室内濃度の暫定

スクリーニングレベル

(RIASL)として設定。 

非住宅の室内濃度につ

いては 2 倍した 0.082 

mg/m3を設定。 

 

 

IRIS が Cavalleri ら

(1994)の結果から算出

した値を採用。 

 

100～200 ppm の曝露

が長引くと生じる可能

性があるとしていた。 

 

 

 

 

 

 

 
UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Ferroni C, Selis L, Mutti A, Folli D, Bergamaschi E, Franchini I. (1992): Neurobehavioral and neuroendocrine effects of occupational exposure to perchloroethylene. Neurotoxicology. 13: 243-247. 

Rowe VK, Mccollister DD, Spencer HC, Adams EM, Irish DD. (1952): Vapor toxicity of tetrachloroethylene for laboratory animals and human subjects. AMA Arch Ind Hyg Occup Med. 5: 566-579. 

Stewart RD, Baretta ED, Dodd HC, Torkelson TR. (1970): Experimental human exposure to tetrachloroethylene. Arch Environ Health. 20: 225-229. 

Hake CL, Stewart RD. (1977): Human exposure to tetrachloroethylene: inhalation and skin contact. Environ Health Perspect. 21: 231-238. 

Lauwerys R, Herbrand J, Buchet JP, Bernard A, Gaussin J. (1983): Health surveillance of workers exposed to tetrachloroethylene in dry-cleaning shops. Int Arch Occup Environ Health. 52: 69-77. 

NEG-DECOS. (2003). Tetrachloroethylene (PER). The Nordic Expert Group for Criteria Documentation of Health Risks from Chemicals and The Dutch Expert Committee on Occupational Standards. Stockholm: National Institute for 

Working Life. 
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表２０ 有害性評価結果（慢性曝露） テトラクロロエチレン その３ 

 

ファイル番号 16 17 18 19 20 21 

評価機関等 独・室内空気 独・AGÖF 独・DFG (MAK) 独・AGS (TRGS） オランダ 仏・ANSES (TRV) 仏・ANSES (室内空気) 仏・ANSES (LCI) 

評価年 2017 2013 2016 2017 2001 2018 2010 2006 

キー研究 Mutti ら(1992) － Altmann ら(1990) EU、DFG (MAK) WHO (Europe) Cavalleri ら(1994) WHO (Europe) WHO (Europe) 

動物種 ヒト － ヒト － － ヒト － － 

曝露状況 
職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 
－ 4 日間 (4 時間/日) － － 

職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 
－ － 

エンドポイント 腎臓への影響 － 神経毒性 － － 色覚の低下 － － 

N(L)OAEL LOAEL 102 mg/m3 － 
LOAEC 50 ppm 

NOAEC 10 ppm 
－ － 

LOAEL 50 mg/m3 

(7.3 ppm) 
－ － 

連続曝露補正 
×8/24×5/7 

(102×8/24×5/7 = 24.29) 
－ － － － 

×8/24×5/7 

(50×8/24×5/7 = 11.9) 
－ － 

dosimetry 補正 － － － － － － － － 

POD 24.29 mg/m3 － NAEC 20 ppm － － 12 mg/m3 － － 

不確実係数 20 (UFH 10, UFC 2) － － － － 30 (UFH 10, UFL 3) － － 

リスク評価値 
1 mg/m3 

(24.29/20 = 1.21) 
－ 

10 ppm 

(69 mg/m3) 

10 ppm 

(69 mg/m3) 
0.25 mg/m3 

0.4 mg/m3 

(0.06 ppm) 
0.25 mg/m3 0.25 mg/m3 

備考 

 

RW II 値として設定。 

RW I は 10 で除した

0.1 mg/m3を設定。 

 

 

 

 

3,615 件の室内濃度の

測定結果があり、90

パーセンタイル値は 1 

µg/m3未満でだった

が、リスク評価値を設

定していない。 

 

 

NAEC: No adverse 

effect level 

長期間曝露の労働者の

報告から 20 ppm を

NOAEC と仮定するこ

とが可能であるとした

上での評価。 

 

労働者の許容濃度。 

 

出典の 1 つに EU とあ

ったが、具体的には何

を指すのか不明。 

 

WHO (Europe) の 2000

年(第 2 版)と同じ。 

 

亜慢性のリスク評価値

も同じ値を設定。 

 

ドライクリーニング工

程の従業員(22 人)の平

均曝露濃度 7.27 ppm 

(TWA)を使用。 

(アイロン工程の従業

員(13 人)では検査結果

に有意差はなかった) 

 

 

WHO (Europe) の 2000

年(第 2 版)と同じ。 

 

WHO (Europe) の 2000

年(第 2 版)と同じ。 

 
UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 
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表２０ 有害性評価結果（慢性曝露） テトラクロロエチレン その４ 

 

ファイル番号 22 23 24 25 26 27 28 

評価機関等 
オーストリア 

(室内空気) 
デンマーク オーストラリア カナダ カナダ・室内空気 オンタリオ州 日本産衛学会 環境省・環境基準 

評価年 － 2014 2001 1993 2017 2020 1972 1996 

キー研究 Cavalleri ら(1994) － － NTP (1986) 
US EPA (IRIS) 

ATSDR 
－ － － 

動物種 ヒト － ラット マウス － － － ヒト 

曝露状況 
職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 
－ 

反復曝露試験 

2 世代繁殖試験 

103 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ － － 

職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 

エンドポイント 色覚の低下 － － 
生存率の低下、肝臓及

び腎臓への影響など 

神経毒性、視覚障害 

神経行動学的影響 
－ － 

神経系への影響 

腎障害 

N(L)OAEL NOAEL27 mg/m3 － NOAEL 300 ppm 
LOAEL 100 ppm 

(678 mg/3) 
－ － － 

LOAEL 200 mg/m3 

(30 ppm) 前後 

連続曝露補正 ×1/5 － － ×6/24×5/7 － － － － 

dosimetry 補正 － － － 
マウスの体重 0.0305 kg

呼吸量 0.043 m3/day 
－ － － － 

POD 5.4 mg/m3 － － 

210 mg/kg/day 

(678×0.043×6/24×
5/7/0.0305 = 171) 

－ － － 200 mg/m3 

不確実係数 20 (UFH×UFC) － － 
5,000 (UFA 10,  

UFH 10, UHL 10, UFt 5)  
－ － － 1,000 

リスク評価値 0.27 mg/m3 0.01 mg/m3 － － 0.04 mg/m3 0.36 mg/m3 
50 ppm 

(340 mg/m3) 
0.2 mg/m3 

備考 

 

色覚への影響がなかっ

たアイロン工程の従業

員(13 人)の曝露濃度を

NOAEL に設定。 

 

原著は TWA の平均値

とあったが、NOAEL

は幾何平均濃度で評価

されていたため、他機

関の値とは異なる。 

 

 

設定文書は入手できな

かった。 

寄与値（B 値）であ

り、バックグラウンレ

ベルを考慮していな

い。土壌汚染による室

内空気質基準としても

使用される。 

 

OECD の SIDS を引用

して NOAEL 300 ppm

とし、労働者や公衆の

曝露はこれよりもずー

っと低いと評価。 

 

SIDS の評価書が未公

開のため、300 ppm の

出所は不明。 

 

経口換算して TDI を

算出していた。 

 

US EPA (IRIS)と

ATSDR の評価を採用

して設定している。 

 

24 時間平均値として

設定。 

 

トリクロロエチレンと

の類似性から同じ 50 

ppm を設定。 

 

現在、許容濃度の一覧

表では「(検討中)」と

記載され、数値は記載

されていない。 

 

年平均値として設定。 

 

LOAEL は総合的に判

断した結果とされてい

る。 

 

不確実係数は労働環境

から一般環境への外挿

や LOAEL を用いこと

等を考慮した総合的な

係数とされ、内訳は示

されていない。 

 
 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

NTP (1986): Toxicology and carcinogenesis studies of tetrachloroethylene (perchloroethylene) (CAS No. 127-18-4) in F344/N rats and B6C3F1 mice (Inhalation Studies). NTP TR 311. 
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表２０ 有害性評価結果（慢性曝露）  テトラクロロエチレン その４ 

 

ファイル番号 30 

評価機関等 NITE・初期評価 

評価年 2006 

キー研究 NTP (1986) 

動物種 マウス 

曝露状況 
103 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

エンドポイント 
尿細管上皮の核肥大 

肝細胞の空胞化など 

N(L)OAEL 
NOAEL 100 ppm 

(690 mg/m3) 

連続曝露補正 ×6/24×5/7 

dosimetry 補正 
マウスの体重 0.03 kg、

呼吸量 0.05 m3/day 

POD 

210 mg/kg/day 

(690×0.05×6/24×
5/7/0.03 = 205) 

不確実係数 
1,000 (UFA 10, 

UFH 10, UFL 10) 

リスク評価値 － 

備考 

 

MOE による評価を行

っている。 

 

 
 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 

影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 
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表２１ 有害性評価結果（急性曝露） テトラクロロエチレン その１ 

 

ファイル番号 02 06 07 08 09 10 

評価機関等 WHO (Global) US EPA (AEGL) ATSDR CalEPA テキサス州 ミシガン州 

評価年 2000 2009 2019 1999 2008 2017 

キー研究 WHO (Europe) Rowe ら(1952) Goldberg ら(1964) Friberg ら(1953) Cavalleri ら(1994) Stewart ら(1970) Altmann ら(1992) ATSDR 

動物種 － ヒト ラット マウス ヒト ヒト ヒト － 

曝露状況 － 1 時間 
2 週間 

(4 時間/日、5 日/週) 
4 時間 

職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 
3 時間 4 日間 (4 時間/日) － 

エンドポイント 臭気 眼刺激 
運動失調 

回避反応の低下 
死亡 色覚の低下 

中枢神経系への影響、 

眼や鼻、喉の刺激など 
中枢神経系への影響 － 

N(L)OAEL － 
LOAEL 106 ppm 

(718.9 mg/m3) 
NOEL 1,150 ppm LC50 5,200 ppm LOAEL 7.3 ppm LOAEL 700 mg/m3 NOAEL 10 ppm － 

連続曝露補正 － － － － 
×8/24×5/7 

(7.3×8/24×5/7 = 1.74) 
1 時間の濃度に外挿 － － 

dosimetry 補正 － － － － － － － － 

POD － 106 ppm 1,150 ppm 
1,733 ppm 

(5,200/3 = 1733.33) 
1.7 ppm 1,200 mg/m3 10 ppm － 

不確実係数 － 3 (UFH 3) 10 (UFA 3, UFH 3) 3 (UFA 1, UFH 3) 
300 (UFH 10, 

UFL 10, UFDB 3) 
60 (UFH 10, UFL 6) 10 (UFH 10) － 

リスク評価値 8 mg/m3 35 ppm 120 ppm (4 時間) 580 ppm (4 時間) 
0.006 ppm 

(0.04 mg/m3) 

20 mg/m3 

(20,000 µg/m3) 

6.8 mg/m3 

(1 ppm) 
0.041 mg/m3 

備考 

 

30 分平均値として設

定。 

WHO (Europe) の 1987

年(第 1 版)の評価を採

用。 

 

 

AEGL-1 として設定。 

眼刺激であるため、

10、30 分、1、4、8 時

間の値はすべて同じに

設定している。 

 

 

C2.0×t = k の式から 

4 時間の曝露時は 

1,1502×4 = 5,290,000 

ppm･h 

これを各曝露時間で除

して 2 乗根をとり、

UF で除して各時間の

値を算出。 

1 時間：230 ppm 

8 時間：81 ppm 

10 分、30 分の値は 1

時間の値を使用。 

 

 

C2.0×t = k の式から 

4 時間の曝露時は 

1,7332×4 = 12,013,156 

ppm3･h 

これを各曝露時間で除

して 2 乗根をとり、

UF で除して各時間の

値を算出。 

30 分：1,600 ppm 

1 時間：1,200 ppm 

8 時間：410 ppm 

10 分は 30 分の値を使

用。 

POD は LC50の 1/3 の

値を使用。 

 

 

慢性のリスク評価値を

急性(14 日間以下)にも

適用している。 

 

(700 mg/m3)2×3 h = C2

×1 h の関係式から 

C2 = 1,470,000 

C = 1,212 mg/m3と 1

時間曝露濃度を算出。 

 

1 時間への外挿につい

ては、No adjustment, 1 

h concentration = 4 h 

concentration と記載さ

れていたが、根拠は期

さされていなかった。 

 

別途、スクリーニング

値として 0.3 倍して丸

めた数値 (2 mg/m3)を

設定している。 

 

急性との記載はなかっ

たが、住宅の室内濃度

が超過すると直ちに換

気等の対応が必要な暫

定スクリーニングレベ

ル(TS-RIASL)として

設定されていた。 

非住宅の室内濃度につ

いては 2 倍した 0.082 

mg/m3を設定。 

 

 
UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Rowe VK, Mccollister DD, Spencer HC, Adams EM, Irish DD. (1952): Vapor toxicity of tetrachloroethylene for laboratory animals and human subjects. AMA Arch Ind Hyg Occup Med. 5: 566-579. 

Goldberg ME, Johnson HE, Pozzani UC, Smyth HF Jr. (1964): Effect of repeated inhalation of vapors of industrial solvents on animal behavior. I. Evaluation of nine solvent vapors on pole-climb performance in rats. Am Ind Hyg Assoc J. 

25: 369-375. 

Friberg L, Kylin B, Nystrom A. (1953): Toxicities of trichlorethylene and tetrachloroethylene and Fujiwara's pyridine-alkali reaction. Acta Pharmacol Toxicol (Copenh). 9: 303-312. 

Stewart RD, Baretta ED, Dodd HC, Torkelson TR. (1970): Experimental human exposure to tetrachloroethylene. Arch Environ Health. 20: 225-229. 

Altmann L, Weigand H, Bottger A, Elstermeier F, Winneke G. (1992): Neurobehavioral and neurophysiological outcome of acute repeated tetrachloroethylene exposure. Apply Psychol. 41: 269-279. 
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表２１ 有害性評価結果（急性曝露） テトラクロロエチレン その２ 

 

ファイル番号 11 12 14 15 19 21 

評価機関等 ミネソタ州 ACGIH EU ECHA (DNEL) EU SCOEL 独・AGS (TRGS） 仏・ANSES (TRV) 仏・ANSES (室内空気) 

評価年 2014 1992 － 2009 2017 2018 2010 

キー研究 － 
Rowe (1952)、ATSDR 

Stewart ら(1970) 

ATSDR (1997) 

AFFSET (2009) 

Stewart ら(1961) 

Rowe ら(1952) 
EU、DFG (MAK) Altmann ら(1992) ATSDR (1997) 

動物種 － ヒト － ヒト － ヒト － 

曝露状況 － 
職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 
－ 1～3 時間 － 4 日間 (4 時間/日) － 

エンドポイント － 眠気 (麻酔様作用) － 
中枢神経系への影響、 

眼や鼻、喉の刺激など 
－ 

協調性及び覚醒性 

の試験成績の低下 
－ 

N(L)OAEL － 
(LOAEL) 

100～200 ppm 
－ 

NOAEL 750 mg/m3 

(109 ppm) 
－ 

NOAEL 10 ppm 

(69 mg/m3) 
－ 

連続曝露補正 － － － － － 
×4/24 

(10×4/24 = 1.7) 
－ 

dosimetry 補正 － － － － － － － 

POD － － － － － 
2 ppm 

(13.8 mg/m3) 
－ 

不確実係数 － － － － － 10 (UFH 10) － 

リスク評価値 20 mg/m3 
100 ppm 

(685 mg/m3) 

1.38 mg/m3 

(0.2 ppm) 

40 ppm 

(275 mg/m3) 

20 ppm 

(138 mg/m3) 

1.38 mg/m3 

(0.2 ppm) 

1.38 mg/m3 

(0.2 ppm) 

備考 

 

1 時間平均値。 

 

 

 

STEL として設定。 

 

 

ATSDR (1997)と

AFFSET (2009)が設定

していた値を採用して

設定。 

 

ATSDR (1997)は

Altmann ら(1992)の

NOAEL 10 ppm を UFH 

10 で除し、4 時間/日

の曝露であったことか

ら×4/24 して丸めた

0.2 ppm を設定してい

た。 

 

 

STEL (15 分)として設

定。 

 

 

労働者の許容濃度。 

 

出典の 1 つに EU とあ

ったが、具体的には何

を指すのか不明。 

 

10 ppm を 24 時間連続

の濃度に換算した後に

丸めて 2 ppm とし、

これを mg/m3に換算

している点に要注意。 

 

ATSDR (1997)の値を

採用。 

1 日から 14 日間の曝

露に適用。 

 

算出過程は左記 TRV

と同様。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 
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表２２ テトラクロロエチレンの許容濃度 
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１－８ 1,2-ジクロロエタン（CAS 107-06-2） 

 急性毒性、反復曝露の一般毒性、生殖発生毒性、遺伝子傷害性、発がん性に関する多くの知

見が得られており、IARC ではグループ 2B の発がん物質に分類している。 

 国内外の評価機関において設定された 1,2-ジクロロエタンの慢性曝露に対するリスク評価

値の概要を表２３に、急性曝露に対するリスク評価値の概要を表２４に示す。 

 後述するように、16 機関でユニットリスクが算出（設定）されていたことから、非発がん

のリスク評価値を設定した機関はトリクロロエチレンやテトラクロロエチレンに比べて少な

かった。 

 キー研究についてみると、非発がんの慢性リスク評価値では Kozik (1957)の疫学知見、

Spreafico ら(1980)のラット、マウスの 12 ヶ月間吸入曝露の試験結果が多く採用されている傾

向にあった。このうち、Kozik (1957)については NIOSHA (1976)が Kozik (1957)の報告にあっ

た曝露情報から TWA を推定していたことから、利用価値が高まったものと思われる。 

 非発がんの急性のリスク評価値については、ATSDR とテキサス州の 2 機関のみの設定であ

った。キー研究はどちらも Hotchkiss ら(2010)でエンドポイントも同じであったが、dosimetry

補正では ATSDR が胸郭外表面積を考慮して×0.16、テキサス州は血液: ガス分配係数を考慮

してデフォルトの×1 を採用しており、POD の算出 (設定) の考え方も異なり、不確実係数に

も 6 倍の差があったが、最終的なリスク評価値は 3 倍の範囲内に収まっていた。 

 主要な政府機関における労働現場での許容濃度の設定状況を表２５に示す。 
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表２３ 有害性評価結果（慢性曝露） 1,2-ジクロロエタン その１ 

 

ファイル番号 01 05 06 07 08 09 10 14 

評価機関等 WHO Air (Europe) US EPA (PPRTV) ATSDR CalEPA テキサス州 ミシガン州 ACGIH 独・AGÖF 

評価年 2000 2010 2022 (案) 1999 2016 2015 1978 2013 

キー研究 

Spencer ら(1951) 

Heppel ら(1946) 

Hofmann ら(1971) 

Kozik (1957) － Spreafico ら(1980) Spreafico ら(1980) 
Kozik (1957) 

NIOSH (1976) 

Browning (1965) 

NIOSH (1976) 

Rosenbaum (1974) 

Kozik (1957) 

－ 

動物種 
ラット、マウス、モル

モット等の実験動物 
ヒト － ラット ラット、マウス ヒト ヒト － 

曝露状況 6 ヶ月以上 
職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 
－ 

12 ヶ月 

(7 時間/日、5 日/週) 

12 ヶ月 

(7 時間/日、5 日/週) 

職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 

職業曝露 

(8 時間/日、5 日/週) 
－ 

エンドポイント 肝臓組織の変化 神経行動学的な障害 － 
肝毒性 

(血清の肝酵素の上昇) 

肝・腎毒性 

(血清 ALT、尿酸の上昇) 
神経行動学的な影響 肝毒性と麻酔作用 － 

N(L)OAEL LOAEL 700 mg/m3 LOAE 61 mg/m3 － NOAEL 10 ppm NOAEL 10 ppm LOAE 61 mg/m3 － － 

連続曝露補正 － 
10/20m3/d×5/7d 

(61×10/20×5/7 = 21.8) 
－ 

×7/24×5/7 

(10×7/24×5/7 = 2.1) 

×7/24×5/7 

(10×7/24×5/7 = 2.0833) 

10/20m3/d×5/7d 

(61×10/20×5/7 = 21.8) 
－ － 

dosimetry 補正 － － － 
×1.5 (RGDR) 

(2.1×1.5 = 3.15) 
1 － － － 

POD 700 mg/m3 22 mg/m3 － 3.2 ppm 2.0833 ppm 22 mg/m3 － － 

不確実係数 
1,000 (UFA×UFH 

×UFS×UFL×UFDB) 

3,000 (UFH 10,  

UFS 10, UFL 10. UFDB 3) 
－ 30 (UFH 10, UFA 3) 

180 (UFH 10,  

UFA 3 UFDB 6) 

3,000 (UFH 10,  

UFS 10, UFL 10. UFDB 3) 
－ － 

リスク評価値 0.7 mg/m3 0.007 mg/m3 － 
0.4 mg/m3  

(0.1 ppm) 

0.044 mg/m3 

(0.011 ppm) 
0.007 mg/m3 

10 ppm 

(40 mg/m3) 
－ 

備考 

 

24 時間平均値。 

 

700 mg/m3は曝露濃度

ではなく、LOAEL は

この辺と推定した値。 

NOAEL は 400 mg/m3

と推測していたが、評

価に使用していない。 

連続曝露への補正は行

っていない。 

 

 

暫定のリスク評価値

(p-RfC)として設定。 

亜慢性の p-RfC として

不確実係数の 300 で除

した 0.07 mg/m3を設

定している。 

原著の曝露情報から

NIOSHA (1976)が推定

した TWA を採用し、

原著に曝露期間の情報

がなかったことから、

7 年未満の亜慢性曝露

と仮定している。 

 

 

慢性の吸入曝露の動物

実験は 2 報あったが、

1 報は単一曝露群で影

響なし、他の 1 報も発

がん影響を認めたもの

の非発がん影響につい

ては最高濃度群でも報

告がなかったとし、リ

スク評価値は非発がん

影響から設定すること

から、設定できないと

している。 

 

 

ここの RGDR はラッ

トとヒトの血液: 空気

分配係数の比であり、

ラットは 30.4、ヒトは

19.5。(30.4/19.5 = 1.56) 

(Gargas ら 1989)。 

 

血液: ガス分配係数は

ラット＞ヒトの関係に

あるため、dosimetry

補正の係数はデフォル

トの 1 を使用。 

 

0.3 倍した 0.013 mg/m3

をスクリーニング値に

設定している。 

 

US EPA (PPRTVs)の評

価を採用。 

 

 

 

 

2,061 件の室内濃度の

測定結果があり、90

パーセンタイル値は 1 

µg/m3未満でだった

が、リスク評価値を設

定していない。 

 

 
UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Spencer HC, Rowe VK, AdamS EM, Mccollister DD, Irish DD. (1951): Vapor toxicity of ethylene dichloride determined by experiments on laboratory animals. AMA Arch Ind Hyg Occup Med. 4: 482-493. 

Heppel LA, Neal PA, Perrin TL, Endicott KM, Porterfield VT. (1946): The toxicology of 1,2-dichloroethane (ethylene dichloride): V. The effects of daily inhalations. J Ind Hyg Toxicol. 28: 113-120. 

Hofmann HT, Birnstiel H, Jobst P. (1971): On the inhalation toxicity of 1,1- and 1,2-dichloroethane. Arch Toxikol. 27: 248-265. (in German). 

Kozik IV. (1957): Problems of industrial hygiene in using dichloroethane in the aircraft industry. Gig. Tr. Prof. Zabol. 1: 31-38. (in Russian). 

NIOSH (1976): Criteria for a recommended standard. Occupational exposure to ethylene dichloride (1,2-dichloroethane). 

Browning E. (1965): Toxicity and metabolism of organic solvents. p. 252. Elsevier Publishing Co., Amsterdam. 

Rosenbaum ND. (1947): Ethylene dichloride as an industrial poison. Gig. Sanit. 12: 17–21. (in Russian). 
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表２３ 有害性評価結果（慢性曝露） 1,2-ジクロロエタン その２ 

 

ファイル番号 15 16 20 21 22 24 25 26 

評価機関等 独・DFG (MAK) 独・AGS (TRGS) デンマーク オンタリオ州 日本産衛学会 環境省・初期評価 厚労省・リスク評価 NITE・初期評価 

評価年 1989 2015 1992 2020 1984 2003 2019 (案) 2005 

キー研究 － Nagano ら(2006) － － － Spreafico ら(1980) 
ACGIH 

日本産衛学会 
Spreafico ら(1980) 

動物種 － ラット、マウス － － 
ヒト、 

ラット・マウス 
ラット － ラット 

曝露状況 － 
24 ヶ月 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ － － 

12 ヶ月 

(7 時間/日、5 日/週) 
－ 

12 ヶ月 

(7 時間/日、5 日/週) 

エンドポイント － 死亡率や腫瘍の増加 － － － 
血清 ALT、LDH・

AST 低下など 
－ 

血清 ALT やγ-GST、

尿酸の上昇など 

N(L)OAEL － NOAEL 10 ppm － － － NOAEL 40 mg/m3 － NOAEL 41.1 mg/m3 

連続曝露補正 － ×1/2 － － － 
×7/24×5/7 

(40×7/24×5/7 = 8.3) 
－ 

×7/24×5/7 

(41.1×7/24×5/7 = 8.56) 

dosimetry 補正 － － － － － － － 
ラットの体重 0.35 kg、

呼吸量 0.26 m3/day 

POD － 5 ppm － － － 8.3 mg/m3 － 
6.4 mg/kg/day 

(8.56×0.26/0.35 = 6.36 

不確実係数 － 2 (UFH 5) － － － － － 100 (UFA 10, UFH 10) 

リスク評価値 － 1 ppm (4 mg/m3) 0.004 mg/m3 0.0004 µg/m3 10 ppm (40 mg/m3) － 10 ppm (40 mg/m3) － 

備考 

 

遺伝子傷害性のある発

がん物質に分類され、

安全な濃度を示すこと

ができないことから、

MAK 値は設定されて

いない。 

 

 

発がん物質の非発がん

影響をエンドポイント

にとった場合の値

(AGW アナログ値)と

して算出されていた。 

 

設定文書は入手できな

かった。 

寄与値（B 値）であ

り、バックグラウンレ

ベルを考慮していな

い。土壌汚染による室

内空気質基準としても

使用される。 

 

 

年平均値として設定。 

この値をもとにして、

別途、24 時間の評価

ができるように 24 時

間平均値 0.002 mg/m3

も設定している。 

 

 

1984 年時点で入手可

能であった情報を総合

的に評価して設定され

たものと思われる。 

 

8.3 mg/m3を無毒性量

等に設定して MOE で

評価している。 

 

上記は二次評価値。 

一次評価値は、発がん

性が疑われ、遺伝毒性

があり、閾値がない場

合に該当するが、生涯

過剰発がん 1×10-4レ

ベルに相当する曝露濃

度が設定できないた

め、設定していない。 

 

 

MOE による評価を行

っている。 

 
UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 
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表２４ 有害性評価結果（急性曝露） 1,2-ジクロロエタン その１ 

 

ファイル番号 06 08 

評価機関等 ATSDR テキサス州 

評価年 2022 (案) 2016 

キー研究 Hotchkiss ら(2010) Hotchkiss ら(2010) 

動物種 ラット ラット 

曝露状況 4～8 時間 4～8 時間 

エンドポイント 嗅上皮の変性、壊死 嗅上皮の変性、壊死 

N(L)OAEL BMDL10 57.42 ppm NOEL 50 ppm 

連続曝露補正 － － 

dosimetry 補正 ×0.16 (RGDRET)  1 

POD 
9.19 ppm 

(57.42×0.16 = 9.187) 
100 ppm 16.6667 ppm 

不確実係数 30 (UFA 3, UFH 10) 
180 (UFH 10, 

UFA 3, UFDB 6) 

180 (UFH 10, 

UFA 3, UFDB 6) 

リスク評価値 
0.3 ppm 

(1 mg/m3) 

2.2 mg/m3 

(0.55 ppm) 

0.38 mg/m3 

(0.093 ppm) 

備考 

 

暫定のリスク評価値。 

 

RGDRET = 

(0.167/15)/(13.8/200) 

ラットとヒトの呼吸量 

0.167、13.8 L/min 

胸郭外表面積 

15、200 cm2 

 

 

2.2 mg/m3を 1 時間値として設定。 

8 時間曝露の NOEL が 50 ppm のため、次式か

ら 1 時間曝露の濃度を 100 ppm と算出。 

(50 ppm)3×8 h = C3×1 h 

C = [(50 ppm)3×(8 h/1 h)]1/3 = 100 ppm 

別途、0.3 倍した 0.65 mg/m3を 1 時間のスクリ

ーニング値に設定している。 

 

0.38 mg/m3を 24 時間値に設定している。 

24 時間値の POD は次の関係式により算出。 

50 ppm×8 h = C×24 h 

 

血液: ガス分配係数はラット＞ヒトの関係にあ

るため、dosimetry 補正の係数はデフォルトの 1

を使用。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Hotchkiss JA, Andrus AK, Johnson KA, Krieger SM, Woolhiser MR, Maurissen JP. (2010): Acute toxicologic and neurotoxic effects of inhaled 1,2-dichloroethane in adult Fischer 344 rats. Food Chem Toxicol. 48: 470-481. 
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表２５ 1,2-ジクロロエタンの許容濃度 
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１－９ アクロレイン（CAS 107-02-8） 

 急性毒性、反復曝露の一般毒性、生殖発生毒性、遺伝子傷害性、発がん性に関する多くの知

見が得られており、IARC ではグループ 2A の発がん物質に分類している。 

 国内外の評価機関において設定されたアクロレインの慢性曝露に対するリスク評価値の概

要を表２６に、急性曝露に対するリスク評価値の概要を表２７に示す。 

 キー研究についてみると、非発がんの慢性リスク評価値では Feron ら(1978)、Dorman ら

(2008)のラットに 13 週間吸入曝露させた試験結果が多くの機関で採用されており、エンドポ

イントはともに鼻への影響であり、NOAEL は Feron ら(1978) が 0.4 ppm、Dorman ら(2008) が

0.2 ppm とほぼ同程度の値であった。また、日本バイオアッセイ研究センターの 2 年間吸入曝

露の発がん試験結果が Matsumoto ら(2021)として報告されており、エンドポイントは鼻への影

響、NOAEL は 0.1 ppm であり、仏・ANSES(TRV)も 2022 年の評価で採用していたことから、

今後、多くの機関で長期間曝露のキー研究として採用される可能性が考えられた。 

 非発がんの急性のリスク評価値については、アクロレインの強い刺激性から、多くの機関

で低い値に設定されており、Weber-Tschopp ら(1977)のヒトボランティア実験の結果が多くの

機関で採用されていた。 

 なお、カナダが 2017 年に CalEPA のリスク評価値 0.00035 mg/m3 を採用して Indoor Air 

Reference Levels (IARL) に設定したが、カナダ国内の多くの住宅が IARLを超過していたため、

2021 年に実行可能性のあるリスク評価値として Residential Indoor Air Quality Gideline (RIAQG)

の曝露限界値 (長期間曝露: 24 時間平均値で 0.00044 mg/m3、短期間曝露: 1 時間平均値として

0.038 mg/m3) を設定し、少なくとも短期間曝露については問題となる住宅は多くないと評価

していたのが印象深かった。 

 主要な政府機関における労働現場での許容濃度の設定状況を表２８に示す。 
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表２６ 有害性評価結果（慢性曝露） アクロレイン その１ 

 

ファイル番号 01 02 03 04 07 08 09 

評価機関等 WHO Air (Global) IPCS EHC 127 CICAD US EPA (IRIS) ATSDR CalEPA テキサス州 

評価年 2000 1991 2002 2003 2007 2008 2015 

キー研究 Darley ら(1960) Darley ら(1960) Cassee ら(1996) Feron ら(1978) Feron ら(1978) Dorman ら(2008) Dorman ら(2008) 

動物種 ヒト ヒト ラット ラット ラット ラット ラット 

曝露状況 5 分間 5 分間 
3 日間 

(6 時間/日) 

13 週間 

(6 時間、5 日/週) 

13 週間 

(6 時間、5 日/週) 

13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

エンドポイント 眼刺激 眼刺激 
鼻の呼吸上皮及び移行

上皮の壊死や肥厚など 
鼻の病変 鼻上皮の異形成 鼻の呼吸上皮の病変 

呼吸上皮の異形成 

と回復の欠如 

N(L)OAEL LOAEL 0.13 mg/m3 LOAEL 0.13 mg/m3 BMC05 0.14 mg/m3 
NOAEL 0.4 ppm 

(0.9 mg/m3) 
NOAEL 0.4 ppm NOAEL 0.2 ppm NOAEL 0.2 ppm 

連続曝露補正 － － 
×6/24 

(0.14×6/24 = 0.035) 

×6/24×5/7 

(0.9×6/24×5/7 = 0.16) 

×6/24×5/7 

(0.4×6/24×5/7 = 0.071) 

×6/24×5/7 

(0.2×6/24×5/7 = 0.0357) 

×6/24×5/7×20/10 

(0.0357×20/10 = 0.0714) 

×6/24×5/7 

(0.2×6/24×5/7 = 0.0357) 

dosimetry 補正 － － － 
×0.14 (RGDRET) 

(0.16×0.14 = 0.0224) 

×0.17 (RGDRET) 

(0.071×0.17 = 0.012) 

×0.85 (DAF) 

(0.036×0.85 = 0.0306) 

×0.85 (DAF) 

(0.071×0.85 = 0.0604) 
－ 

POD 0.13 mg/m3 0.13 mg/m3 0.035 mg/m3 0.02 mg/m3 0.012 ppm 0.03 ppm 0.06 ppm 0.0357 ppm 

不確実係数 － － 100 (UFA 10, UFH 10) 
1,000 (UFA 3, UFH 10, 

UFS 10, UFL 3) 

300 (UFA 3,  

UFH 10, UFL 10) 

200 (UFA 6.4,  

UFH 10, UFS 3.2) 

200 (UFA 6.4,  

UFH 10, UFS 3.2) 
30 (UFA 3, UFH 10) 

リスク評価値 0.05 mg/m3 0.05 mg/m3 
0.0004 mg/m3 

(0.4 µg/m3) 

0.00002 mg/m3 

(0.02µg/m3) 

0.00004 ppm 

(約 0.09 µg/m3) 

0.00035 mg/m3 

(0.15 ppb) 

0.0007 mg/m3 

(0.30 ppb) 

0.0027 µg/m3 

(1.2 ppb) 

備考 

 

30 分平均値として設

定。 

 

EHC 127 の評価を採

用。 

 

 

 

 

 

 

RGDRET = 

(0.20/15)/(20/200) 

ラットとヒトの呼吸量 

0.20、20 m3/day、 

胸郭外表面積 

15、200 cm2 

 

 

中期間曝露のリスク評

価値として設定。 

 

RGDRET = 

(0.16/15)/(13.8/200) 

ラットとヒトの呼吸量 

0.16、13.8 L/min、 

胸郭外表面積 

15、200 cm2 

注：上記の式では

RGDRET は 0.17 では

なく 0.15 となる。 

 

約 0.09 µg/m3は 25℃

の換算係数 2.3 を用い

て算出した値。 

 

 

不確実係数の√10 を

3.2 として表記した。 

 

DAF の算出根拠は不

明。 

 

1 日 8 時間の曝露を繰

り返し受ける場合を想

定したリスク評価値。 

 

不確実係数の√10 を

3.2 として表記した。 

 

DAF の算出根拠は不

明。 

 

0.3 倍した 0.82 mg/m3

をスクリーニング値に

設定している。 

 
UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Darley EF, Middleton JT, Garber MJ. (1960): Phytotoxicity of gas mixtures. Plant damage and eye irritation from ozone-hydrocarbon reactions. J Agric Food Chem. 8: 483-485. 

Cassee FR, Groten JP, Feron VJ. (1996): Changes in the nasal epithelium of rats exposed by inhalation to mixtures of formaldehyde, acetaldehyde, and acrolein. Fundam Appl Toxicol. 29: 208-218. 

Dorman DC, Struve MF, Wong BA, Marshall MW, Gross EA, Willson GA. (2008): Respiratory tract responses in male rats following subchronic acrolein inhalation. Inhal Toxicol. 20: 205-216. 
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表２６ 有害性評価結果（慢性曝露） アクロレイン その２ 

 

ファイル番号 10 11 13 14 15 16 17 

評価機関等 ミシガン州 ミネソタ州 EU リスク評価書 EU ECHA (DNEL) EU SCOEL 独・AGÖF 独・DFG (MAK) 

評価年 2015 2012 2001 － 2007 2013 2012 

キー研究 US EPA (IRIS) Dorman ら(2008) Lyon ら(1970) Feron ら(1978) Roemer ら(1993) － － 

動物種 － ラット 
イヌ、サル、 

モルモット 
ラット ラット － － 

曝露状況 － 
13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

90 日間 

(24 時間/日、7 日/週) 

13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

3 日間 

(6 時間/日) 
－ － 

エンドポイント － 上気道の病変 
肺、肝臓、腎臓、脳、

心臓の非特異的炎症 
鼻粘膜の炎症 気管支粘膜の傷害 － － 

N(L)OAEL － 
NOAEL 0.2 ppm 

(0.46 mg/m3) 
LOAEL 0.5 mg/m3 LOEL 0.9 mg/m3 

LOAEL 0.2 ppm 

(0.47 mg//m3) 
－ － 

連続曝露補正 － 
×6/24×5/7 

(0.46×6/24×5/7 = 0.082) 
－ － － － － 

dosimetry 補正 － 
×0.85 (DAF) 

(0.082×0.85 = 0.0697) 
－ － － － － 

POD － 0.069 mg/m3 0.5 mg/m3 0.9 mg/m3 0.2 ppm － － 

不確実係数 － 
180 (UFA 6,  

UFH 10, UFS 3)) 

60 

(UFA 6, UFH 10)) 
－ 

5 (UFA 1, UFH 5,  

UHS 1, UFL 1) 
10 (UFH×UFL) － － 

リスク評価値 
0.00002 mg/m3 

(0.02 µg/m3) 

0.0004 mg/m3 

(0.4 µg/m3) 

0.001 mg/m3 

(1 µg/m3) 
－ 

0.2 mg/m3 

(0.9/5 = 0.18) 

0.02 ppm 

(0.05 mg/m3) 
－ － 

備考 

 

US EPA (IRIS)の評価

を採用。 

 

 

 

DAF は CalEPA の値を

採用。 

 

亜慢性のリスク評価値

として設定。 

 

MOS で評価してい

る。 

 

上記の値は労働者の吸

入曝露を想定した値。 

 

公衆の値は未算出。 

 

労働者を想定のため、

連続曝露補正は不要。 

 

0.9 mg/m3は NOAEL

に近接した値と評価し

ている。 

 

 

8 時間 TWA として設

定。 

 

774 件の室内濃度の測

定結果があり、90 パ

ーセンタイル値は 5 

µg/m3未満でだった

が、リスク評価値を設

定していない。 

 

 

1997 年まで MAK 値

が設定されていたが、

遺伝毒性があり、発が

ん性を否定できる濃度

はないとして、MAK

値が廃止された。 

現在も MAK 値は設定

されていない。 

 
UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Lyon JP, Jenkins LJ Jr, Jones RA, Coon RA, Siegel J. (1970): Repeated and continuous exposure of laboratory animals to acrolein. Toxicol Appl Pharmacol. 17: 726-732. 

Feron VJ, Kruysse A, Til HP, Immel HR. (1978): Repeated exposure to acrolein vapour: subacute studies in hamsters, rats and rabbits. Toxicology. 9: 47-57. 

Roemer E, Anton HJ, Kindt R. (1993): Cell proliferation in the respiratory tract of the rat after acute inhalation of formaldehyde or acrolein. J Appl Toxicol. 13: 103-107. 
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表２６ 有害性評価結果（慢性曝露） アクロレイン その３ 

 

ファイル番号 18 19 20 21 22 23 

評価機関等 独・AGS (TRGS) 独・AgBB オランダ 仏・ANSES (TRV) デンマーク カナダ 

評価年 2007 2018 2007 2022 1998 2000 

キー研究 Feron ら(1978) － － Matsumoto ら(2021) Dorman ら(2008) － Cassee ら(1996) 

動物種 Feron ら(1978) － － マウス ラット － ラット 

曝露状況 ラット － － 
104 週間 

(6 時間/日、5 日/腫) 

13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ 

3 日間 

(6 時間/日) 

エンドポイント 
13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ － 

気道上皮の炎症 

と過形成 
気道上皮の傷害 － 

鼻の呼吸上皮の壊死や肥厚、 

落屑、過形成など 

N(L)OAEL 鼻粘膜の炎症 － － NOAEL 0.1 ppm NOAEL 0.2 ppm － BMC05 0.14 mg/m3 LOAEL 0.57 mg/m3 

連続曝露補正 
LOAEL 0.9 mg/m3 

(0.4 ppm) 
－ － 

×6/24×5/7 

(0.1×6/24×5/7 = 0.018) 

×6/24×5/7 

(0.2×6/24×5/7 = 0.036) 
－ 

×6/24 

(0.14×6/24 = 0.035) 
－ 

dosimetry 補正 － － － 
×0.133 (RGDRET) 

(0.018×0.133 = 0.0024) 

×0.133 (RGDRET) 

(0.036×0.133 = 0.0048) 
－ － － 

POD 0.9 mg/m3 － － 
0.002 ppm 

(0.005 mg/m3) 

0.0048 ppm 

(0.01 mg/m3) 
－ 0.035 mg/m3 0.57 mg/m3 

不確実係数 
5 (UFA 1, UFH 5, 

UFS 1, UFL 1) 
－ － 25 (UFA 2.5, UFH 10) 25 (UFA 2.5, UFH 10) － 100 (UFA 10, UFH 10) 

1,000 (UFA 10, UFH 10, 

UFL×UFS 10) 

リスク評価値 0.2 mg/m3 0.014 mg/m3 
0.0005 mg/m3 

(0.5 µg/m3) 

0.0002 mg/m3 

(0.2 µg/m3) 

0.00044 mg/m3 

(0.44 µg/m3) 
0.001 mg/m3 

0.4 µg/m3 

(0.00035 mg/m3) 

0.6 µg/m3 

(0.00057 mg/m3) 

備考 

 

労働者の許容濃度。 

 

ラットは吸入毒性に対

する感受性がヒトより

高く、NOAEL に近接

した LOAEL であった

こと、曝露期間が増加

しても影響の増強や

NOAEL の低下はない

と考えられたことか

ら、これらの不確実係

数はいずれも 1 で良い

と評価された。 

 

 

ドイツの LCI 値。 

(ドイツ語では NIK)。 

 

 

年平均値で、最大許容

リスクレベルの濃度と

して設定。 

目標値は 0.01 µg/m3。 

 

設定文書は入手できな

かったが、情報源は

CICAD、EU(ECHA)、 

US EPA (IRIS)、

ATSDR とあった。 

 

RGDRET = 

(0.04/3)/(20/200)  

マウスとヒトの呼吸量 

0.04、20 m3/day、 

胸郭外表面積 

3、200 cm2 

 

 

 

 

 

室内空気環境ガイドラ

イン(2022)は上記の値

を採用して、慢性曝露

のリスク評価値として

いる。 

 

中期のリスク評価値と

して設定(14 日～1 年) 

 

RGDRET = 

(0.2/15)/(20/200)  

マウスとヒトの呼吸量 

0.2、20 m3/day、 

胸郭外表面積 

15、200 cm2 

 

室内空気環境ガイドラ

イン(2022)は上記の値

を丸めて 0.0004 mg/m3 

(0.40 µg/m3)とし、14

日～1 年間曝露のリス

ク評価値としている。 

 

 

設定文書は入手できな

かった。 

寄与値（B 値）であ

り、バックグラウンレ

ベルを考慮していな

い。土壌汚染による室

内空気質基準としても

使用される。 

 

耐用濃度 (TC) は 0.4～0.6 µg/m3の範囲内にあ

るとしていた。 

 
UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Matsumoto M, Yamano S, Senoh H, Umeda Y, Hirai S, Saito A, Kasai T, Aiso S. (2021): Carcinogenicity and chronic toxicity of acrolein in rats and mice by two-year inhalation study. Regul Toxicol Pharmacol. 121: 104863. 

日本バイオアッセイ研究センター (2016): アクロレインのマウスを用いた吸入によるがん原性試験報告書. 
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表２６ 有害性評価結果（慢性曝露） アクロレイン その４ 

 

ファイル番号 24 25 26 27 28 29 30 31 

評価機関等 カナダ・室内空気 カナダ・室内空気 オンタリオ州 アルバータ州 日本産衛学会 環境省・初期評価 厚労省・リスク評価 NITE・初期評価 

評価年 2017 2021 2012 2013 1973 2004 2020 (案) 2006 

キー研究 CalEPA Dorman ら(2008) － オンタリオ州 ACGIH Feron ら(1978) UK WEL Lyon ら(1970) 

動物種 － ラット － － － ラット － イヌ 

曝露状況 － 
13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ － － 

13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ 

90 日間 

(24 時間/日、7 日/週) 

エンドポイント － 気道上皮の傷害 － － － 鼻粘膜の変性 － 
肺気腫、肝臓や腎臓の

非特異的炎症等 

N(L)OAEL － NOAEL 0.46 mg/m3 － － － LOAEL 0.92 mg/m3 － LOAEL 0.5 mg/m3 

連続曝露補正 － 
×6/24×5/7 

(0.46×6/24×5/7 = 0.082) 
－ － － 

×6/24×5/7 

(0.92×6/24×5/7 = 0.082) 
－ － 

dosimetry 補正 － 
×0.13 (RGDRET) 

(0.082×0.13 = 0.0107) 
－ － － － － 

イヌの体重 11.9 kg、 

呼吸量 3.62 m3 

POD － 0.011 mg/m3 － － － 0.16 mg/m3 － 
0.15 mg/kg/day 

(0.5×3.62/11.9 = 0.152) 

不確実係数 － 25 (UFA 2.5, UFH 10) － － － － － 
5,000 (UFA 10,  

UFH 10, UFS 5, UFL 10) 

リスク評価値 
0.00035 mg/m3 

(0.35 µg/m3) 

0.00044 mg/m3 

(0.44 µg/m3) 

0.0004 mg/m3 

(0.4 µg/m3) 

0.0004 mg/m3 

(0.4 µg/m3) 

0.1 ppm 

(0.23 mg/m3) 
－ 

0.02 ppm 

(0.05 mg/m3) 
－ 

備考 

 

Indoor Air Reference 

Levels (IARL)として設

定されている。 

 

CalEPA、カナダ、US 

EPA の先行評価例の

中から CalEPA を採用

している。 

 

 

 

 

 

Residential Indoor Air 

Quality Guideline 

(RIAQG) の曝露限界

値(24 時間平均)として

設定している。 

 

多くの住宅が IARL を

超過しているため、実

行可能性のある長期間

曝露の限界値として、

短期間曝露の限界値と

ともに設定している。 

 

 

24 時間平均値。 

 

24 時間平均値。 

 

 

 

UFs 10、UFL 10 で除

した 0.0016 mg/m3を

無毒性量等に設定して

MOE で評価してい

る。 

 

 

一次評価値は設定でき

なかったので、上記の

値は二次評価値。 

 

MOE による評価を行

っている。 

 
UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

 

 

 

228



 

 

表２７ 有害性評価結果（急性曝露） アクロレイン その１ 

 

ファイル番号 05 06 07 08 

評価機関等 US EPA (AEGL) US EPA (RED) ATSDR CalEPA 

評価年 2010 2008 2007 2008 

キー研究 Weber-Tschopp ら(1977) Weber-Tschopp ら(1977) Ballantyne ら(1989) Weber-Tschopp ら(1977) Weber-Tschopp ら(1977) Darley ら(1960) Weber-Tschopp ら(1977) 

動物種 ヒト ラット ヒト ヒト ヒト ヒト 

曝露状況 
35 分間 (0 ppm から 

0.6 ppm まで増加) 
1 時間 1 時間、4 時間 1 時間 1 時間 5 分間 40 分間 

エンドポイント 
眼刺激や癪気、 

不快感 
呼吸数の減少 死亡 眼刺激 

鼻と喉の刺激、 

呼吸数の減少 

呼吸数の減少、 

鼻と喉の刺激 
眼刺激 眼刺激 

N(L)OAEL LOAEL 0.09 ppm NOAEL 0.3 ppm 
NOAEL 14 ppm(1 hr) 

NOAEL 4.8 ppm (4 hr) 
LOAEL 0.09 ppm LOAEL 0.3 ppm LOAEL 0.3 ppm LOAEL 0.06 ppm LOAEL 0.07 ppm 

連続曝露補正 － － － － － － － － 

dosimetry 補正 － － － － － － － － 

POD 0.09 ppm 0.3 ppm 14 0.09 ppm 0.3 ppm 0.3 ppm 0.06 ppm 0.007 ppm 

不確実係数 3 (UFH 3) 3 (UFH 3) 10 (HFA 3, UFH 3) 30 (UFH 3, UFL 10) 100 (UFH 10, UFL 10) 100 (UFH 10, UFL 10) 60 (UFH 10, UFL 6) 60 (UFH 10, UFL 6) 

リスク評価値 0.03 ppm 
0.10 ppm (1 時間値) 

(0.3/3 = 0.1) 

1.0 ppm (1 時間値) 

(14/10 =1.4) 
0.003 ppm 0.003 ppm 0.003 ppm 

0.001 ppm             0.00012 ppm 

0.0025 mg/m3 (0.0011 ppm) 

備考 

 

AEGL-1 として設定。 

エンドポイントとした

軽微な刺激は一般的に

閾値をもつ影響であ

り、曝露時間が長くな

っても大幅に増強され

ることはないと予想さ

れるため、10、30 分

間、1、4、8 時間の値

は同じとしている。 

 

 

C1.2×t = k の式から、

1 時間の曝露時は

0.31.2×1 = 0.236 ppm･h 

これを各曝露時間で除

して 1.2 乗根をとり、

UF で除して各時間の

値を算出。 

10 分：0.44 ppm 

30 分：0.18 ppm 

1、4、8時間：0.10 ppm 

刺激によるため、左記

と同じ理由で 1 時間以

上は同じ値。 

 

 

C1.2×t = k の式から、

1 時間の曝露時は 

141.2×1 = 23.7 ppm･h 

4 時間の曝露時は 

4.81.2×4 = 26.27 ppm･h 

10、30 分の値は 23.7 

ppm･h、4、8 時間の

値は 26.27 ppm･h の

1.2 乗根をとり、UF

で除して算出。 

10 分：6.2 ppm 

30 分：2.5 ppm 

4 時間：0.48 ppm 

8 時間：0.27 ppm 

 

 

0.003 ppm は吸入リスクが懸念されない曝露レ

ベルであるとして評価されている。 

 

 

 

幾何平均値をとって 0.0025 mg/m3を設定。 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Weber-Tschopp A, Fischer T, Gierer R, Grandjean E. (1977): Experimentally induced irritating effects of acrolein on men. Int Arch Occup Environ Health. 40: 117-130. (in German). 

Ballantyne B, Dodd DE, Pritts IM, Nachreiner DJ, Fowler EH. (1989): Acute vapour inhalation toxicity of acrolein and its influence as a trace contaminant in 2-methoxy-3,4-dihydro-2H-pyran. Hum Toxicol. 8: 229-235. 
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表２７ 有害性評価結果（急性曝露） アクロレイン その２ 

 

ファイル番号 09 11 12 15 18 20 21 25 

評価機関等 テキサス州 ミネソタ州 ACGIH EU SCOEL 独・AGS (TRGS) オランダ 仏・AGS (TRV) カナダ・室内空気 

評価年 2015 2012 1997 2007 2007 2007 2022 2021 

キー研究 Weber-Tschopp ら(1977) Weber-Tschopp ら(1977) 
ヒトや実験動物 

の知見 

Weber-Tschopp ら(1977) 

Darley ら(1960) 
－ － ATSDR Dwivedi ら(2015) 

動物種 ヒト ヒト ヒトや実験動物 ヒト － － － ヒト 

曝露状況 1 時間 － － 
～35 分間 

5 分間 
－ － － 2 時間 

エンドポイント 
眼、鼻、喉の刺激 

呼吸数の減少 
眼刺激 刺激 眼刺激 － － － 眼刺激 

N(L)OAEL LOAEL 0.3 ppm 
LOAEL 0.07 ppm 

(0.16 mg/m3) 
－ 

LOAEL 0.09 ppm 

NOAEL 0.06 ppm 
－ － － NOAEL 0.115 mg/m3 

連続曝露補正 － － － － － － － － 

dosimetry 補正 － － － － － － － － 

POD 0.3 ppm 0.16 mg/m3 － － － － － － 

不確実係数 63 (UFH 10, UFL 6.3) 30 (UFH 10, UFL 3) － － － － － 3 (UFH 3) 

リスク評価値 
0.011 mg/m3 

(0.0048 ppm) 
0.005 mg/m3 

0.1 ppm 

(0.23 mg/m3) 

0.05 ppm 

(0.12 mg/m3) 
0.4 mg/m3 0.025 mg/m3 

0.0069 mg/m3 

(0.003 ppm) 

0.038 mg/m3 

(0.115/3 = 0.0383) 

備考 

 

0.3 倍の 0.0032 mg/m3

をスクリーニング値に

設定している。 

 

  

天井値 (TLV-C)として

設定されている。 

 

STEL (15 分)として設

定。 

 

長期の許容濃度 (0.2 

mg/m3) に超過係数の

2 を乗じた値。 

 

Weber-Tschopp ら(1977) 

のヒトの眼瞼閉鎖反射

の NOAEL 0.4 mg/m3

からも同じ値が導出で

きるとしている。 

 

 

30 分間値。 

 

設定文書は入手できな

かったが、情報源は

CICAD、EU(ECHA)、 

US EPA (IRIS)、

ATSDR とあった。 

 

通常の急性曝露は 1～

14 日の曝露期間だ

が、刺激性を考慮して

24 時間の曝露期間と

した。 

 

室内空気環境ガイドラ

イン(2022)は上記の値

を丸めて 0.007 mg/m3 

(7 µg/m3)とし、1～14

日間曝露のリスク評価

値に設定している。 

 

 

Residential Indoor Air 

Quality Guideline 

(RIAQG) の曝露限界

値(1 時間平均)として

設定している。 

 

多くの住宅が IARL を

超過のため、実行可能

性のある短期間曝露の

リスク評価値として長

期間駁論値とともに設

定している。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Dwivedi AM, Johanson G, Lorentzen JC, Palmberg L, Sjögren B, Ernstgård L. (2015): Acute effects of acrolein in human volunteers during controlled exposure. Inhal Toxicol. 27: 810-821. 
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表２７ 有害性評価結果（急性曝露）（急性曝露） アクロレイン その３ 

 

ファイル番号 26 27 30 

評価機関等 オンタリオ州 アルバータ州 厚労省・リスク評価 

評価年 2012 2013 2020 (案) 

キー研究 － オンタリオ州 ACGIH 

動物種 －  － 

曝露状況 －  － 

エンドポイント －  － 

N(L)OAEL －  － 

連続曝露補正 －  － 

dosimetry 補正 －  － 

POD －  － 

不確実係数 －  － 

リスク評価値 
0.0045 mg/m3 

(4.5 µg/m3) 

0.0045 mg/m3 

(4.5 µg/m3) 

0.1 ppm 

(0.229 mg/m3) 

備考 

 

1 時間平均値。 

 

1 時間平均値。 

 

 

 

 

一次評価値は設定でき

なかったので、上記の

値は二次評価値。 

 

天井値 (TLV-C)として

設定されている。 
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表２８ アクロレインの許容濃度 
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１－１０ ユニットリスクの設定状況 

 調査対象物質のユニットリスクについては、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、

1,2-ジクロロエタンの 3 物質について設定されていたことから、その概要を取りまとめて、表

２９、表３０、表３１にそれぞれ示した。 

 トリクロロエチレンでは、11 機関がユニットリスクを設定していた。 

 WHO Air (Europe)が動物実験結果から、US EPA (IRIS)が疫学研究からユニットリスクを設

定しており、これらを参考にして設定している機関が多かった。 

 動物実験結果では、ラットの精巣のライディッヒ細胞腫、マウスの肺の腺腫＋癌、肝細胞癌

＋腺腫、悪性リンパ腫の発生状況をもとにユニットリスクが算出されていた。 

 一方、疫学知見では腎細胞癌が主な対象となっており、ホジキンリンパ腫、肝臓がんのリス

クも考慮してユニットリスクが設定されていた。 

 また、独・室内空気では、疫学知見から求めた腎臓がんの過剰リスクを POD にとり、腎毒

性の閾値とみなせる濃度で屈折する直線を量反応関係とするドイツ AGS (Committee on 

Hazardous Substances)のモデルを採用し、低濃度側の量反応関係からユニットリスクを算出し

た EU の RAC (The Committee for Risk Assessment) の評価を採用していた。BMD 法に比べて

簡便であり、POD から原点に外挿する方法に比べて低濃度側のリスクが過大評価されないこ

とから、興味深い手法であった。 

 テトラクロロエチレンでは、8 機関がユニットリスクを設定していた。 

 いずれの機関も動物実験結果からユニットリスクを設定しており、NTP の試験結果を採用

していたテキサス州を除くと、他はすべて日本バイオアッセイ研究センターの試験結果をも

とにユニットリスクが設定されていた。 

 肝細胞腺腫＋癌の発生状況をもとにユニットリスクを設定していた機関が多かったが、ハ

ーダー腺腫や血管腫、血管肉腫を含めた多発性腫瘍、単核細胞白血病の発生状況をもとに設

定していた機関もあった。 

 1,2-ジクロロエタンでは、16 機関がユニットリスクを設定していた。 

いずれの機関も動物実験結果からユニットリスクを設定しており、採用したデータの明記が

なかった 2 機関を除くと、NCI の試験結果 (血管肉腫) が 5 機関、日本バイオアッセイ研究セ

ンター(Nagano ら 2006 を含む)の試験結果 (乳腺腫瘍) が 9 機関で採用されていた。 

 独・室内空気では、10-6のリスクレベルの濃度が室内空気測定値(2,000 件超)の 95 パーセン

タイル値よりも低くなることから指針値に採用しないで予備的な値として設定し、指針値に

は 95 パーセンタイル値が設定されていたことから、現実的な対応と考えられた。 

 アクロレインは IARC で 2A 分類の発がん物質であるにもかかわらず、ユニットリスクの設

定に関して情報は得られなかった。しかし、DFG が遺伝毒性物質と評価していること、吸入

曝露の発がん性試験でラット及びマウスの鼻腔にがんの発生を認めた日本バイオアッセイ研

究センターの試験結果が Matsumoto ら(2016)として発表されていることから、今後、ユニット

リスクを算出する評価機関が現れるものと考えられる。 
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表２９ トリクロロエチレンのユニットリスクの設定状況 
 

File 
No 

評価機関とユニットリスクの概要 

01 

WHO Air (Europe)  (2000) 

Maltoni ら(1988)の発がん性試験の結果をもとに線形多段階モデルを適用し、ユニットリス

クを B3C6F1 マウスの肺腺腫の発生状況から 9.3×10-8、Swiss マウスの肺の腺腫＋癌の発

生状況から 1.6×10-7、ラットの精巣のライディッヒ細胞腫の発生状況から 4.3×10-7 と算

出し、ライディッヒ細胞腫が最も高感受性のエンドポイントとして 4.3×10-7/(µg/m3)を採

用している。 

10-5のリスクレベルの濃度は 23 µg/m3となる。 

02 WHO Air (Grobal)  (2000) 

WHO Air (Europe) (2000)の 4.3×10-7/(µg/m3)を採用している。 

03 WHO Indoor Air (2010) 

WHO Air (Europe) (2000)の 4.3×10-7/(µg/m3)を採用している。 

04 US EPA (IRIS)  (2011) 

Charbotel ら(2006)の腎細胞癌の症例対照研究をもとに LEC01を 1.82 ppm と算出し、これを

非ホジキンリンパ腫、肝臓がんのリスクを考慮して 4 で除した 0.455 ppm (2.4 mg/m3)を

POD としてユニットリスクを 4.1×10-6/(µg/m3)と算出している。 

10-5のリスクレベルの濃度は 2.4 µg/m3となる。 

07 

 

CalEPA (2011) 

Bell ら(1978)の雄マウスの肝細胞の癌＋腺腫、Henschler ら(1980)の雌マウスの悪性リン

パ腫、Fukuda ら(1983)の雌マウスの肺腺癌、Maltoni ら(1986)の雄マウスの肝細胞癌の

発生状況と PBPK モデルによる体内濃度に多段階線型モデルを適用し、それぞれの試験

結果から得られたユニットリスクを幾何平均して 2.0×10-6/(µg/m3)を算出している。 

10-5のリスクレベルの濃度は 5.0 µg/m3となる。 

09 ミシガン州(2017) 

US EPA (IRIS)のユニットリスク 4.1×10-6/(µg/m3)を採用している。 

10 ミネソタ州(2018) 

Charbotel ら(2006)及び Raaschou-Nielsen ら(2003)の労働者の疫学調査結果をもとに、腎臓

がん、肝臓がん、非ホジキンリンパ腫の発生状況から、ユニットリスクを 6.78×10-6/(µg/m3)

と算出し、10-5のリスクレベルの 1.5 µg/m3を丸めた 2 µg/m3をがんのリスク評価値として

いる。 

15 独・室内空気 (2015) 

ドイツの AGS (Committee on Hazardous Substances)は、過剰リスクは 75 ppm の曝露で 5％

であったこと、腎毒性の閾値は 6 ppm と見なせることから、75 ppm で 5％の点と原点を結

んだ直線から 6 ppm における過剰リスクを 0.4％と算出し、これを×1/10 した 0.04％を 6 

ppm における過剰リスクとし、原点、0.04％、5％の点を結んだ量反応関係を提案した。EU

の RAC (The Committee for Risk Assessment)は低濃度側の量反応関係から労働者のユニット

リスクを 1.2×10-5(mg/m3)と算出し、労働者と公衆の調整係数 5.3 ( = 20m3/d/10m3/d×7d/5d

×52w/48w×70y/40 =5.3)を乗じた 6.4×10-5/(mg/m3)を公衆のユニットリスクとした。独の

室内空気では、6.4×10-5/(mg/m3)のユニットリスクを採用し、10-6のリスクレベルの濃度と

して 0.02 mg/m3 (20 µg/m3)をリスク評価値に設定している。 

10-5のリスクレベルの濃度は 156 µg/m3となる。 

20 仏・ANSES (TRVs)  (2018) 
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US EPA (2011)が Charbotel ら(2006)の腎細胞癌の症例対照研究をもとに算出した 1.82 ppm

の LEC01を POD に採用してユニットリスクを 5.49×10-3/ppm 又は 1.0×10-6/(µg/m3)と算出

し、10-4、10-5、10-6のリスクレベルの濃度を 100、10、1 µg/m3としている。 

20 仏・ANSES (室内空気)  (2009) 

WHO Europe のユニットリスク 4.3×10-7/(µg/m3)を採用し、10-5、10-6のリスクレベルの濃

度を提示している。 

2018 年更新の ANSES の室内空気ガイドライン値の一覧表に掲載されていたが、上記の

TRVs との関係は不明。 

23 カナダ (2021) 

US EPA (IRIS)の評価を採用している。 

Charbotel ら(2006)の腎細胞癌の症例対照研究をもとに LEC01を 1.82 ppm と算出し、これを

非ホジキンリンパ腫、肝臓がんのリスクを考慮して 4 で除した 0.455 ppm (2.4 mg/m3)を

POD としてユニットリスクを 4.1×10-6/(µg/m3)と算出している。 

10-5のリスクレベルの濃度は 2.4 µg/m3となる。 
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for Air Environmental Impacts Analysis Unit, Environmental Health Division. 
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Innenraumluft. Bundesgesundheitsbl 58:762–768. 
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表３０ テトラクロロエチレンのユニットリスクの設定状況 
 

File 
No 

評価機関とユニットリスクの概要 

04 CICAD (2006) 

日本バイオアッセイ研究センター (1993) のがん原性試験における雄マウスの肝細胞腺腫

＋癌の発生状況にマルチステージモデルを適用して BMDL10 を 20 mg/m3 と算出し、ユニ

ットリスクを 5.2×10-6/(µg/m3)とした。 (注：0.1/(20×1000) = 5.0×10-6/(µg/m3)となるから、

計算に用いた BMDL10の値は少数以下の値を持った数値と考えられる。) 

10-5のリスクレベルの濃度は 1.9 µg/m3となる。 

05 US EPA (IRIS)  (2012) 

日本バイオアッセイ研究センター (1993) のがん原性試験における雄マウスの試験結果を

もとに、PBPK モデルによる体内負荷量と肝細胞腺腫＋癌の発生状況にマルチステージモ

デルを適用して BMDL10, HECを 57 ppm (3.9×105 µg/m3)と算出し、これからユニットリス

クを 2.6×10-7/(µg/m3)とした。 

10-5のリスクレベルの濃度は 40 µg/m3となる。(注：IRIS の Summary では 40 µg/m3と丸め

た数値で記載されているが、丸める前の値を計算すると 38 µg/m3となる。) 

08 CalEPA (2016) 

日本バイオアッセイ研究センター (1993) のがん原性試験における雄マウスの多発性腫瘍

（肝細胞腺腫＋癌、ハーダー腺腫瘍、血管腫、血管肉腫）の発生状況から 4.02×10-6/(µg/m3)、

雄ラットの単核細胞白血病の発生状況から 4.81×10-6/(µg/m3)、NTP (1986)の雄マウスの肝

細胞腺腫＋癌の発生状況から 4.44×10-6/(µg/m3)、雄ラットの多発性腫瘍(単核細胞白血病、

精巣間質細胞腫瘍、腎臓腺腫＋癌、脳の神経膠腫)の発生状況から 1.57×10-5/(µg/m3)とそれ

ぞれユニットリスクを算出し、これらの値の幾何平均値をとってユニットリスクを 6.1×

10-6/(µg/m3)とした。 

10-5のリスクレベルの濃度は 1.6 µg/m3となる。 

09 テキサス州 (2008)  

NTP (1986)のマウスの肝細胞腺腫＋癌の発生状況をもとに、PBPK モデルで種間補正を行

って算出した Clewell ら(2005)のユニットリスク 3.8×10-7/(µg/m3)を採用し、10-5 のリスク

レベルの濃度 0.026 mg/m3をスクリーニング値に設定している。 

10 ミシガン州(2017) 

US EPA (IRIS)のユニットリスク 2.6×10-7/(µg/m3)を丸めて、3.0×10-7/(µg/m3)をユニットリ

スクに設定している。 

11 ミネソタ州 (2014) 

日本バイオアッセイ研究センター (1993) の雌雄ラットの単核細胞白血病の発生状況をも

とに、PBPK モデルで種間補正を行って算出したユニットリスク 3×10-6(µg/m3)から、がん

をエンドポイントにした慢性のリスク評価として 10-5のリスクレベルの濃度 2 µg/m3を設

定したとされていた。(計算では、10-5のリスクレベルの濃度は 3.3 µg/m3となるが。) 

なお、子供の曝露を考慮して年齢で調整するとユニットリスクは 5×10-6/(µg/m3)となり、

これから 10-5のリスクレベルの濃度を算出すると 2 µg/m3となることも記載されていた。 

 

21 仏・ANSES (TRV)  2018 

日本バイオアッセイ研究センター (1993) の雄マウスの肝細胞腺腫＋癌の発生状況をもと

に、PBPK モデルで種間補正を行って算出した BMCL10 3.9×105 µg/m3から、ユニットリス

クを 2.6×10-7(µg/m3)とし、10-5のリスクレベルの濃度は 40 µg/m3となる US EPA (IRIS)の
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評価を採用している。 

29 厚労省・リスク評価 (2018 案) 

US EPA (IRIS)のユニットリスク 2.6×10-7/(µg/m3)を採用して 10-4 のリスクレベルの濃度

384 µg/m3を求め、この値を労働補正の係数 (呼吸量: 10/20×労働日数: 240/365×労働年数: 

45/75 = 0.2)で除して算出した 1,920 µg/m3 (1.92 mg/m3)を一次評価値に設定した。 

なお、二次評価値は ACGIH の TLV-TWA の 170 mg/m3を採用して設定した。 
 

日本バイオアッセイ研究センター (1993): テトラクロロエチレンのラット及びマウスを用いた吸

入によるがん原性試験報告書. 

NTP (1986): Toxicology and carcinogenesis studies of tetrachloroethylene (perchloroethylene) (CAS No. 

127-18-4) in F344/N rats and B6C3F1 mice (Inhalation Studies). NTP TR 311. 

Clewell HJ, Gentry PR, Kester JE, Andersen ME. (2005): Evaluation of physiologically based 

pharmacokinetic models in risk assessment: an example with perchloroethylene. Crit Rev Toxicol. 35: 

413-433. 

 

文書番号 

04 WHO (2006) Tetrachloroethene. Concise International Chemical Assessment Document (CICAD) 68. 

05 USEPA (2012) Toxicological Review of Tetrachloroethylene. EPA/635/R-08/011F, U.S. Environmental 

Protection Agency, Washington, DC. 

08 CalEPA (2016) Perchloroethylene Inhalation Cancer Unit Risk Factor. Technical Support Document for 

Cancer Potency Factors. Air Toxics Hot Spots Program. Office of Environmental Health Hazard 

Assessment, California Environmental Protection Agency 

09 TCEQ (2008) Tetrachloroethylene (PCE). Development Support Document, TEXAS COMMISSION ON 

ENVIRONMENTAL QUALITY. 

10 Michigan (2020) VOLATILIZATION TO INDOOR, AIR Recommendations for Interim Action 

Screening Levels and Time Time-Sensitive Interim Action Screening Levels. 

11 Minnesota (2014) Tetrachloroethylene – Guidance for Air. Minnesota Depaerment Health. 

21 ANSES (2018) OPINION of the French Agency for Food, Environmental and Occupational Health & 

Safety on the proposed TRV by the respiratory route for perchloroethylene (CAS No. 127-18-4). Request 

No 2016-SA-0117. 

29 厚生労働省 (2018)  平成 30 年度第５回有害性評価小検討会. 平成 30 年度リスク評価対象物

質の有害性評価について, リスク評価書案, テトラクロロエチレン. 平成 30 年 12 月 17 日
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表３１ 1,2-ジクロロエタンの設定状況 
 

File 
No 

評価機関とユニットリスクの概要 

02 WHO Air (Global) (2000) 

CICAD 1 (1998)を引用してユニットリスクは (0.5～2.8)×10-6/(µg/m3)とされていた。 

CICAD 1 には 10-5のリスクレベルの濃度として 3.6～20 µg/m3、10-6のリスクレベルの濃度

として 0.36～2.0 µg/m3 と記載されているだけで、ユニットリスクは示されていなかった

が、WHO が逆算して得られた値を記載していた。 

03 CICAD （1998） 

ラット及びマウスに 78週間経口投与したNCI (1978)の試験結果を多段階モデルで検討し、

標準的な 104 週間の試験における腫瘍発生率に調整して求めた腫瘍発生率の 5％増加 

(TD0.05S) は 6.2～34 mg/kg/day でだった。これから 5,000～50,000 のマージンをとると本質

的に無視できるリスク (10-5～10-6) となり、対応する濃度は 3.6～20 µg/m3 又は 0.36～2.0 

µg/m3 (経口で 1.2～6.8 µg/kg/day 又は 0.12～0.68 µg/kg/day) とされていた。 

5％(0.05)を×1/5,000～1/50,000 すると 10-5～10-6になるため、TD0.05Sを POD としたユニッ

トリスクの考え方と一致する。なお、経口から吸入への換算方法については記載がなかっ

た。 

04 US EPA (1987) 

NCI (1978)の 78 週間経口投与した雄ラットにおける血管肉腫の発生状況に線形多段階モ

デルを適用してスロープファクターを 9.1×10-2/(mg/kg//day)と算出し、これを吸収率 100％

と仮定して吸入換算し、ユニットリスクを 2.6×10-5/(µg/m3)とした。 

10-5のリスクレベルの濃度は 0.4 µg/m3となる。 

07 CalEPA (1985) 

NCI (1978)の 78 週間経口投与した雄ラットにおける血管肉腫の発生状況に線形多段階モ

デルを適用してスロープファクターを 7.2×10-2/(mg/kg//day)と算出し、これを吸収率 100％

と仮定して吸入換算し、ユニットリスクを 2.1×10-5/(µg/m3)とした。 

10-5のリスクレベルの濃度は 0.5 µg/m3となる。 

08 テキサス州 (2016)  

Naganoら(2006)の発がん性試験における雌ラットの乳腺腫瘍の発生状況をもとに BMD 法

を用いて BMDL10 を 40.1 ppm と算出し、×6/24×5/7 して連続曝露に補正して PODADJ を

7.1607 ppm とした。血液: ガス分配係数はヒト＜ラットの関係にあることからデフォルト

の係数 1 を採用して PODHECを 7.1607 ppm とし、これからユニットリスクを 1.4×10-2/ppm

又は 3.4×10-6/(µg/m3)と算出して、10-5のリスクレベルの濃度 2.9 µg/m3 (0.71 ppb)をスクリ

ーニング値に設定している。 

09 ミシガン州 (2015) 

US EPA (IRIS)のユニットリスク 2.6×10-5/(µg/m3)を採用している。 

11 EU ECHA (DNEL) 

Naganoら(2006)の発がん性試験における雌ラットの乳腺腫瘍の発生状況をもとに BMD 法

を用いて T25 (25％の過剰発生率を示す濃度)を 99 ppm と算出し、×6/24×5/7 して連続曝

露に補正して corr.T25 を 17.7 ppm (72.7 mg/m3)とした。corr.T25 を POD として 25,000 で除

して (0.25/25,000 = 10-5)、10-5のリスクレベルの濃度を 0.0029 mg/m3と算出している。 

なお、この量反応関係をユニットリスクの形で示すと 3.4×10-6/(µg/m3)となる。 

12 EU SCOEL (2016) 

SCOEL の発がん分類 A の発がん物質と評価し、安全な許容濃度は設定できないとしてい
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る。その上で、Nagano ら(2006)の発がん性試験における雌ラットの乳腺腫瘍の発生状況を

もとに得られた BMD10 37.8 ppm を次式によって一般環境から労働環境に変換して POD 

38.58 ppm を求め、10-1～10-5のリスクレベルの濃度を 158,660～15.866 µg/m3としている。 

POD = BMD10×6.7 m3/10 m3×75 year/40 year×6 hours/8 hours×52 weeks/48 weeks 

  = 37.8×6.7/10×75/40×6/8×52/48 = 38.583 ppm 

13 独・室内空気 (2018) 

独・AGÖF の 2,000 件を超える室内濃度測定結果の 95 パーセンタイル値は 1 µg/m3未満で

あった。一方、AGS (2015) が Nagano ら(2006)の発がん性試験における雌ラットの乳腺腫

瘍の発生状況をもとに算出した BMD10は 205 mg/m3であり、×6/24×5/7 して連続曝露に

補正すると 36.6 mg/m3となることから、10-5で除して 10-6のリスクレベルの濃度を求める

と 0.37 µg/m3 となり、室内濃度の 95 パーセンタイル値よりも小さい。このため、室内濃

度の指針値として 95 パーセンタイル値の 1 µg/m3を採用し、予備的(preliminary)な値とし

て設定する。 

なお、この量反応関係をユニットリスクの形で示すと 2.7×10-6/(µg/m3)となる。 

16 独・AGS (TRGS)  (2015) 

Nagano ら(2006)の発がん性試験における雌ラットの乳腺腫瘍の発生状況をもとに BMD10

を 205 mg/m3と算出し、×0.5×52/48×75/40 して職場の曝露に補正すると 208 mg/m3とな

ることから、4:1,000、4:10,000、4:100,000 のリスクに対応する濃度はそれぞれ 8.32、0.8、

0.08 mg/m3 となるとしている。 

ここで、公衆と労働者の曝露年数を 75/40、年間曝露する週を 52/48 としており、0.5 は動

物実験結果から労働環境へ外挿する際の係数 2 (×1/2)を指すものと思われる。 

なお、この量反応関係をユニットリスクの形で示すと 4.8×10-7/(µg/m3)となり、10-5のリス

クレベルの濃度は 20.8 µg/m3となる。 

17 オランダ (2001) 

経口投与したラットの試験  (情報なし) から求めた 10-4 のリスクレベルの用量 14 

µg/kg/day を呼吸量 20 m3/day、100％吸収と仮定して吸入換算して 48 µg/m3と算出し、暫

定的なリスク評価値として設定した。 

10-5 のリスクレベルの濃度は 4.8 µg/m3 となり、ユニットリスクの形で示すと 2.1×10-

6/(µg/m3)となる。 

18 オランダ・職業曝露 (1997) 

NCI (1978)の経口投与した発がん性試験における雄ラットの血管肉腫の発生状況を対照群

と低濃度群で比較し、発生率の増加分(過剰発生率)をラットの標準寿命(1,000 日と仮定)を

考慮して調整した連続投与量で除して血管肉腫の発生率を 1.2×10-2/(mg/kg/day)と算出し

た。また、公衆の体重を 70 kg、標準寿命を 75 年として生涯連続曝露されると仮定し、労

働者は同じ体重で 1 日 8 時間、年に 48 週間で 40 年間曝露され、1 日の呼吸量を 10 m3と

仮定して血管肉腫の発生率を吸入換算すると 6.0×10-4/(mg/m3)と算出され、0.07 mg/m3 の

40 年間曝露で労働者の発がんリスクは 4×10-5 となるとした。10-5 のリスクレベルの濃度

は 16.7 µg/m3となる。 

18 オランダ・職業曝露 (2019) 

Nagano ら (2006)の発がん性試験における雌マウスの乳腺腺癌の発生状況をもとに

PROAST モデルを用いて BMD10を 366 mg/m3と算出し、マウスの標準寿命(750 日と仮定)

を考慮に入れて連続曝露に調整した BMD10 をもとにユニットリスクを 1.63×10-3/(mg/m3)

と算出した。これをもとに、公衆と労働者で寿命（曝露期間）を 75 年と 40 年、年間曝露
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を 52 週と 48 週、週間曝露を 7 日と 5 日、1 日の呼吸量を 18 m3と 10 m3と仮定して一般

環境から労働環境に換算したユニットリスクを 3.18×10-4/(mg/m3)と算出し、労働者が 40

年間の曝露で 4×10-5 の過剰がん死亡率となる濃度は 0.126 mg/m3 になるとした変更案を

提案した。10-5のリスクレベルの濃度は 31.4 µg/m3となる。 

19 仏・ANSES (TRV)  (2009) 

Naganoら(2006)の発がん性試験における雌ラットの乳腺腫瘍の発生状況をもとにBMDL10

を 164.4 mg/m3と算出し、これを×6/24×5/7 して連続曝露に調整して 29.3 mg/m3とし、血

液: ガス分配係数のデータがないことからデフォルトの係数 1 を採用して POD を 29.3 

mg/m3としてユニットリスクを 3.4×10-3/(mg/m3)と算出し、10-5のリスクレベルの濃度は 3 

µg/m3になるとした。 

23 環境省・有害大気 (2006) 

Nagano ら(2006)及び日本バイオアッセイ研究センター(1991)の発がん性試験における雌ラ

ットの乳腺腫瘍の発生状況をもとに BMDL10を 22.0752 ppm と算出し、これを×6/24×5/7

して連続曝露に調整し、単位の変換を行って 16 mg/3 とした。血液: ガス分配係数はヒト

＜ラットの関係にあることからデフォルトの係数 1 を採用して POD を 16 mg/m3としてユ

ニットリスクを 6.3×10-3/(mg/m3)と算出し、10-5のリスクレベルの濃度は 1.6 µg/m3になる

とした。 

27 厚労・経産・環境 (化審法一次評価)  (2022) 

Nagano ら(2006)及び日本バイオアッセイ研究センター(1991)の発がん性試験における雌ラ

ットの乳腺腫瘍の発生状況をもとに BMDL10を 11.5 ppm (47.3 mg/m3)と算出し、これを×

6/24×5/7 して連続曝露に調整して 8.45 mg/m3とし、呼吸量(ラット 0.26 m3/day、ヒト 20 

m3/day)、体重 (ラット 0.35 kg、ヒト 50 kg)を適用してヒト等価用量 BMDL10HED を 15.7 

mg/m3 とした。これからユニットリスクは 6.40×10-6/(µg/m3)と算出され、10-5 のリスクレ

ベルの濃度は 1.6 µg/m3となる。 

なお、ヒト等価用量は 8.45×(0.26/20)×(50/0.35) = 15.7 mg/m3と算出。 
 

NCI (National Cancer Institute). 1978. Bioassay of 1,2-Dichloroethane for Possible Carcinogenicity. NCI 

Carcinogenesis Technical Report Series No. 55. 

Nagano K, Umeda Y, Senoh H, Gotoh K, Arito H, Yamamoto S, Matsushima T. (2006): Carcinogenicity and 

chronic toxicity in rats and mice exposed by inhalation to 1,2-dichloroethane for two years. J Occup 

Health. 48: 424-436. 

日本バイオアッセイ研究センター(1991): 1,2-ジクロロエタンのラット及びマウスを用いた吸入に
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２．有害性評価結果のまとめ 

各物質における有害性評価については、急性影響および慢性影響について、一覧表として整理

した結果をまとめている。従って、ここでは RfC の導出に適していると考えられるキー研究の選

定について概説する。 

 

１）メチルシクロヘキサン 

急性影響ではいくつかの評価機関でリスク評価値が設定されているが、メチルシクロヘキサン

の知見に基づくものではなくその根拠が不明、設定された NOAEC のエンドポイントや根拠が不

明などであった。従って、本報告においては、「評価可能な知見が得られなかった」と評価した。 

慢性影響では、AMRL (1984)及び Kinkead ら(1985)がキー研究であった。この研究では、ラッ

トの 12 ヶ月間吸入曝露実験（6 時間/日、5 日/週）の結果から、腎臓の髄質の石灰化と腎乳頭の

過形成をエンドポイントとして、1,636 mg/m3（400 ppm）の NOAEL が得られている。そこで

この NOAEL を ChRfC の導出に採用した。 

 

２）プロピルシクロヘキサン 

急性影響では 2 つの評価機関でリスク評価値が設定されているが、プロピルシクロヘキサンの

知見に基づくものではなくその根拠が不明であった。従って、本報告においては、「評価可能な知

見が得られなかった」と評価した。慢性影響においても同様であった。テキサス州は急性影響と

慢性影響ともに、炭素数 5 から 16 のアルカンの知見をキー研究としているが、参考文献が示さ

れておらず、その根拠を確かめることはできなかった。 

炭素数 8 から 16 の脂肪族飽和炭化水素類については、複数の評価機関で動物実験に基づきリ

スク評価値が設定されていた。これまでテトラデカン（炭素数 14）のリスク評価値を設定する際

にも用いた知見である。但し、脂環式飽和炭化水素であるプロピルシクロヘキサン（炭素数 9）

は、化学構造が異なる（直鎖状と環状の違い）ことから、脂肪族飽和炭化水素類の知見は用いな

いこととした。 

 

３）1-ブタノール 

急性影響では評価可能な知見が得られなかった。カナダが生殖発生毒性試験を目的とした 14

週間の飲水投与実験から急性曝露のリスク評価値を導出しているが、14 週間の飲水投与は急性と

はいえないことから、この知見は用いないこととした。 

慢性影響では、3 か月の実験期間で実施している Korsak ら(1994)をキー研究と判断した。米

国環境保護庁、カナダ、日本の環境省初期評価でキー研究に用いられた知見であった。ラットに

よる 3 か月の吸入曝露実験（6 時間/日、5 日/週）の結果、神経行動学的機能障害（回転棒試験の

成績）または運動協調性障害をエンドポイントとして NOAEL 154 mg/m3が得られている。この

NOAEL を ChRfC の導出に採用した。 

 

４）ヘキサナール 

急性影響では、米国 NRC が炭素数 3～8 の脂肪族飽和アルデヒド類の宇宙船内における許容濃

度を設定するにあたり、プロパナールのヒトでの知見を用いていた。30 分間の吸入曝露で粘膜刺

激をエンドポイントとして、LOAEL 124 ppm（549.4 mg/m3）が得られている。本報告ではこの

値を LOAEL として AcRfC の導出に採用した。 

慢性影響では、Union Carbide Corporation (1979)がキー研究であり、ブタナールをビーグル

犬に 14 週間吸入曝露（6 時間/日、5 日/週）した実験から、ビーグル犬の LOAEL 363 mg/m3 (125 
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ppm)を ChRfC の導出に採用した。なお、Union Carbide Corporation (1979)では、ラットでも

LOAEL が 363 mg/m3 (125 ppm)であったが、Union Carbide Corporation (1980)ではラットの

NOAELとして 145 mg/m3 (50 ppm)が得られている。従って、ビーグル犬での LOAEL 363 mg/m3 

(125 ppm)をクリティカルエンドポイントとした。 

 

５）デカナール 

急性影響では評価可能な知見が得られなかった。慢性影響では、ドイツ連邦環境庁がヘキサナ

ールと同じブタナールの知見を用いていた。そこで Union Carbide Corporation (1979)をキー研

究とし、ブタナールをビーグル犬に 14 週間吸入曝露（6 時間/日、5 日/週）した実験から、ビー

グル犬の LOAEL 363 mg/m3 (125 ppm)を ChRfC の導出に採用した。なお、Union Carbide 

Corporation (1979)では、ラットでもLOAELが363 mg/m3 (125 ppm)であったが、Union Carbide 

Corporation (1980)ではラットの NOAEL として 145 mg/m3 (50 ppm)が得られている。従って、

ビーグル犬での LOAEL 363 mg/m3 (125 ppm)をクリティカルエンドポイントとした。 

 

６）トリクロロエチレン 

急性影響では、Boyes ら(2000)がキー研究であった。ヒトで吸入曝露した研究におけるピーク

濃度が中枢神経症状に関係していることから、急性の中枢神経症状はおよそ 100 ppm（546 mg/m3）

で生じると判断されている。そこで 100 ppm を LOAEL とし、AcRfC の導出に採用した。 

慢性影響では、米国環境保護庁の IRIS、米国毒物疾病登録庁（ATSDR）、カナダが、Keil ら

(2009)におけるマウスへの 30 週間飲水投与実験の結果から、胸腺重量の減少をエンドポイント

として LOAEL 0.35 mg/kg/day を得ている。また、Johnson ら(2003)におけるラットへの妊娠 1

日から妊娠 22 日までの飲水投与実験の結果から、胎仔の心臓の奇形をエンドポイントとして、

BMDL01 0.0207 mg/kg/day（NOAEl 相当値とする）を得ている。これらの動物実験の結果につ

いて ChRfC の導出に採用した。 

また、日本の環境省は、Ahlmark ら(1951)、Liu ら(1988)、ACGIH、WHO(Europe, Global)の

評価を総合的に判断し、ヒトの職業性曝露の結果から（8 時間/日、5 日/週）、神経への影響をエ

ンドポイントとして、LOAEL を 200 mg/m3 前後に設定している。このヒトでの結果も ChRfC

の導出に採用した。 

トリクロロエチレンは、ヒトで腎臓への発がん性に関する十分な証拠があるとして、IARC は

発がん性分類をグループ 1（ヒトに対して発がん性がある）に分類している。そこで発がん影響

に関するユニットリスクを評価した。発がん影響に関する評価では、WHO Europe (2000)、WHO 

Global (2000)、WHO Europe (2010)の評価機関において、Maltoni ら(1988)のラットでの発がん

性試験による精巣のライディッヒ細胞腫の結果から、4.3×10-7／(µg/m3)のユニットリスクを算出

しいる。一方、米国環境保護庁 IRIS では、Charbotel ら(2006)の腎細胞癌のヒトでの症例対照研究

をもとに、非ホジキンリンパ腫と肝臓がんのリスクを考慮し、ユニットリスクを 4.1×10-6/(µg/m3)

と算出している。なお、ドイツ連邦環境庁は、労働者の腎臓がんの疫学研究結果より、ユニット

リスクを 6.4×10-5/(mg/m3)と算出している。これらの結果を踏まえて、ヒトでの研究を優先し、

米国環境保護庁 IRIS のユニットリスクを CarRfC の評価に用いることが妥当と考えた。 

 

７）テトラクロロエチレン 

急性影響では、Rowe ら(1952)において、ヒトでの 1 時間吸入曝露実験から眼の刺激をエンド

ポイントとして LOAEL 106 ppm（718.9 mg/m3）が得られている。また、Stewart ら(1970)にお

いて、ヒトでの 3 時間吸入曝露実験から眼や粘膜への刺激や中枢神経系への影響をエンドポイン

トとして LOAEL 700 mg/m3が得られている。これらの値を AcRfC の導出に採用した。 
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慢性影響では、キー研究の一つとして、Mutti ら(1992)において、ヒトでの職業性曝露（8 時間

/日、5 日/週）の疫学研究結果から、腎臓への影響をエンドポイントとして、LOAEL 102 mg/m3

が得られている。また、もう一つのキー研究として、Cavalleri ら(1994)において、ヒトでの職業

性曝露（8 時間/日、5 日/週）の疫学研究結果から、色覚の低下をエンドポイントとして、LOAEL 

50 mg/m3（7.3 ppm）が得られている。有機溶剤による色覚への影響は近年鋭敏であることが報

告されており、本報では Cavalleri ら(1994)の結果から得られた LOAEL 50 mg/m3（7.3 ppm）

を ChRfC の導出に採用した。 

テトラクロロエチレンは、膀胱がんに関するエビデンスに基づき、IARC は 2014 年に発がん

性分類をグループ 2A（ヒトに対しておそらく発がん性がある）に分類している。ヒトでの証拠は

十分ではないが、8 機関がユニットリスクを設定していた。ユニットリスクの導出にあたって使

用された研究のうち、最も多く使用されていたのは日本バイオアッセイ研究センター (1993) の

がん原性試験における雄マウスの試験結果であった。肝細胞等への発がん影響に基づき、導出さ

れたユニットリスクは CICAD（2006）で 5.2×10-6/(µg/m3)、米国環境保護庁 IRIS（2012）で 2.6

×10-7/(µg/m3)、カリフォルニア環境保護庁 CalEPA（2016）で 6.1×10-6/(µg/m3)であった。ヒト

での発がん性に関する証拠は限定的ではあるが、多数の評価機関がユニットリスクを算出してい

ることから CarRfC の評価値とした。 

 

８）1,2-ジクロロエタン 

急性影響では、Hotchkiss ら(2010)がキー研究であった。ラットへの 4～8 時間の吸入曝露実験

において、嗅上皮の変性や壊死をエンドポイントとして、57.4 ppm の BMDL10 または 50 ppm

の NOAEL が得られている。このうち NOAEL 50 ppm（200 mg/m3）を AcRfC の導出に採用し

た。 

慢性影響では、Spreafico ら(1980)が動物実験におけるキー研究であった。ラットに対する 12

か月の吸入曝露実験（7 時間/日、5 日/週）から、肝臓への影響（血清 ALT、LDH・AST 低下な

ど）をエンドポイントとして、NOAEL 10 ppm（40 mg/m3）が得られている。また、ヒトでのキ

ー研究は、Kozik (1957)であった。ヒトでの職業性曝露（8 時間/日、5 日/週）の疫学研究結果か

ら、神経行動学的な影響をエンドポイントとして、LOAEL 61 mg/m3が得られている。本報告に

おいては、これらの結果を ChRfC の導出に採用した。 

1,2-ジクロロエタンの発がん性について、IARC は 1999 発年にがん性分類をグループ 2B（ヒ

トに対して発がん性があるかもしれない）に分類している。ヒトでの証拠は十分ではないが、16

機関がユニットリスクを設定していた。採用したデータの明記がなかった 2 機関を除くと、NCI

の試験結果 （血管肉腫）が 5 機関、日本バイオアッセイ研究センター（Nagano ら 2006 を含む）

の試験結果（乳腺腫瘍）が 9 機関で採用されていた。 

ユニットリスクの導出にあたって使用された研究のうち、NCI（1978）では、ラットとマウス

の経口投与試験における血管肉腫の結果からスロープファクターを導出し、ユニットリスクが計

算されていた。また、Nagano ら(2006)及び日本バイオアッセイ研究センター(1991)の発がん性

試験におけるラットの吸入曝露試験で観察された乳腺腫瘍の結果から、日本の化審法（2022）で

は 6.4×10-6/(µg/m3)、日本の環境省（2006）では 6.3×10-6/(µg/m3)、仏 ANSES（2009）と欧州

化学品庁（ECHA）とテキサス州（2016）が 3.4×10-6/(µg/m3)であった。ヒトでの発がん性に関

する証拠は限定的ではあるが、IARC の発がん性評価は 1999 年とやや古く、その後、多数の評価

機関がユニットリスクを算出していることから CarRfC の評価値とした。 

 

９）アクロレイン 

急性影響では、Weber-Tschopp ら(1977)が多数の評価機関で使用されていた。この研究では、

247



 

ヒトでの 35 分間または 1 時間吸入曝露実験から眼の刺激をエンドポイントとして LOAEL 0.09 

ppm（0.21 mg/m3）が得られている。また、最新の知見として、Dwivedi ら(2015)において、ヒ

トでの 2 時間吸入曝露実験から眼の刺激をエンドポイントとして NOAEL 0.115 mg/m3が得られ

ている。 

慢性影響では、Feron ら(1978)と Dorman ら(2008)のラットへの 13 週間吸入曝露実験（6 時

間、5 日/週）の結果が多くの機関で採用されており、エンドポイントはともに嗅上皮の病変であ

り、NOAEL は Feron ら(1978) が 0.4 ppm（0.93 mg/m3）、Dorman ら(2008) が 0.2 ppm（0.46 

mg/m3）であった。なお、最新の知見として、Matsumoto ら(2021)もキー研究と考えられた。マ

ウスへの 104 週間吸入曝露実験（6 時間、5 日/週）において、気道上皮の炎症と過形成をエンド

ポイントとして、NOAEL として 0.1 ppm（0.23 mg/m3）が得られている。これらの実験結果か

ら、NOEAL が最も低く、104 週間の曝露実験を行った Matsumoto ら(2021)の実験から得られた

0.1 ppm（0.23 mg/m3）の NOAEL を ChRfC の導出に採用した。 
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３．健康リスク評価値（RfC）の導出 

個々の物質の有害性評価結果に基づいて、健康リスク評価値（Reference Concenration: RfC）

を導出した。有害性評価の方法は、拙著の方法を用いた（Azuma et al., 2007; Azuma et al., 2016）。

影響量に対して、反復曝露から連続曝露への補正、不確実係数の適用を行って RfC を導出した。

不確実係数としては、初期リスク評価であるため、近年欧州化学品庁（ECHA）が公表している

不確実係数を用いた（表３５）（ECHA, 2012）。なお、ヒトボランティアによる短時間の曝露デ

ータを用いた場合は、試験期間の調整係数を 10 とした。また、LOAEL を用いた場合は 10 とし、

初期評価として、リスクの取りこぼしがないように安全側の不確実係数を用いた。詳細リスク評

価や指針値の導出を行う際には、LOAEL に対する不確実係数、種差、個体差に対する不確実係

数等について、感受性、作用機序、体内動態、影響の重大性などに基づいて見直す必要がある。 

 

表３２ 室内環境汚染物質の AcRfC 一覧（急性影響） 

 指標 
曝露

経路 
影響量* 種 エンドポイント 

不確実係数(UF)** AcRfC 

(mg/m3) 

キー研究 

1 2 3 4 

メチル

シクロ

ヘキサ

ン 

評価可能な知見が得られなかった 

プロピ

ルシク

ロヘキ

サン 

評価可能な知見が得られなかった 

1-ブタ

ノール 

評価可能な知見が得られなかった 

ヘキサ

ナール 

LOAEL 吸入 549.4 ヒト 粘膜刺激 10 1 1 10 5.5 Sim ら(1957) 

デカナ

ール 

評価可能な知見が得られなかった 

トリク

ロロエ

チレン 

LOAEL 吸入 546 ヒト 中枢神経症状 10 1 1 10 5.5 Boyes ら(2000) 

テトラ

クロロ

エチレ

ン 

LOAEL 吸入 718.9 ヒト 眼の刺激 10 1 1 10 7.2 Rowe ら(1952) 

LOAEL 吸入 700 ヒト 眼や粘膜への刺激、

中枢神経系への影響 

10 1 1 10 7.0 Stewart ら

(1970) 

1,2-ジ

クロロ

エタン 

NOAEL 吸入 200 ラット 嗅上皮の変性や壊死 1 1 2.5 

 

10 8.0 Hotchkiss ら

(2010) 

アクロ

レイン 

LOAEL 吸入 0.21 ヒト 眼の刺激 10 1 1 10 0.0021 Weber-Tschopp

ら(1977) 

NOAEL 吸入 0.115 ヒト 眼の刺激 1 1 1 10 0.0115 Dwivedi ら

(2015) 
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* 吸入 (mg/m3). 経口 (mg/kg/day). 経口換算では体重 50kg 及び呼吸量 15 m3/day を用いた 

** UF1: LOAEL to NOAEL extrapolation. UF2: Extrapolation across durations. UF3: 

Interspecies extrapolation UF4: Intraspecies extrapolation. 

 

 

表３３ 室内環境汚染物質の ChRfC 一覧（非発がんの慢性影響） 

 指標 
曝露

経路 
影響量* 種 エンドポイント 

不確実係数(UF)** ChRfC 

(μg/m3) 

キー研究 

1 2 3 4 

メチル

シクロ

ヘキサ

ン 

NOAEL 吸入 1,636 ラット 腎臓の髄質の石灰化

と腎乳頭の過形成 

1 1 10 10 2,921 AMRL (1984)、

Kinkead et al 

(1985) 

プロピ

ルシク

ロヘキ

サン 

評価可能な知見が得られなかった 

1-ブタ

ノール 

NOAEL 吸入 154 ラット 運動協調性障害 1 2 10 10 138  Korsak ら(1994) 

ヘキサ

ナール 

LOAEL 吸入 363 イヌ 鼻腔の扁平上皮化生 10 2 2.5 10 130 UCC (1979) 

デカナ

ール 

LOAEL 吸入 363 イヌ 鼻腔の扁平上皮化生 10 2 2.5 10 130 UCC (1979) 

トリク

ロロエ

チレン 

LOAEL 経口 0.35 マウス 胸腺重量の減少 10 1 10 10 1.2 Keil ら(2009) 

BMDL10 経口 0.0207 ラット 胎仔の心臓の奇形 1 1 10 10 0.7 Johnson ら

(2003) 

LOAEL 吸入 200 ヒト 神経への影響 10 1 1 10 476.2 Ahlmark ら

(1951)、 Liu ら

(1988)、ACGIH、

WHO(Europe, 

Global) 

テトラ

クロロ

エチレ

ン 

LOAEL 吸入 105 ヒト 腎層への影響 10 1 1 10 242.9 Cavalleri ら

(1994) 

LOAEL 吸入 50 ヒト 色覚の低下 10 1 1 10 119.1 Mutti ら(1992) 

1,2-ジ

クロロ

エタン 

NOAEL 吸入 40 ラット 肝臓への影響（血清

ALT、LDH・AST 低

下など） 

1 1 10 10 83  Spreafico ら

(1980) 

LOAEL 吸入 61 ヒト 神経行動学的な影響 10 1 1 10 145 Kozik (1957) 

アクロ

レイン 

NOAEL 吸入 0.23 マウス 気道上皮の炎症と過

形成 

1 1 2.5 10 2.3 Matsumoto ら

(2021) 

* 吸入 (mg/m3). 経口 (mg/kg/day). 経口換算では体重 50kg 及び呼吸量 15 m3/day を用いた 

** UF1: LOAEL to NOAEL extrapolation. UF2: Extrapolation across durations. UF3: Interspecies 

extrapolation UF4: Intraspecies extrapolation.  
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表３４ 室内環境汚染物質の CarRfC（発がんリスク評価値）一覧 

 ユニットリスク 種 エンドポイン

ト 

CarRfC (μg/m3／10 万

分の 1 過剰発がんリスク 

キー研究 

ト リ

ク ロ

ロ エ

チ レ

ン 

4.3×10-7／(µg/m3) 

ラッ

ト 

精巣のライデ

ィッヒ細胞腫 
23.26  

WHO Europe 

(2000)、WHO 

Global 

(2000)、WHO 

Europe (2010) 

4.1×10-6／(µg/m3) ヒト 腎細胞がん 2.44  USEPA (2011) 

6.4×10-8／(µg/m3) ヒト 腎臓がん 156.25  独UBA (2015) 

テ ト

ラ ク

ロ ロ

エ チ

レン 

5.2×10-6／(µg/m3) マウ

ス 

肝細胞等への

発がん影響 
1.92  

CICAD

（2006） 

2.6×10-7／(µg/m3) マウ

ス 

肝細胞等への

発がん影響 
38.46  

USEPA 

(2012) 

6.1×10-6／(µg/m3) マウ

ス 

肝細胞等への

発がん影響 
1.64  CalEPA(2016) 

1，2-

ジ ク

ロ ロ

エ タ

ン 

6.4×10-6／(µg/m3) ラッ

ト 

乳腺腫瘍 
1.56  化審法（2022） 

6.3×10-6／(µg/m3) ラッ

ト 

乳腺腫瘍 
1.59  環境省（2006） 

3.4×10-6／(µg/m3) 

ラッ

ト 

乳腺腫瘍 

2.94  

仏 ANSES

（2009）と欧

州 化 学 品 庁

（ECHA）とテ

キ サ ス 州

（2016） 
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表３５ 欧州化学品庁によるアセスメント係数のデフォルト値（ECHA 2012） 

  アセスメント係数 

種間差 体重あたりの代謝の差 全身影響 局所影響 

残りの種間差 AS a,b 

2.5 

 

1 f 

2.5 g 

種内差 労働者 5 5 

一般人 10 c 10 c 

曝露期間の差 亜急性から亜慢性への外挿 3 3 h 

亜慢性から慢性への外挿 2 2 h 

亜急性から慢性への外挿 6 6 h 

曝露経路の差    

量反応関係への懸念、

影響の重大性 

量反応関係データの信頼性（NOAEL

が得られていないなど）、重大な影響

への懸念（発がん影響など） 

1 d 1 d 

データベースの質 不完全なデータ 

選ぶべきデータの信頼性 

1 d 

1 e 

1 d 

1 e 

a: ラットでは 4 (表 2-25 参照)。 f,g: 局所影響（local effect）では AS による補正は不要であり、皮膚、眼、消化管に対する単

純な粘膜障害作用については種間差を認めず UF を 1 とする。但し曝露を受ける局所における代謝の結果として皮膚、眼、消

化管への影響が現れる場合および呼吸器（respiratory tract）に対する影響が現れる場合には 2.5 の UF を採用。d: NOAEL が

得られず LOAEL を用いる場合は、実験における曝露量の設定の公比（dose spacing）（最近の試験では通常 2～4 倍）の大き

さ、量反応関係の形や傾き、LOAEL で観察された毒性影響の程度などを勘案して UF を決定するが、ECHA は 3（通常）～10

（例外的）の UF を示唆。f: 皮膚、眼、消化管における膜組織だけの破壊による影響。g: 局所的な代謝を通じた皮膚、眼、消

化管への影響、気道への影響。h: 気道への影響 

 

表３６ ヒトへの外挿に用いる allometric scaling (AS) factor 

種 体重（kg） AS fator 

ラット 0.250 4 

マウス 0.03 7 

ハムスター 0.11 5 

モルモット 0.8 3 

ウサギ 2 2.4 

サル 4 2 

イヌ 18 1.4 
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